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毎週　火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　規　則� 所管課（室）名　

　○現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則� 人 事 課

　○長崎県特定非営利活動促進法施行条例施行規則の一部を改正する規則� 県 民 協 働 課

　○長崎県民の消費生活の安定及び向上に関する条例施行規則の一部を改正する規則� 食品安全・消費生活課

　○長崎県農林業団体等検査規則の一部を改正する規則� 団 体 検 査 指 導 室

　○長崎県卸売市場条例施行規則を廃止する規則� 農 産 加 工 流 通 課

　○長崎県卸売市場法施行細則� 〃

　○長崎県建設工事執行規則の一部を改正する規則� 建 設 企 画 課

◎　訓　令

　○長崎県職員の勤務時間等に関する規程の一部改正� 人 事 課

　○公共用地の取得に伴う損失補償基準の一部改正� 用 地 課

◎　告　示

・�都市計画事業の事業計画の変更認可（２件）� 水 環 境 対 策 課

　○長崎県産業労働部関係補助金等交付要綱の一部改正� 産 業 政 策 課

・�道路の区域変更（10件）� 道 路 維 持 課

・�道路の供用開始（７件）� 〃

・�車両制限令に基づく道路の指定（４件）� 〃

・�公有水面埋立ての竣功認可（２件）� 港 湾 課

・�洪水浸水想定区域の指定� 河 川 課

・�土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定（２件）� 砂 防 課

・�証紙売りさばき人の指定の一部改正� 会 計 課

　○会計管理者の事務の委任の一部改正� 〃

◎　公　告

・�大規模小売店舗立地法に基づく市町村の意見� 経 営 支 援 課

・�土地改良区の設立の認可� 農 村 整 備 課

・�県営土地改良事業の工事の完了� 〃

・�特定農業用ため池の指定� 林 政 課

・�一般競争入札の参加者の資格等（２件）� 監 理 課

・�測量の終了（４件）� 建 設 企 画 課

・�開発行為に関する工事完了� 都 市 政 策 課

◎　教育委員会規則

　○長崎県立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則� 高 校 教 育 課

◎　長崎県病院企業団規程

・�長崎県病院企業団職員給与規程の一部を改正する規程� 長崎県病院企業団

　　　　目　　　　　次



令和２年３月31日　火曜日� 第10910号長 崎 県 公 報

─ 642 ─

・�長崎県病院企業団職員組織規程の一部を改正する規程� 〃

◎　有明海自動車航送船組合監査委員公告

・�定期監査結果に基づく措置の公表� 有明海自動車航送船組合

◎　正　誤

　○令和２年２月18日付け長崎県公報第10899号中� 人 事 課

　現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

長崎県規則第19号

　　　現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

　現業職員の給与に関する規則（昭和32年長崎県規則第81号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（住居手当）

第�９条　住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に

応じて、当該各号に定める額（当該各号のいずれにも該当

する職員にあっては、当該各号に定める額の合計額）とす

る。

　�　条例第４条の３第１号の規定に該当する職員のうち

月額１万6,000円を超える家賃（使用料を含む。以下同

じ。）を支払っている者（県が設置する公舎を貸与さ

れ、使用料を支払っている職員及び一般職員の例による

これに準ずる職員を除く。）家賃の月額が２万7,000円

以下である場合にあっては家賃の月額から１万6,000円

を控除した額（この額に100円未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てた額）家賃の月額が２万7,000円を

超える場合にあっては家賃の月額から２万7,000円を控

除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１万

7,000円を超えるときは、１万7,000円）を１万1,000円

に加算した額（この額に100円未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てた額）

　　略

　（住居手当）

第�９条　住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に

応じて、当該各号に掲げる額（当該各号のいずれにも該当

する職員にあっては、当該各号に掲げる額の合計額）とす

る。

　�　条例第４条の３第１号の規定に該当する職員のうち

月額１万2,000円を超える家賃（使用料を含む。以下同

じ。）を支払っている者（県が設置する公舎を貸与さ

れ、使用料を支払っている職員及び一般職員の例による

これに準ずる職員を除く。）　家賃の月額が２万3,000円

以下である場合にあっては家賃の月額から１万2,000円

を控除した額（この額に100円未満の端数を生じたとき

は、これを切りすてた額）家賃の月額が２万3,000円を

超える場合にあっては家賃の月額から２万3,000円を控

除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１万

6,000円を超えるときは、１万6,000円）を１万1,000円

に加算した額（この額に100円未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てた額）

　　略

　　　附　則

　（施行期日等）

１　この規則は、令和２年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

　�（改正後の現業職員の給与に関する規則に係る令和３年３月31日までの間における住居手当に関する経過措

置）

２�　施行日の前日において改正前の現業職員の給与に関する規則（以下「改正前の規則」という。）第９条の規

定により支給されていた住居手当の月額が1,000円を超える職員であって、施行日以後においても引き続き当

該住居手当に係る住宅（貸間を含む。）を借り受け、家賃（使用料を含む。以下この項において同じ。）を支

払っているもののうち、次の各号のいずれかに該当するもの（次項に定める適用除外職員を除く。）に対して

は、施行日から令和３年３月31日までの間、改正後の現業職員の給与に関する規則（以下「改正後の規則」

という。）第９条の規定にかかわらず、当該住居手当の月額に相当する額（当該住居手当に係る家賃の月額に

変更があった場合には、当該相当する額を超えない範囲内で附則第４項で定める額。以下「旧手当額」とい

う。）から1,000円を控除した額の住居手当を支給する。

　　　　規　　　　　則
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　　改正後の規則第９条各号のいずれにも該当しないこととなる職員

　�　旧手当額から改正後の規則第９条の規定により算出される住居手当の月額に相当する額を減じた額が

1,000円を超えることとなる職員

　（適用除外職員）

３　前項の適用除外職員は、次に掲げる職員とする。

　�　施行日の前日において改正前の規則第９条第１号に該当していた職員であって、施行日以後において次に

掲げる職員のいずれかに該当するもの

　　ア�　現業職員の給与に関する規則第９条の規定を適用するとしたならば新たに同条第２号に該当することと

なる職員

　　イ　改正前の規則第９条の規定を適用するとしたならば同条第１号に該当しないこととなる職員

　�　施行日の前日において改正前の規則第９条各号のいずれにも該当していた職員であって、施行日以後にお

いて同条の規定を適用するとしたならば同条各号のいずれか又はすべてに該当しないこととなるもの

　　旧手当額が1,000円以下となる職員

　　前３号に掲げる職員に準ずる職員として任命権者が定める職員

　（家賃の月額に変更があった場合の旧手当額）

４�　旧手当額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額を基礎として改正前の規則第９条の

規定により算出される住居手当の月額に相当する額とする。

　�　変更後の家賃の月額が当該変更前に支給されていた附則第２項の規定による住居手当の月額の算出の基礎

となった家賃の月額（以下この号及び次号において「旧家賃月額」という。）より高い場合（第３号に掲げ

る場合を除く。）　旧家賃月額

　　変更後の家賃の月額が旧家賃月額より低い場合（次号に掲げる場合を除く。）　変更後の家賃の月額

　�　施行日の前日において改正前の規則第９条各号のいずれにも該当していた場合　任命権者と協議して定め

る額

　（その他）

５�　前３項に定めるもののほか、これらの規定による住居手当の支給に関し必要な事項は、一般職員の例による

ものとする。

　長崎県特定非営利活動促進法施行条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

長崎県規則第20号

　　　長崎県特定非営利活動促進法施行条例施行規則の一部を改正する規則

　長崎県特定非営利活動促進法施行条例施行規則（平成24年長崎県規則第７号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（書類の提出先等）

第�２条　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号。以下

「法」という。）、条例及びこの規則の規定により知事に対

して提出する書類は、県民生活環境部県民生活環境課（以

下「主務課」という。）又は当該特定非営利活動法人の主

たる事務所の所在地を所管する振興局（長崎振興局を除

く。以下同じ。）に提出するものとする。

２　略

　（書類の提出先等）

第�２条　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号。以下

「法」という。）、条例及びこの規則の規定により知事に対

して提出する書類は、県民生活部県民協働課（以下「主務

課」という。）又は当該特定非営利活動法人の主たる事務

所の所在地を所管する振興局（長崎振興局を除く。以下同

じ。）に提出するものとする。

２　略

　　　附　則

　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　長崎県民の消費生活の安定及び向上に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

長崎県規則第21号
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　　　長崎県民の消費の安定及び向上に関する条例施行規則の一部を改正する規則

　長崎県民の消費生活の安定及び向上に関する条例施行規則（昭和53年長崎県規則第63号）の一部を次のように

改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（庶務）

第�４条の３　審議会の庶務は、県民生活環境部食品安全・消

費生活課において処理する。

　（庶務）

第�４条の３　審議会の庶務は、県民生活部食品安全・消費生

活課において処理する。

　　　附　則

　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　長崎県農林業団体等検査規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

長崎県規則第22号

　　　長崎県農林業団体等検査規則の一部を改正する規則

　長崎県農林業団体等検査規則（昭和41年長崎県規則第44号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（趣旨）

第�１条　農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第94条、

森林組合法（昭和53年法律第36号）第111条及び農業保険

法（昭和22年法律第185号）第209条の規定に基づき、農業

協同組合、農業協同組合連合会、農業協同組合中央会、農

事組合法人、森林組合、森林組合連合会、農業共済組合

（以下「組合等」という。）に対して知事が行う検査（以

下「検査」という。）は、この規則の定めるところによる。

　（取引先等との照査）

第13条　略

　（意見の聴取等）

第�16条　検査員は、検査によって明らかとなった事項につい

て、組合等の役員若しくは職員又はその他の関係者から意

見を聴取するとともに、必要に応じ、文書を徴するように

しなければならない。

　（検査講評）

第�17条　検査員は、検査を終了するに際して、組合等の全役

員（農業共済組合にあっては理事又は監事及びその他の責

任者）に対して検査結果についての講評を行い、それにつ

いての意見を聴取しなければならない。ただし、特別の事

由があるときは、講評の時期を変更し、又は一部の役員に

対して講評を行うことができる。

　（趣旨）

第�１条　農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第94条、

森林組合法（昭和53年法律第36号）第111条及び農業保険

法（昭和22年法律第185号）第209条の規定に基づき、農業

協同組合、農業協同組合連合会、農業協同組合中央会、農

事組合法人、森林組合、森林組合連合会、農業共済組合及

び共済事業を行う市町（以下「組合等」という。）に対し

て知事が行う検査（以下「検査」という。）は、この規則

の定めるところによる。

　（取引先その他との照査）

第13条　略

　（意見の聴取）

第�16条　検査員は、検査を終了するに際して、検査によって

明らかとなった事項について、組合等の役員若しくは職員

又はその他の関係者から意見を聴取するようにしなければ

ならない。

　（検査講評）

第�17条　検査員は、検査を終了するに際して、全役員（農業

共済組合にあっては理事又は監事及びその他の責任者、市

町にあっては市町の長の命を受けた職員）に対して検査結

果についての講評を行い、それについての意見を聴取しな

ければならない。ただし、特別の事由があるときは、講評

の時期を変更し、又は一部の役員に対して講評を行うこと

ができる。

　様式第１号中「第７条関係」を「第８条関係」に、「組合（市町）の」を「組合の」に改める。

　様式第２号中「第７条関係」を「第８条関係」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　長崎県卸売市場条例施行規則を廃止する規則をここに公布する。

　　令和２年３月31日
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� 長崎県知事　中村　法道　

長崎県規則第23号

　　　長崎県卸売市場条例施行規則を廃止する規則

　長崎県卸売市場条例施行規則（昭和46年長崎県規則第83号）は、廃止する。

　　　附　則

　この規則は、令和２年６月21日から施行する。

　長崎県卸売市場法施行細則をここに公布する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

長崎県規則第24号

　　　長崎県卸売市場法施行細則

　（趣旨）

第�１条　この規則は、卸売市場法（昭和46年法律第35号。以下「法」という。）の施行について、卸売市場法施

行令（昭和46年政令第221号）及び卸売市場法施行規則（昭和46年農林省令第52号。以下「省令」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

　（認定申請書の様式）

第�２条　法第13条第２項に規定する申請書の様式は、地方卸売市場開設認定申請書（様式第１号）のとおりとす

る。

　（認定証の交付等）

第�３条　知事は、法第13条第５項の規定により認定をしたときは、開設者に対し、地方卸売市場開設認定証（様

式第２号。以下「認定証」という。）を交付するものとする。

２�　開設者は、認定証を破損し、若しくは汚損し、又は紛失したときは、認定証の再交付を受けることができ

る。

３�　前項の規定により認定証の再交付を受けようとするときは、地方卸売市場開設認定証再交付申請書（様式第

３号）により申請しなければならない。

　（事業報告書の様式）

第�４条　法第13条第５項第５号の表の五の項（二）の規定により提出する事業報告書の様式は、事業報告書（様

式第４号）のとおりとする。

２�　前項の提出は、開設者と卸売業者が同一であるときは、運営状況報告書兼事業報告書（様式第５号）の提出

をもって代えることができる。

　（変更の認定申請）

第�５条　法第14条において読み替えて準用する法第６条第１項の規定により変更の認定を受けようとするとき

は、認定事項の変更に係る認定申請書（様式第６号）を知事に提出しなければならない。

　（軽微な変更）

第�６条　省令第26条の県が別に定める軽微な変更は、同条第５号に掲げる事項の変更にあっては、同号の規定中

「10パーセント」とあるのは、「30パーセント」とする。

　（変更の届出）

第�７条　法第14条において読み替えて準用する法第６条第２項の規定による届出は、認定事項の軽微な変更に係

る届出書（様式第７号）により、届け出なければならない。

２　前項の届出は、変更の日から30日以内に行わなければならない。

　（休止又は廃止の届出）

第�８条　法第14条において読み替えて準用する法第７条の規定による届出は、地方卸売市場業務の休止又は廃止

に係る届出書（様式第８号）により、届け出なければならない。

２　前項の届出は、休止又は廃止の日の７日前までに届け出なければならない。

　（運営状況の報告）

第�９条　法第14条において読み替えて準用する法第12条第１項の規定による報告は、毎年度経過後４月以内に運

営状況報告書（様式第９号）により行わなければならない。

２　第４条第２項の規定は、前項の報告について準用する。

　（身分証明書）



令和２年３月31日　火曜日� 第10910号長 崎 県 公 報

─ 646 ─

第�10条　法第14条において読み替えて準用する法第12条第３項の身分を示す証明書は、地方卸売市場立入検査職

員証明書（様式第10号）によるものとする。

　（書類の経由）

第�11条　この細則により知事に提出する書類は、地方卸売市場の所在地を管轄する市町の長及び振興局の長を経

由しなければならない。

　　　附　則

　この規則は、令和２年６月21日から施行する。ただし、卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正

する法律（平成30年法律第62号）附則第３条第３項の申請に係る第２条及び第３条の規定による申請について

は、この規則の施行前であっても第２条及び第３条の規定を適用する。
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（様式第１号）

� 年　　月　　日　

地方卸売市場開設認定申請書

　　長崎県知事　　　　　様

� 地方卸売市場の名称　　　　　　　　　　　

� 申 請 者 住 所　　　　　　　　　　　

� 法 人 名 称　　　　　　　　　　　　

� 代表者の役職及び氏名　　　　　　　　　　

　　地方卸売市場の開設の認定を受けたいので、卸売市場法第13条１項の規定により次のとおり申請します。

１．開設者等

地 方 卸 売 市 場 を 開 設

し よ う と す る 者

住 所

氏 名
�　　　　　　　�
代表者の役職及び
氏　　　　　　名
　　　　　　　　

地 方 卸 売 市 場 の 名 称

地方卸売市場の所在地

連 絡 先

改 正 前 の 開 設 年 月

２．施設

施設の名称 設置年月 面積 施設の名称 設置年月 面積

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

（注）卸売場、仲卸売場および倉庫（冷蔵又は冷凍で保管するものを含む）については、生鮮食料品等の区分ご

　　　とに記載すること

３．取扱品目並びに品目ごとの数量・金額



令和２年３月31日　火曜日� 第10910号長 崎 県 公 報

─ 648 ─

　　取扱品目：

　　取扱品目ごとの数量及び金額の実績及び見込み

取扱品目 実績（　　　　年度） 見込み（　　　　年度）

トン

千円

トン

千円

トン

千円

トン

千円

※　実績の欄には直近年度の数量および金額を記載し、見込みの欄には申請年度の見込み数量および金額を記載

※　花きについては、金額のみを記載

４．卸売市場の業務運営体制

　（記載上の注意）

　組織図で示し、各部門担当役員の氏名、担当業務の従業員数および業務概要を付記すること。（別添可）

５．開設者の財務状況（直近の年度について記載すること）

　　収支状況

民設
準公設

資本金 資本合計（純資産額） 経常損益

公設

総収入 うち使用料 うち一般会計からの繰出金

総支出 うち市場管理費 うち建設改良費

※　直近年度の貸借対照表及び損益計算書並びに申請年度の貸借対照表及び損益計算書の見込みを添付すること

※　地方公共団体が申請する場合には、（様式第１号別表）に記載の上添付すること。

　　長期借入金及び起債の返済・償還計画

年　度 元　金 利　子 元金+利子

年度
（直近年度）

千円 千円 千円

年度

年度

年度

年度

※　�事業年度における長期借入金及び起債について、各年度末における長期借入金及び起債の残高の見込みを記

載すること。
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６．卸売業者の財務状況（直近の年度について記載すること）

名称 代表者名 取扱品目 資本金
資本合計

（純資産額）
経常損益 取扱実績

トン
千円

トン
千円

※　開設者と卸売業者が同一会社の場合は記入を省略できる

※　開設者と卸売業者が異なる場合は、卸売業者の直近年度の貸借対照表及び損益計算書を添付すること

※　純資産額については、賃借対照表の純資産額合計を記載する。

７．取引参加者等の状況

� （単位：社または人）

取扱品目 仲卸業者 小売業者 仲買業者 加工業者
他市場の
卸売業者

その他 計

※� 市場の取扱品目ごとに記載すること

（添付書類等）

新たに開設認定を申請する者 既に改正前の卸売市場法における

開設許可を受けている者

○　業務規程

○　長崎県卸売市場法施行細則様式第１号別紙

○　�地方公共団体が申請する場合には、長崎県卸売市場法施

行細則様式第１号別表

○　開設者に関する書類

・　定款

・　登記事項証明書

・　役員名簿及び役員の履歴書

・　�長崎県卸売市場法施行細則様式第９号（開設者が事業の

開始後１年を経過していないものである場合にあって

は、申請の日を含む年度の事業計画書）

・　卸売市場の施設の配置図

○　卸売業者に関する書類

・　定款

・　登記事項証明書

・　役員名簿

・　�長崎県卸売市場法施行細則様式第４号（卸売業者が事業

の開始後１年を経過していないものである場合にあって

は、申請の日を含む年度の事業計画書）

○　業務規程

○　長崎県卸売市場法施行細則様式第１号別紙

○　�地方公共団体が申請する場合には、長崎県卸売市場法施

行細則様式第１号別表
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【様式第１号別表】

地方公共団体が開設する地方卸売市場の財務状況資料

　　収支状況

収入
実績

（　　年度）

見込み

（　　年度）
支出

実績

（　　年度）

見込み

（　　年度）

総収入 総支出

　前年度繰越金 　市場管理費（営業費用）

　使用料計 　　人件費（※３）

　　売上高割使用料 　　事務費（※４）

　　面積割使用料 　建設改良費（総事業費）

　　と畜場使用料 　　うち付帯事務費

　　その他 　　うち補助対象事業費

　地方債起債 　　　うち付帯事務費

　国庫補助金 　地方債償還金

　　うち建設改良に係る補助金 　　利息償還金

　都道府県補助金 　　　うち市場事業に係る償還金

　　うち建設改良に係る補助金 　　　　うち建設改良に係る償還金

　一般会計からの繰出金 　　　　　うちH４年度以降許可債分

　　指導監督的経費繰出金 （※５）

　　建設改良繰出金 　　元金償還金

　　と畜事業費繰出金 　　　うち市場事業に係る償還金

　　その他繰出金 　　　　うち建設改良に係る償還金

　貸付金 　　　と畜事業に係る償還金

　貸付金利息 　　企業債取扱諸費

　受取利息及び配当金 　繰上充用金

　その他 　貸付金

　　うち受益者負担金分（※

１）
　その他

　　うち○○○○（※２） 　　

翌年度繰越金

※１　受益者負担分は、卸売業者等の光熱費等使用料として業者が負担すべき費用分を記入。

※２　その他のうち受益者負担金分以外で額が大きな項目を記入。

※３　人件費は、給与、退職金、賃金、報酬、諸手当、法定福利費、厚生福利費を加算したものを記入。

※４　事務費は、市場管理費から人件費を控除した額を記入。

※５　平成４年度以降の許可債に係る支払利息分を記入
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（様式第１号別紙）

� 年　　月　　日　

　　長崎県知事　　　　　　　　　　様

� 地方卸売市場の名称　　　　　　　　　　　

� 申 請 者 住 所　　　　　　　　　　　

� 法 人 名 称 �　　　　　　　　　　　

� 代表者の役職及び氏名�　　　　

欠格事由非該当の誓約および反社会的勢力ではないこと等に関する表明・確約書

　私は、長崎県卸売市場施行細則に基づき、地方卸売市場認定申請を行うにあたり、卸売市場法（以下「法」と

いう）第14条において読み替えて準用する法第５条の欠格事由に該当しない旨、誓約すると共に、次の事項につ

いて表明、確約します。

１　�　私[当社]は、現在又は将来にわたって、次の各号の反社会的勢力のいずれにも該当しないことを表明、確

約　＜いたします・いたしません＞

　　①�暴力団　

　　②�暴力団員　

　　③�暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者

　　④�暴力団準構成員　

　　⑤�暴力団関係企業　

　　⑥�総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ　

　　⑦�特殊知能暴力集団

　　⑧�その他前各号に準ずる者

２　�　私[当社]は、現在又は将来にわたって、前項の反社会的勢力又は反社会的勢力と密接な交友関係にある者

（以下「反社会的勢力等」という。）と次の各号のいずれかに該当する関係がないことを表明、確約　＜い

たします・いたしません＞

　　①�反社会的勢力等によって、その経営を支配される関係　

　　②�反社会的勢力等が、その経営に実質的に関与している関係　

　　③�自己、自社若しくは第三者に損害を与えるなど、反社会的勢力等を利用する関係　

　　④�反社会的勢力等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関係　

　　⑤�その他反社会的勢力等との社会的に非難されるべき関係

３　�　私[当社]は、これらの各項のいずれかに反したと認められることが判明した場合及びこの表明・確約が虚

偽の申告であることが判明した場合は、催告なしで地方卸売市場認定を取り消されても一切異議を申し立て

ず、また、賠償ないし補償を求めないとともに、これにより損害が生じた場合は、一切申請者の責任とする

ことを表明、確約　＜いたします・いたしません＞
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（様式第２号）

第　　号

地方卸売市場開設認定証

一　地方卸売市場の名称

二　地方卸売市場の所在地

三　開 設 者 の 名 称

四　取 扱 品 目

　　　　卸売市場法（昭和46年法律第35号）第13条の第１項の規定により地方卸売市場の

　　　開設の認定を受けたことを証する。

　　　　年　　月　　日

長崎県知事　　　　　　　　　　　印
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（様式第３号）

� 年　　月　　日　

地方卸売市場開設認定証再交付申請書

　　長崎県知事　　　　　様

� 地方卸売市場の名称　　　　　　　　　　　

� 申 請 者 住 所　　　　　　　　　　　

� 法 人 名 称 �　　　　　　　　　　　

� 代表者の役職及び氏名　　　　　　　　

　　地方卸売市場開設認定証の再交付を受けたいので、長崎県卸売市場法施行細則第３条第２項および第３項に

　基づき申請します。

既 交 付 認 定 証 の
交 付 年 月 日 及 び
番 号

再 交 付 を 申 請 す

る 事 由
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（様式第４号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　　業　　報　　告　　書

　　　　　　　　　　
　年　　月　　日から
　年　　月　　日まで
　　　　　　　　　　

� 年　　月　　日提出　

　　開設者　　　　　様

� 地方卸売市場の所在地　　　　　　　　

� 名　称　　　　　　　　

� 卸売業者の氏名　　　　　　　　　　

� 法人にあっては名称並びに　

� その代表者の役職及び氏名　

　　卸売市場法第14条において読み替えて準用する同法第13条第５項第５号の表の５の項の規定により、事業

　報告書について次のとおり提出します。

　第１　業務の状況

　　業務概要

卸 売 業 務 の 概 要
（ 取 扱 品 目 ）

兼 業 業 務 の 概 要

附 帯 業 務 の 概 要

　　組織概要

　組織図で示し、各部門担当役員の氏名、担当業務の従業員数および業務概要を付記すること。（別添可）

　第２　財務等の状況

資本金 資本合計（純資産額） 経常損益

　※　報告年度の貸借対照表及び損益計算書を添付すること
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　第３　品目別取扱高� （単位：トンまたは本・鉢、千円）

種　類 受　託　販　売 買　付　販　売 合　　計

数　量 金　額 数　量 金　額 数　量 金　額

当期合計

前年同期

前年対比 ％ ％ ％ ％ ％ ％

　※　�種類の欄は、野菜、果実、つけ物、乾物（加工水産物を除く。）、生鮮水産物、冷凍水産物、加工水産物、

牛肉、豚肉、鳥肉、その他の食肉、鳥卵、切花類、鉢物類、花壇用苗物類、花木類、花き種苗類、その他

の観賞用植物等に区分して記載すること。

　第４　集荷先別取扱高の状況� （単位：千円）

　　　区分

種

類

生産者

個　人

生産者

任　意

組　合

出　荷

団　体

産　地

出　荷

業　者

商　社

他市場

卸　売

業　者

他市場

仲　卸

業　者

その他 合�計

合�計

　※　種類の欄には、取扱品目の区分に従い

　①　青果については、野菜及び果実

　②　生鮮水産物については、生鮮水産物、冷凍水産物

　③　肉類については、牛肉、豚肉、その他

　④　花きについては、切花、鉢物、その他

　⑤　�その他の生鮮食料品等に属するものは、農産加工品、青果加工品、水産加工品、塩干加工品、肉類加工

品、その他に分類して記載する。
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　第５　販売の形態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トンまたは本・鉢、千円）��

区　分
せり・入札 相対 その他 計

数　量 金　額 数　量 金　額 数　量 金　額 数　量 金　額

野菜

果実

水

産

物

生鮮

冷凍

加工

小計

食肉

花き

その他

計

　第６　水産物産地市場の取扱高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　　　分 合　　　計

生　　　鮮

冷　　　凍

塩　　　干

ね　　　り

そ　の　他

計

※� 水産物産地市場のみ記載すること

　第７　販売代金の回収状況

買 受 人 特 約 の 内 容

平 均 回 収 日 数 特 約 日 前 特 約 日 数

日 ％ ％

※　平均回収日数は、次の算式により算出すること。

　　　　　　　　　
１平均回収日数＝Ｌ×─

　　　　　　　　　
Ａ

　　　Ｌは、当該事業年度の日数（第８において同じ。）

　　　Ａは、当期の卸売業務に係る売上高を卸売業務に係る売掛金及び受取手形の平均月末残高（当期の期首繰
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　　　　　　�越高及び期中の各月末残高の合計額を当期の月数に１を加算して得たもので除して得た金額をい

う。第８において同じ。）で除して得た数値

　第８　受託販売に係る仕切金の支払い状況

支 払 い 日 ま で の 日 数
備 考

最 高 日 数 平 均 日 数

日 日

　※１　平均日数は、次の算式により算出するものとする。

　　　　　　　　　
１平均回収日数＝Ｌ×─

　　　　　　　　　
Ａ

　　　Ａは、�当期の卸売業務に係る受託販売高（委託手数料を除く。）を卸売業務に係る受託販売未払金及び支

払手形（受託販売の支払いに関するものに限る。）の平均月末残高で除して得た数値

　※２　備考欄は、仕切りの概況、仕切りの遅延の事由、その他特記すべき事項を記載すること。

�（添付書類等）

※　報告年度の貸借対照表及び損益計算書を添付すること
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（様式第５号）

　　　　　　　　　　　　　　運　　営　　状　　況　　報　　告　　書

　　　　　　　　　　　兼　　事　　業　　報　　告　　書

　　　　　　　　　　
　年　　月　　日から
　年　　月　　日まで
　　　　　　　　　　

� 年　　月　　日提出　

　　長崎県知事　　　　　様

� 地方卸売市場の名称　　　　　　　　　　　

� 申 請 者 住 所　　　　　　　　　　　

� 法 人 名 称　　　　　　　　　　　

� 代表者の役職及び氏名　　　　　　　　

　　卸売市場法第14条において読み替えて準用する同法第12条第１項及び同法第13条第５項第５号の表の５の項

　の規定により、運営状況報告書兼事業報告書を提出します。

　第１　業務の状況

卸 売 業 務 の 概 要
（ 取 扱 品 目 ）

兼 業 業 務 の 概 要

附 帯 業 務 の 概 要

　第２　業務運営体制の状況

　組織図で示し、各部門担当役員の氏名、担当業務の従業員数および業務概要を付記する。（別添可）

　第３　施設（施設面積の10％以内の増減があった場合に記載する）

施設の名称 設置年月 面積 施設の名称 設置年月 面積

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

※　�卸売場、仲卸売場および倉庫（冷蔵又は冷凍で保管するものを含む）については、生鮮食料品等の区分ごと

に記載すること

　第４　財務等の状況

資本金 資本合計（純資産額） 経常損益

※� 直近年度の貸借対照表及び損益計算書を添付すること



令和２年３月31日　火曜日� 第10910号長 崎 県 公 報

─ 659 ─

　　長期借入金及び起債の返済・償還計画

年　度 元　金 利　子 元金+利子

年度
（報告年度）

千円 千円 千円

年度

年度

年度

年度

※　�事業年度における長期借入金及び起債について、各年度末における長期借入金及び起債の残高の見込みを記

載すること。

　第５　業務運営に係る公表の状況（写真等添付可）

　　売買取引の結果について（卸売市場法第13条第５項第３号ロ）

　　売買取引の方法について（卸売市場法第13条第５項第４号イ）

　　決済方法について（卸売市場法第13条第５項第４号ロ）

　※　インターネット利用によって公表している場合は該当ページのURL（アドレス）を掲載すること

　※　写真等で提出する場合は、掲示場所や方法を明記すること。

　第６　監督措置の状況

対象業者名 実施年月日 検査内容

※　実施した場合のみ記載

※　複数の市場がある場合は、市場ごとに表を作成

※　「その他の措置」とは、検査以外において是正を求めたもの等を記載

　第７　品目別取扱高� （単位：トンまたは本・鉢、千円）

種　類 受　託　販　売 買　付　販　売 合　　計

数　量 金　額 数　量 金　額 数　量 金　額

当期合計

前年同期

前年対比 ％ ％ ％ ％ ％ ％

　（注）種類の欄は、野菜、果実、つけ物、乾物（加工水産物を除く。）、生鮮水産物、冷凍水産物、加工水産　
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　　　　�物、牛肉、豚肉、鳥肉、その他の食肉、鳥卵、切花類、鉢物類、花壇用苗物類、花木類、花き種苗類、

その他の観賞用植物等に区分して記載すること。

　第８　集荷先別取扱高の状況� （単位：千円）

　　　区分

種

類

生産者

個　人

生産者

任　意

組　合

出　荷

団　体

産　地

出　荷

業　者

商　社

他市場

卸　売

業　者

他市場

仲　卸

業　者

その他 合�計

合�計

　※　種類の欄には、取扱品目の区分に従って

　①　青果については、野菜及び果実

　②　生鮮水産物については、生鮮水産物、冷凍水産物

　③　肉類については、牛肉、豚肉、その他

　④　花きについては、切花、鉢物、その他

　⑤　�その他の生鮮食料品等に属するものは、農産加工品、青果加工品、水産加工品、塩干加工品、肉類加工

品、その他に分類して記載する。

　第９　販売の形態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トンまたは本・鉢、千円）

区　分
せり・入札 相対 その他 計

数　量 金　額 数　量 金　額 数　量 金　額 数　量 金　額

野菜

果実

水

産

物

生鮮

冷凍

加工

小計

食肉

花き

その他

計
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　第10　水産物産地市場の取扱高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　　　分 合　　　計

生　　　鮮

冷　　　凍

塩　　　干

ね　　　り

そ　の　他

計

※　水産物産地市場のみ記載すること

　�第11　販売代金の回収状況

買 受 人 特 約 の 内 容

平 均 回 収 日 数 特 約 日 前 特 約 日 数

日 ％ ％

※　平均回収日数は、次の算式により算出すること。

　　　　　　　　　
１平均回収日数＝Ｌ×─

　　　　　　　　　
Ａ

　　　　Ｌは、当該事業年度の日数（第12において同じ。）

　　　　Ａは、�当期の卸売業務に係る売上高を卸売業務に係る売掛金及び受取手形の平均月末残高（当期の期首

繰越高及び期中の各月末残高の合計額を当期の月数に１を加算して得たもので除して得た金額を

いう。第12において同じ。）で除して得た数値

　�第12　受託販売に係る仕切金の支払い状況

支 払 い 日 ま で の 日 数
備 考

最 高 日 数 平 均 日 数

日 日

　※１　平均日数は、次の算式により算出するものとする。

　　　　　　　　　
１平均回収日数＝Ｌ×─

　　　　　　　　　
Ａ

　　　　Ａは、�当期の卸売業務に係る受託販売高（委託手数料を除く。）を卸売業務に係る受託販売未払金及び

支払手形（受託販売の支払いに関するものに限る。）の平均月末残高で除して得た数値

　※２　備考欄は、仕切りの概況、仕切りの遅延の事由、その他特記すべき事項を記載すること。
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　第13　買受人の状況　　　　　　　　（単位：社または人）

業務区分

仲卸業者

小売業者

仲買業者

加工業者

他市場の卸売業者

その他

計

　第14　認定事項の軽微な変更の状況

１．変更の内容

２．変更の理由

３・変更内容の施行年月日

　（添付資料等）

・　�業務規程における必須規定事項以外の変更について、本様式をもって軽微な変更の届出にあてる場合は、業

務規程の新旧対照表を添付すること

・　�取引参加者・関係事業者の参入・廃業等に関して、本様式をもって軽微な変更の届出にあてる場合は、事業

者のわかる名簿等を添付すること
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（様式第６号）

� 年　　月　　日

認�定�事�項�の�変�更�に�係�る�認�定�申�請�書

　長崎県知事　　　　　様

� 地方卸売市場の名称　　　　　　　　　　　

� 申 請 者 住 所　　　　　　　　　　　

� 法 人 名 称 �　　　　　　　　　　　

� 代表者の役職及び氏名　　　　　　��　

　　卸売市場法（以下「法」という）第14条において読み替えて準用する法第６条第１項の規定により、地方卸

　売市場の認定に係る事項の変更について認定をうけたいので、次のとおり申請します。

１．変更の内容

　○　変更前

　○　変更後

２．変更理由

３．変更内容の施行年月日

　　　　　　年　　　月　　　日

４．添付書類

　（記載上の注意）

　・　「１．変更の内容」については、変更前後の内容が対比して記載したものを別紙として添付してもよい。

　・　省令第17条第３項に掲げる添付書類のうち、当該変更に伴いその内容が変更されるものを添付すること。

　・　業務規程の変更にあたっては、変更後の業務規程を必ず添付すること。
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（様式第７号）

� 年　　月　　日

認�定�事�項�の�軽�微�な�変�更�に�係�る�届�出�書

　長崎県知事　　　　　様

� 地方卸売市場の名称　　　　　　　　　　　

� 申 請 者 住 所　　　　　　　　　　　

� 法 人 名 称 �　　　　　　　　　　　

� 代表者の役職及び氏名　　　　　　　　

　　卸売市場法（以下「法」という）第14条において読み替えて準用する法第６条第２項の規定により、地方卸

　売市場の認定に係る事項の軽微な変更について、次のとおり届け出ます。

１．変更の内容

　○　変更前

　○　変更後

２．変更理由

３．変更内容の施行年月日

　　　　　　年　　　月　　　日

４．添付書類

（記載上の注意）

　・　「１．変更の内容」については、変更前後の内容が対比して記載したものを別紙として添付してもよい。

　・　�省令第26条及び細則第６条に定める軽微な変更に該当するものに関しては、省令第27条第２項の規定に基

づき、変更の都度届け出る必要はなく、毎年度の卸売市場の運営状況報告書において、変更内容を記載す

ることで代えることができる。

　・　省令第17条第３項に掲げる添付書類のうち、当該変更に伴いその内容が変更されるものを添付すること。

　・　業務規程の変更にあたっては、変更後の業務規程を必ず添付すること。
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（様式第８号）

� 年　　月　　日

地方卸売市場業務の休止又は廃止に係る届出書

　　長崎県知事　　　　　様

� 地方卸売市場の名称　　　　　　　　　　　

� 申 請 者 住 所　　　　　　　　　　　

� 法 人 名 称 �　　　　　　　　　　　

� 代表者の役職及び氏名　　　　　　

　　地方卸売市場を休止〔廃止〕するので、卸売市場法第14条において読み替えて準用する同法第７条の規定に

　より地方卸売市場の業務の休止〔廃止〕について次のとおり届出します。

開 設 の 認 定 を 受 け た

年 月 日 及 び 番 号

休 止 〔 廃 止 〕

し よ う と す る

地 方 卸 売 市 場

名 称

所 在 地

取 扱 品 目

休 止 の 期 間

〔 廃 止 の 予 定 年 月 日 〕

休 止〔 廃 止 〕 し よ う と す る

事 由

取引参加者への通知状況

※　廃止の届出に当たっては〔　〕の文言とすること。
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（様式第９号）

　　　　　　　　　　　運　　営　　状　　況　　報　　告　　書
　　　　　　　　　　
　年　　月　　日から
　年　　月　　日まで
　　　　　　　　　　

� 年　　月　　日提出

　　長崎県知事　　　　　様

� 地方卸売市場の名称　　　　　　　　　　　

� 申 請 者 住 所　　　　　　　　　　　

� 法 人 名 称 �　　　　　　　　　　　

� 代表者の役職及び氏名��　　　　　　

�

　　卸売市場法第14条において読み替えて準用する同法第12条第１項の規定により、当該卸売市場の運営状況に

　ついて次のとおり提出します。

　第１　組織の名称および代表者の役職氏名等

名称

開設者名及び代表者名

所在地

区分 公設・準公設・民設

取扱品目

　第２　施設（施設面積の10％以内の増減があった場合に記載する）

施設の名称 設置年月 面積 施設の名称 設置年月 面積

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

年　　月　 ㎡ 年　　月　 ㎡

※� 卸売場、仲卸売場および倉庫（冷蔵又は冷凍で保管するものを含む）については、生鮮食料品等の区分ご

とに記載すること

　第３　業務運営体制の状況

　組織図で示し、各部門担当役員の氏名、担当業務の従業員数および業務概要を付記する。（別添可）



令和２年３月31日　火曜日� 第10910号長 崎 県 公 報

─ 667 ─

　第４　財務等の状況

　　　公設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

総収入 うち使用料 うち一般会計からの繰出金

総支出 うち市場管理費 うち建設改良費

※　地方公共団体が提出する場合には、（様式第１号別表）に記載の上添付すること。

　　　準公設・民設

資本金 資本合計（純資産額） 経常損益

※　直近年度の貸借対照表及び損益計算書を添付すること

　　　長期借入金及び起債の返済・償還計画

年　度 元　金 利　子 元金+利子

年度
（報告年度）

千円 千円 千円

年度

年度

年度

年度

※　�事業年度における長期借入金及び起債について、各年度末における長期借入金及び起債の残高の見込みを記

載すること。

　第５　業務運営に係る公表の状況（写真等添付可）

　　　売買取引の結果について（卸売市場法第13条第５項第３号ロ）

　　　売買取引の方法について（卸売市場法第13条第５項第４号イ）

　　　決済方法について（卸売市場法第13条第５項第４号ロ）

※　インターネット利用によって公表している場合は該当ページのURL（アドレス）を掲載すること

※　写真等で提出する場合は、掲示場所や方法を明記すること。
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　第６　監督措置の状況

検査およびその他の措置実績

対象業者名 実施年月日 検査内容

※　実施した場合に記載する

※　複数の市場がある場合は、市場ごとに表を作成

※　「その他の措置」とは、検査以外において是正を求めたもの等を記載

　第７　取扱品目ごとの数量及び金額の実績及び見込み

取扱品目 実績（　　　　年度） 見込み（　　　　年度）

トン

千円

トン

千円

トン

千円

トン

千円

※　複数の市場がある場合は、市場ごとに表を作成すること

※　実績の欄には直近年度の数量および金額を記載し、見込みの欄には報告年度の見込みを記載

※　花きについては、金額のみを記載

　第８　買受人の状況（単位：社または人）

業務区分

仲卸業者

小売業者

仲買業者

加工業者

他市場の卸売業者

その他

計
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　第９　認定事項の軽微な変更の状況

１．変更の内容

２．変更の理由

３・変更内容の施行年月日

　（添付資料等）

　・　当該年度における卸売業者の事業報告書を添付すること

　・　�業務規程における必須規定事項以外の変更について、運営状況報告書をもって軽微な変更の届出にあてる

場合は、業務規程の新旧対照表を添付すること

　・　�取引参加者・関係事業者の参入・廃業等に関して、運営状況報告書をもって軽微な変更の届出にあてる場

合は、事業者のわかる名簿等を添付すること
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（様式第10号）

身分証明書（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ７とする。）

表

　　　　　　　　　　　　　地方卸売市場立入検査職員証明書　　　　　　　　　　第　　　号

職名及び氏名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日生

上記の者は、卸売市場法第14条において読み替

えて準用する同法第12条第２項の規定による立

入検査に従事する職員であることを証明する。

年　　月　　日

長崎県知事　　　　　　　　印

写

真

裏

卸売市場法抜すい

第14条�　（略）第12条の規定は、前条第１項の認定について準用する。この場合において、これ

らの規定（第６条第１項を除く。）中「農林水産大臣」とあるのは「都道府県知事」と、

（略）読み替えるものとする。

第12条第２項�　農林水産大臣は、この法律の施行に必要な限度において、中央卸売市場の開設者

に対し、その業務若しくは財産に関し報告若しくは資料の提出を求め、又は当該職

員に、中央卸売市場の開設者の事務所その他の業務を行う場所に立ち入り、その業

務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

第12条第３項�　前項の規定により立入検査をする当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係人に提示しなければならない。

第12条第４項�　第２項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解し

てはならない。

第18条　次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。

　　　一　（略）

　　　二�　第12条第１項若しくは第２項（これらの規定を第14条において読み替えて準用する場

合を含む。）の規定による報告をせず、若しくは資料を提出せず、若しくは虚偽の報告を

し、若しくは虚偽の資料を提出し、又は同項（第14条において読み替えて準用する場合

を含む。）の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者
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　長崎県建設工事執行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

長崎県規則第25号

��　　長崎県建設工事執行規則の一部を改正する規則

　長崎県建設工事執行規則（昭和49年長崎県規則第30号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（指名競争入札参加者等への通知）

第６条　略

２�　契約担任者は、前条に規定する指名競争入札参加者が長

崎県建設工事の指名基準に抵触した場合等諸般の事由があ

るときは、その者の指名を取り消すことができる。この場

合において、その者に対する通知は指名取消通知書（様式

第３号の３）により行うものとする。

３　略

　（契約の解除）

第�13条　契約担任者は、必要があるときは、契約を解除する

ことができる。この場合においては、契約解除通知書（様

式第６号）により受注者に通知するものとする。

２　略

３�　契約担任者は、前項の場合において支払済みの前払金が

あるときは、当該前払金の額（第44条及び第48条の規定に

よる部分払をしているときは、その部分払において償却

した前払金の額を控除した額）を前項の出来形部分に相応

する請負代金額から控除するものとする。この場合におい

て支払済みの前払金額になお余剰があるときは、その余剰

額に対し、前払金の支払の日から返還の日までの日数に応

じ、年2.6パーセントの割合で計算した額の利息を徴収す

るものとする。ただし、受注者の責めによらない理由によ

り、契約を解除した場合については、この限りでない。

４及び５　略

　（契約解除に伴う措置）

第14条�　契約担任者又は受注者は、工事の完成前に契約が解

除された場合においては、次に掲げる措置をとるもの

とする。

　�　工事用地等にその所有に属する工事材料、建設機械器

具、仮設物その他の物件（下請負人の所有に属するこれ

らの物件を含む。）があるときは、これを撤去するとと

もに、工事用地等を修復し、取り片付けて契約担任者に

明け渡さなければならない。

　�　前号の場合において受注者が正当な理由がなく一定の

期間内に物件を撤去せず、又は工事用地等を修復若しく

は取片付けを行なわないときは、契約担任者は、受注者

に代って当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは

取片付けを行なうことができる。この場合において、受

注者は、契約担任者が行った当該処分等に対し、異議を

申し出ることができないものとし、これに要した費用を

負担しなければならない。

２　略

３�　工事の完成後に契約が解除された場合は、解除に伴い生

じる事項の処理については、契約担任者及び受注者が民法

　（指名競争入札参加者等への通知）

第６条　略

２�　契約担任者は、前条に規定する指名競争入札参加者が長

崎県建設工事の指名基準に抵触した場合等諸般の事由があ

るときは、その者の指名を取り消すことができる。この

場合において、その者に対する通知は入札執行取消通知書

（様式第３号の３）により行うものとする。

３　略

　（契約の解除）

第�13条　契約担任者は、工事が完成しない間は、契約を解除

することができる。この場合においては、契約解除通知書

（様式第６号）により受注者に通知するものとする。

２　略

３�　契約担任者は、前項の場合において支払済みの前払金が

あるときは、当該前払金の額（第42条及び第43条の４の規

定による部分払をしているときは、その部分払において償

却した前払金の額を控除した額）を前項の出来形部分に相

応する請負代金額から控除するものとする。この場合にお

いて支払済みの前払金額になお余剰があるときは、その余

剰額に対し、前払金の支払の日から返還の日までの日数に

応じ、年2.7パーセントの割合で計算した額の利息を徴収

するものとする。ただし、受注者の責めによらない理由に

より、契約を解除した場合については、この限りでない。

４及び５　略

　（契約解除に伴う措置）

第�14条　契約担任者又は受注者は、契約が解除された場合に

おいては、次に掲げる措置をとるものとする。

　�　工事用地等にその所有に属する工事材料、建設機械器

具、仮設物その他の物件（下請負人の所有に属するこれ

らの物件を含む。）があるときは、これを撤去するとと

もに、工事用地等を修復し、又は取り片付けて契約担任

者に明け渡さなければならない。

　�　前号の場合において受注者が正当な理由がなく一定の

期間内に物件を撤去せず、又は工事用地等を修復若しく

は取片付けを行なわないときは、契約担任者は、受注者

に代って当該物件を処分し、その他工事用地等を修復若

しくは取片付けを行なうことができる。この場合におい

て、受注者は、契約担任者が行った当該処分等に対し、

異議を申し出ることができないものとし、これに要した

費用を負担しなければならない。

２　略
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　�（明治29年法律第89号）の規定に従って協議して定めるも

のとする。

　（著しく短い工期の禁止）

第�18条　契約担任者は、工事を施工するために通常必要と認

められる期間に比して著しく短い工期としないようにしな

ければならない。

　（工期の延長及び短縮）

第�19条　受注者は、天候の不良等その責めに帰すことができ

ない理由その他の正当な理由により工期内に工事を完成す

ることができないときは、遅滞なく、工期延期届（様式第

11号）により契約担任者に請求しなければならない。この

場合において契約担任者は、受注者と協議して延長日数を

定めるものとする。

２�　契約担任者は、特別の理由により工期を短縮する必要が

あるときは、工期の短縮変更を受注者に請求することがで

きる。この場合において、請負代金額を変更する必要があ

ると認められるとき又は受注者に損害を及ぼした場合で費

用の負担が必要と認められるときは、受注者と協議して定

めるものとする。

３　略

　（履行遅滞の場合の損害賠償請求等）

第�20条　契約担任者は、受注者の責めに帰すべき理由により

工期内に工事を完成できない場合においては、損害の賠償

を受注者に請求することができる。

２�　前項の損害の賠償額は、請負代金額（第44条の規定によ

り部分引渡しによる支払がある場合は、当該支払額を控除

した額）につき、遅延日数に応じ、年2.6パーセントの割

合で計算した額とする。

３�　受注者は、契約担任者の責めに帰すべき理由により、第

41条第２項及び第45条第２項の規定による請負代金の支払

が遅れた場合は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年

2.6パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払を契

約担任者に請求することができる。

　（現場代理人及び主任技術者等）

第�21条　受注者は、工事に着手するときは、現場代理人、主

任技術者等（主任技術者、監理技術者及び監理技術者補佐

をいう。以下同じ）及び専門技術者を定め、契約締結後７

日以内に現場代理人等決定（変更）通知書（様式第12号）

により、契約担任者に通知しなければならない。これを変

更したときも同様とする。

２　略

３�　契約担任者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の

工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がな

く、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合

には、現場代理人について工事現場における常駐を要しな

いこととすることができる。

４　略

５�　契約担任者から直接建設工事を請け負った特定建設業

者は、当該建設工事に係る下請契約の請負代金の総額が

4,000万円以上（建築一式工事にあっては6,000万円以上）

となる場合においては、当該工事現場に監理技術者を置か

なければならない

６�　公共性のある工作物に関する重要な工事（工事一件の請

負代金の額が3,500万円以上のもの。ただし、当該工事

　（工期の延長及び短縮）

第�18条　受注者は、天候の不良等その責めに帰すことができ

ない理由その他の正当な理由により工期内に工事を完成す

ることができないときは、遅滞なく、工期延長申込書（様

式第11号）により契約担任者に申し込まなければならな

い。この場合において契約担任者は、受注者と協議して延

長日数を定めるものとする。

２�　契約担任者は、特別の理由により工期を短縮する必要が

あるときは工期の短縮変更を、工期を延長すべき場合にお

いて特別の理由があるときは通常必要とする工期に満た

ない工期への変更を受注者に請求できる。この場合におい

て、請負代金額を変更する必要があると認められるとき又

は受注者に損害を及ぼした場合で費用の負担が必要と認め

られるときは、受注者と協議して定めるものとする。

３　略

　（履行遅滞の場合における損害金等）

第�19条　契約担任者は、受注者の責めに帰すべき理由により

工期内に工事を完成できない場合においては、損害金の支

払を受注者に請求することができる。

２�　前項の損害金の額は、請負代金額（第43条の規定により

部分引渡しによる支払がある場合は、当該支払額を控除し

た額）につき、遅延日数に応じ、年2.7パーセントの割合

で計算した額とする。

３�　受注者は、契約担任者の責めに帰すべき理由により、第

40条第２項及び第43条第２項の規定による請負代金の支払

が遅れた場合は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年

2.7パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払を契

約担任者に請求することができる。

　（現場代理人及び主任技術者等）

第�20条　受注者は、工事に着手するときは、現場代理人及び

主任技術者等（主任技術者又は監理技術者及び専門技術者

をいう。以下同じ。）を定め、契約締結後７日以内に現場

代理人等決定（変更）通知書（様式第12号）により、契約

担任者に通知しなければならない。これを変更したときも

同様とする。

２　略

３�　発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事

現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がなく、

かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合に

は、現場代理人について工事現場における常駐を要しない

こととすることができる。

４　略

５�　発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、

当該建設工事に係る下請契約の請負代金の総額が4,000万

円以上（建築一式工事にあっては6,000万円以上）となる

場合においては、当該工事現場に監理技術者を置かなけれ

ばならない。

６�　公共性のある工作物に関する重要な工事（工事一件の請

負代金の額が3,500万円以上のもの。ただし、当該工事
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　�が建築一式工事である場合においては7,000万円以上のも

の）については、工事現場ごとに専任の主任技術者又は監

理技術者を置かなければならない。（監理技術者補佐を設

置する場合を除く）

７�　現場代理人、主任技術者等及び専門技術者は、兼ねるこ

とができる。

第22条～第23条　略

　（工程表の提出）

第24条�　受注者は、工期の開始日から40日以内に、設計図書

に定める計画工程表を作成し、契約担任者に提出しな

ければならない。

　（工事の施工）

第25条　略

２～４　略

５�　受注者等は、工事の施工にあたり、次の各号のいずれか

に該当する事実を発見したときは、直ちに書面をもつてそ

の旨を監督職員に通知し、その確認を請求しなければなら

ない。

　～略

６及び７　略

第26条及び第27条　略

　（支給材料及び貸与品）

第28条　略

２　略

３�　監督職員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たって

は、受注者等の立会いの上、契約担任者の負担において、

当該支給材料又は貸与品の検査をしなければならない。こ

の場合において、当該検査の結果、その品名、数量、品質

又は規格若しくは性能が設計図書の定めと異なり、又は使

用に適当でないと認めたときは、受注者等は、その旨を直

ちに監督職員に通知しなければならない。

４　略

５�　受注者等は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、

当該支給材料又は貸与品に種類、品質又は数量に関し契約

の内容に適合しないこと（第３項の検査により発見するこ

とが困難であったものに限る。）などがあり使用に適当で

ないと認めたときは、その旨を直ちに監督職員に通知しな

ければならない。

６�　監督職員は、受注者等から第３項後段又は前項の規定に

よる通知を受けた場合において必要があると認められると

きは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材

料若しくは貸与品を引渡し、支給材料若しくは貸与品の品

名、数量、品質若しくは規格若しくは性能を変更し、又は

理由を明示した書面により当該支給材料若しくは貸与品の

使用　を受注者等に請求しなければならない。

７～12　略

　（監督職員の立会い及び工事記録の整備等）

第29条　略

　（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等）

第30条　略

２�　契約担任者又は監督職員は、受注者等が第27条第２項若

しくは前条第１項から第３項までの規定に違反し、又は工

事の施工部分が設計図書に適合しないと認められる相当の

理由がある場合において必要があると認められるときは、

当該相当の理由を受注者に通知して、必要に応じて工事の

　�が建築一式工事である場合においては7,000万円以上のも

の）については、工事現場ごとに専任の主任技術者又は監

理技術者を置かなければならない。

７�　主任技術者等は、現場代理人を兼ねることができる。

第21条～第22条　略

　（工程表の提出）

第23条�　受注者は、工期の開始日から30日以内に、設計図書

に定める計画工程表を作成し、契約担任者に提出しな

ければならない。

　（工事の施工）

第24条　略

２～４　略

５�　受注者等は、工事の施工にあたり、次の各号のいずれか

に該当する事実を発見したときは、直ちに書面をもつてそ

の旨を監督職員に報告し、その確認を請求しなければなら

ない。

　～　略

６及び７　

第25条及び第26条　略

　（支給材料及び貸与品）

第27条　略

２　略

３�　監督職員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たって

は、受注者等の立会いの上、契約担任者の負担において、

当該支給材料又は貸与品の検査をしなければならない。こ

の場合において、当該検査の結果、その品名、数量、品質

又は規格若しくは性能が設計図書の定めと異なり、又は使

用に適当でないと認めたときは、受注者等は、その旨を直

ちに監督職員に報告しなければならない。

４　略

５�　受注者等は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、

当該支給材料又は貸与品に第３項の検査により発見するこ

とが困難であった隠れた瑕疵があり使用に適当でないと認

めたときは、その旨を直ちに監督職員に報告しなければな

らない。

６�　監督職員は、受注者等から第３項後段又は前項の規定に

よる報告を受けた場合において必要があると認められると

きは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材

料若しくは貸与品を引渡し、支給材料若しくは貸与品の品

名、数量、品質若しくは規格若しくは性能を変更し、又は

理由を明示した書面により当該支給材料若しくは貸与品の

使用　を受注者等に請求しなければならない。

７～12　略

　（監督職員の立会及び工事記録の整備等）

第28条　略

　（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等）

第29条　略

２�　契約担任者又は監督職員は、受注者等が第26条第２項若

しくは前条第１項から第３項までの規定に違反し、又は工

事の施工部分が設計図書に適合しないと認められる相当の

理由がある場合において必要があると認められるときは、

当該相当の理由を受注者に通知して、必要に応じて工事の
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　�施工部分を最小限度破壊して検査することができる。この

場合において、当該検査及び復旧に直接要する費用は、受

注者の負担とする。

　（部分使用）

第�31条　契約担任者は、第39条第２項の規定による引渡し前

においても工事目的物の全部又は一部について、部分使用

承諾書（様式第14号）により受注者の承諾を得て使用する

ことができる。

２及び３　略

第32条及び第33条　略

　（完成検査）

第�34条　受注者は、工事が完成したときは、完成通知書（様

式第16号）に工事写真等の工事記録を添えて契約担任者に

通知しなければならない。

２　略

　（破壊検査等）

第35条　略

　（工事の手直し）

第36条　略

２�　受注者は、前項の工事の手直しを完了したときは、直ち

に修補完了届（様式第18号の２）を検査職員に提出し、検

査職員の検査を受けなければならない。

３　略

　（費用の負担）

第37条　略

　（既済部分検査）

第�38条　受注者は、契約に基づき部分払の請求をしようとす

るときは、請負工事既済部分検査請求書（様式第19号）に

既済部分の確認に必要な工事写真等の工事記録を添えて契

約担任者に請求しなければならない。

２～５　略

６�　第35条から前条までの規定は、既済部分検査に準用す

る。

　（引渡し）

第39条　略

　（部分引渡し）

第�40条　工事目的物について、契約担任者が設計図書におい

て工事の完成に先だって引渡しを受けるべきことを指定

した部分（以下「指定部分」という。）がある場合におい

て、当該部分の工事が完了したときは、指定部分完成通知

書（様式第19号の３）により、契約担任者に通知しなけれ

ばならない。

２�　第34条から第37条まで及び前条の規定は、指定部分の工

事完了に準用する。

　（完成払）

第�41条　受注者は、第39条第１項の通知を受けた場合におい

て、請負代金の支払を請求しようとするときは、請求書

（完成払）（様式第21号）により契約担任者に請求しなけ

ればならない。

２　略

　（前金払）

第�42条　受注者は、前払金の支払を請求しようとするとき

は、請求書（前金払）（様式第21号）に、公共工事の前払

金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条

第４項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」と

　�施工部分を最小限度破壊して検査することができる。この

場合において、当該検査及び復旧に直接要する費用は、受

注者の負担とする。

　（部分使用）

第�30条　契約担任者は、第38条第２項の規定による引渡し前

においても工事目的物の全部又は一部を受注者の書面によ

る承諾を得て使用することができる。

２及び３　略

第31条及び第32条　略

　（完成検査）

第�33条　受注者は、工事が完成したときは、工事完成通知書

（様式第16号）に工事写真等の工事記録を添えて契約担任

者に通知しなければならない。

２　略

　（破壊検査等）

第34条　略

　（工事の手直し）

第35条　略

２�　受注者は、前項の工事の手直しを完了したときは、直ち

に工事完成通知書を検査職員に提出し、検査職員の検査を

受けなければならない。

３　略

　（費用の負担）

第36条　略

　（既済部分検査）

第�37条　受注者は、契約に基づき部分払の請求をしようとす

るときは、既済部分検査申込書（様式第19号）に既済部分

の確認に必要な工事写真等の工事記録を添えて契約担任者

に申し込まなければならない。

２～５　略

６�　第34条から前条までの規定は、既済部分検査に準用す

る。

　（引渡し）

第38条　略

　（部分引渡し）

第�39条　工事目的物について、契約担任者が設計図書におい

て工事の完成に先だって引渡しを受けるべきことを指定

した部分（以下「指定部分」という。）がある場合におい

て、当該部分の工事が完了したときは、第33条から第36条

まで及び前条の規定を準用する。

　（完成払）

第�40条　受注者は、第38条第１項の通知を受けた場合におい

て、請負代金の支払を請求しようとするときは、完成払請

求書（様式第21号）により契約担任者に請求しなければな

らない。

２　略

　（前金払）

第�41条　受注者は、前払金の支払を請求しようとするとき

は、前金払請求書（様式第22号）に、公共工事の前払金保

証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４

項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」とい
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　�いう。）との間に締結した契約書記載の工事完成の時期を

保証期限とする保証契約に係る保証証書（以下「保証証

書」という。）を添えて契約担任者に請求しなければなら

ない。

２～５　略

６�　契約担任者は、受注者が第４項の期間内に超過額を返還

しなかつたときは、その未返還額につき、同項の期間を経

過した日から返還をする日までの期間について、その日数

に応じ、年2.6パーセントの割合で計算した額の遅延利息

の支払を請求することができる。

７～９　略

　（中間前金払）

第�43条　受注者は、地方自治法施行規則（昭和22年内務省令

第29号）附則第３条第２項に規定する前金払（以下「中間

前金払」という。）の請求をしようとするときは、あらか

じめ契約担任者に認定請求書（様式第22号）に工事履行報

告書（様式第22号の２）を添えて同項各号に掲げる要件の

認定を請求しなければならない。

２　略

３�　受注者は、前項の規定により通知を受けたときは、請求

書（中間前金払）（様式第21号）に、保証事業会社との間

に締結した契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする

中間前払金に関する保証契約の保証証書を添えて中間前金

払を契約担任者に請求しなければならない。

４～７　略

８�　契約担任者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還

しなかつたときは、その未返還額につき、同項の期間を経

過した日から返還する日までの期間について、その日数に

応じ、年2.6パーセントの割合で計算した額の遅延利息の

支払を請求することができる

９　略

10�　前条第７項、第８項及び第９項の規定は、中間前払金に

ついて準用する。この場合において、同条第７項中「第

３項」とあるのは「第43条第５項」と、「前払金」とある

のは「中間前払金」と、第９項中「前払金額」とあるのは

「中間前払金額」と読み替えるものとする。

　（部分払）

第�44条　受注者は、第37条第２項の規定により通知を受けた

ときは、請求書（部分払）（様式第21号）により契約担任

者に請求しなければならない。ただし、請求できる金額

は、請負代金相当額の10分の９以内の額とする。

２　略

３�　第１項の請負代金相当額は、契約担任者と受注者で協議

して定める。ただし、契約担任者が第38条第２項の規定に

よる通知をした日から10日以内に協議が整わない場合に

は、契約担任者が定め、受注者に通知する。

４　略

　（部分引渡しによる支払）

第�45条　受注者は、指定部分について第40条の規定において

準用する第39条第１項の通知を受けた場合において、当該

部分に相応する請負代金の支払を請求しようとするとき

は、請求書（指定部分完成払）（様式第21号）により契約

担任者に請求しなければならない。

２　略

３�　指定部分に相応する請負代金の額は、契約担任者及び受

　�う。）との間に締結した契約書記載の工事完成の時期を保

証期限とする保証契約に係る保証証書（以下「保証証書」

という。）を添えて契約担任者に請求しなければならない。

２～５　略

６�　契約担任者は、受注者が第４項の期間内に超過額を返還

しなかつたときは、その未返還額につき、同項の期間を経

過した日から返還をする日までの期間について、その日数

に応じ、年2.7パーセントの割合で計算した額の遅延利息

の支払を請求することができる。

７～９　略

　（中間前金払）

第�41条の２　受注者は、地方自治法施行規則（昭和22年内務

省令第29号）附則第３条第２項に規定する前金払（以下

「中間前金払」という。）の請求をしようとするときは、

あらかじめ契約担任者に認定請求書（様式第22号の２）に

より同項各号に掲げる要件の認定を請求しなければならな

い。

２　略

３�　受注者は、前項の規定により通知を受けたときは、中間

前金払請求書（様式第22号の４）に、保証事業会社との間

に締結した契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする

中間前払金に関する保証契約の保証証書を添えて中間前金

払を契約担任者に請求しなければならない。

４～７　略

８�　契約担任者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還

しなかつたときは、その未返還額につき、同項の期間を経

過した日から返還する日までの期間について、その日数に

応じ、年2.7パーセントの割合で計算した額の遅延利息の

支払を請求することができる

９　略

10�　前条第７項、第８項及び第９項の規定は、中間前払金に

ついて準用する。この場合において、同条第７項中「第３

項」とあるのは「第41条の２第５項」と、「前払金」とあ

るのは「中間前払金」と、第９項中「前払金額」とあるの

は「中間前払金額」と読み替えるものとする。

　（部分払）

第�42条　受注者は、第37条第２項の規定により通知を受けた

ときは、部分払請求書（様式第23号）により契約担任者に

請求しなければならない。ただし、請求できる金額は、請

負代金相当額の10分の９以内の額とする。

２　略

３�　第１項の請負代金相当額は、契約担任者と受注者で協議

して定める。ただし、契約担任者が第37条第２項の規定に

よる通知をした日から10日以内に協議が整わない場合に

は、契約担任者が定め、受注者に通知する。

４　略

　（部分引渡しによる支払）

第�43条　受注者は、指定部分について第39条の規定において

準用する第38条第１項の通知を受けた場合において、当該

部分に相応する請負代金の支払を請求しようとするとき

は、指定部分請負代金請求書（様式第24号）により契約担

任者に請求しなければならない。

２　略

３�　指定部分に相応する請負代金の額は、契約担任者及び受
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　�注者で協議して定める。ただし、契約担任者が第40条の規

定において準用する第39条第１項の通知をした日から14日

以内に協議が整わない場合には、契約担任者が当該額を定

め、受注者に通知する。

　（債務負担行為に係る契約の特則）

第46条　略

　（債務負担行為に係る契約の前金払の特則）

第�47条　債務負担行為に係る契約の前金払いについては、第

42条中「契約書記載の工事完成の時期」とあるのは「契約

書記載の工事完成の時期（最終の会計年度以外の会計年度

にあっては、各会計年度末）」と、「請負代金額」とあるの

は「当該会計年度の出来高予定額（前会計年度末における

第44条第１項の請負代金相当額（以下本条及び次条におい

て「請負代金相当額」という。）が前会計年度までの出来

高予定額を超えた場合において、当該会計年度の当初に部

分払をしたときは、当該超過額を控除した額）」と読み替

えて、これらの規定を準用する。ただし、当該契約を締結

した会計年度（以下「契約会計年度」という。）以外の会

計年度においては、受注者は、予算の執行が可能となる時

期以前に前払金の支払を請求することはできない。

２�　前項の場合において契約会計年度について前払金を支払

わない旨が設計図書に定められているときは、前項の規定

による読替え後の第42条第１項の規定にかかわらず、受注

者は、契約会計年度について前払金の支払を請求すること

ができない。

３�　第１項の場合において契約会計年度に翌会計年度以降の

前払金を含めて支払う旨が設計図書に定められているとき

は、同項の規定による読替え後の第42条第１項の規定にか

かわらず、受注者は、契約会計年度に翌会計年度以降に支

払うべき前払金相当分を含めて前払金の支払を請求するこ

とができる。

４�　第１項の場合において前会計年度末における請負代金相

当額が前会計年度までの出来高予定額に達しないときは、

同項の規定による読替え後の第42条第１項の規定にかかわ

らず、受注者は、請負代金相当額が前会計年度までの出来

高予定額に達するまで当該会計年度の前払金の支払を請求

することができない。

５�　第１項の場合において前会計年度末における請負代金相

当額が前会計年度までの出来高予定額に達しないときは、

その額が当該出来高予定額に達するまで前払金の保証期限

を延長するものとする。この場合において、第42条第９項

の規定を準用する。

　（債務負担行為に係る契約の部分払の特則）

第48条　略

　（第三者による代理受領）

第49条　略

２�　契約担任者は、前項の規定により、受注者が第三者を代

理人とした場合において、受注者の提出する支払請求書

（様式第26号）に当該第三者が受注者の代理人である旨の

明記がなされているときは、当該第三者に対して第41条、

第44条又は第45条の規定に基づく支払をしなければならな

い。

　（一般的損害）

第�50条　工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料

　�注者で協議して定める。ただし、契約担任者が第39条の規

定において準用する第38条第１項の通知をした日から14日

以内に協議が整わない場合には、契約担任者が当該額を定

め、受注者に通知する。

　（債務負担行為に係る契約の特則）

第43条の２　略

　（債務負担行為に係る契約の前金払の特則）

第�43条の３　債務負担行為に係る契約の前金払いについて

は、第41条中「契約書記載の工事完成の時期」とあるのは

「契約書記載の工事完成の時期（最終の会計年度以外の会

計年度にあっては、各会計年度末）」と、第41条中「請負

代金額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額（前会

計年度末における第42条第１項の請負代金相当額（以下

本条及び次条において「請負代金相当額」という。）が前

会計年度までの出来高予定額を超えた場合において、当該

会計年度の当初に部分払をしたときは、当該超過額を控除

した額）」と読み替えて、これらの規定を準用する。ただ

し、当該契約を締結した会計年度（以下「契約会計年度」

という。）以外の会計年度においては、受注者は、予算の

執行が可能となる時期以前に前払金の支払を請求すること

はできない。

２�　前項の場合において契約会計年度について前払金を支払

わない旨が設計図書に定められているときは、前項の規定

による読替え後の第41条第１項の規定にかかわらず、受注

者は、契約会計年度について前払金の支払を請求すること

ができない。

３�　第１項の場合において契約会計年度に翌会計年度以降の

前払金を含めて支払う旨が設計図書に定められているとき

は、同項の規定による読替え後の第41条第１項の規定にか

かわらず、受注者は、契約会計年度に翌会計年度以降に支

払うべき前払金相当分を含めて前払金の支払を請求するこ

とができる。

４�　第１項の場合において前会計年度末における請負代金相

当額が前会計年度までの出来高予定額に達しないときは、

同項の規定による読替え後の第41条第１項の規定にかかわ

らず、受注者は、請負代金相当額が前会計年度までの出来

高予定額に達するまで当該会計年度の前払金の支払を請求

することができない。

５�　第１項の場合において前会計年度末における請負代金相

当額が前会計年度までの出来高予定額に達しないときは、

その額が当該出来高予定額に達するまで前払金の保証期限

を延長するものとする。この場合において、第41条第９項

の規定を準用する。

　（債務負担行為に係る契約の部分払の特則）

第43条の４　略

　（第三者による代理受領）

第44条　略

２�　契約担任者は、前項の規定により、受注者が第三者を代

理人とした場合において、受注者の提出する支払請求書

（様式第26号）に当該第三者が受注者の代理人である旨の

明記がなされているときは、当該第三者に対して第40条、

第42条又は第43条の規定に基づく支払をしなければならな

い。

　（一般的損害）

第�45条　工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料
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　�について生じた損害その他工事の施工に関して生じた損害

（次条又は第52条第１項に規定する損害を除く。）は、受

注者の負担とする。ただし、その損害（第54条第１項の規

定により付された保険等によりてん補された部分を除く。

次条第１項において同じ。）のうち契約担任者の責めに帰

すべき事由により生じたものについては、契約担任者が負

担する。

　（第三者に及ぼした損害）

第�51条　受注者は、工事の施工について第三者に損害を及ぼ

したときは、その損害を賠償しなければならない。ただ

し、その損害（第54条第１項の規定により付された保険等

によりてん補された部分を除く。）のうち契約担任者の責

めに帰すべき事由により生じたものについては、契約担任

者が負担する。

２　略

　（不可抗力による損害）

第52条　略

２�　契約担任者は、前項の規定による通知を受けたときは、

直ちに調査を行い、前項の損害（受注者が善良な管理者の

注意義務を怠ったことに基づくもの及び第54条第１項の規

定により付された保険等によりてん補された部分を除く。

以下本条において同じ。）の状況を確認し、その結果を書

面をもつて受注者に通知しなければならない。

３　略

４�　契約担任者は、前項の規定により受注者から損害による

費用の負担の請求があつたときは、当該損害の額（工事目

的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは

建設機械器具であって第27条第２項、第29条第１項若しく

は第２項又は第38条第２項の規定による検査、立会いその

他受注者の工事に関する記録等により確認することができ

るものに係る額に限る。）及び当該損害の取片付けに要す

る費用の額の合計額（以下「損害合計額」という。）のう

ち請負代金額の100分の１を超える額を負担しなければな

らない。

５及び６　略

　（契約不適合責任）

第�53条　契約担任者は、引き渡された工事目的物が種類又は

品質に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約

不適合」という。）であるときは、受注者に対して相当の

期間を定めて目的物の補修又は代替物の引渡しによる履行

の追完を契約不適合修補請求書（様式第27号）により請求

し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請

求することができる。ただし、その履行の追完に過分の費

用を要するときは、契約担任者は、履行の追完を請求する

ことができない。

２�　前項の規定による契約不適合修補請求を受けた者は確認

書（契約不適合修補）（様式第28号）を契約担任者へ提出

しなければならない。

３�　第１項の規定による履行の追完及び損害賠償の請求は、

第39条第２項（第40条において準用する場合を含む。）の

規定による引渡しを受けた日から２年（設備機器本体等に

ついては１年）以内にこれを行わなければならない。ただ

し、その契約不適合が受注者の故意又は重大な過失により

生じた場合には、民法の定めにより請求することができ

る。

　�について生じた損害その他工事の施工に関して生じた損害

（次条又は第47条第１項に規定する損害を除く。）は、受

注者の負担とする。ただし、その損害（第49条第１項の規

定により付された保険等によりてん補された部分を除く。

次条第１項において同じ。）のうち契約担任者の責めに帰

すべき事由により生じたものについては、契約担任者が負

担する。

　（第三者に及ぼした損害）

第�46条　受注者は、工事の施工について第三者に損害を及ぼ

したときは、その損害を賠償しなければならない。ただ

し、その損害（第49条第１項の規定により付された保険等

によりてん補された部分を除く。）のうち契約担任者の責

めに帰すべき事由により生じたものについては、契約担任

者が負担する。

２　略

　（不可抗力による損害）

第47条　略

２�　契約担任者は、前項の規定による通知を受けたときは、

直ちに調査を行い、前項の損害（受注者が善良な管理者の

注意義務を怠ったことに基づくもの及び第49条第１項の規

定により付された保険等によりてん補された部分を除く。

以下本条において同じ。）の状況を確認し、その結果を書

面をもつて受注者に通知しなければならない。

３　略

４�　契約担任者は、前項の規定により受注者から損害による

費用の負担の請求があつたときは、当該損害の額（工事目

的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは

建設機械器具であって第26条第２項、第28条第１項若しく

は第２項又は第37条第２項の規定による検査、立会その他

受注者の工事に関する記録等により確認することができる

ものに係る額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する

費用の額の合計額（以下「損害合計額」という。）のうち

請負代金額の100分の１を超える額を負担しなければなら

ない。

５及び６　略

　（瑕疵担保責任）

第�48条　契約担任者は、工事目的物に瑕疵があるときは、瑕

疵修補請求書（様式第27号）により受注者に対して相当の

期間を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若

しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。

なお、瑕疵修補請求を受けた者は確認書（様式第28号）を

契約担任者へ提出しなければならない。ただし、瑕疵が

重要ではなく、かつ、その修補に過分の費用を要するとき

は、契約担任者は、修補を請求することができない。

２�　前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第

38条第２項（第39条において準用する場合を含む。）の規

定による引渡しを受けた日から２年（木造の建物及び設備

工事等については１年）以内にこれを行わなければならな

い。ただし、その瑕疵が受注者の故意又は重大な過失によ

り生じた場合には、当該請求を行うことのできる期間は10

年とする。３�　契約担任者は、工事目的物の引渡しの際に
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４�　契約担任者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合が

あることを知ったときは、第１項の規定にかかわらず、そ

の旨を直ちに書面をもって受注者に通知しなければ、当該

契約不適合に関する請求等をすることはできない。ただ

し、受注者がその契約不適合があることを知っていたとき

は、この限りでない。

５�　第１項の規定は、引き渡された工事目的物の契約不適合

が支給材料の性質又は契約担任者若しくは監督職員の指図

により生じたものであるときは、請求等をすることができ

ない。ただし、受注者がその材料又は指図の不適当である

ことを知りながらこれを通知しなかつたときは、この限り

でない。

　（火災保険等）

第54条　略

　（あっせん又は調停）

第55条　略

２�　契約担任者又は受注者は、前項の規定にかかわらず、現

場代理人の職務の執行に関する紛争、主任技術者等その他

受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労

働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督職員の

職務の執行に関する紛争については、第23条第３項の規定

により契約担任者若しくは受注者が決定を行った後、又は

契約担任者若しくは受注者が決定を行わずに同項の期間が

経過した後でなければ、前項のあっせん又は調停を請求す

ることができない。

　（仲裁）

第56条　略

　（手続等の特例）

第�57条　契約担任者は、第６条、第16条第１項若しくは第２

項、第17条第１項若しくは第３項、第19条第１項、第21条

第１項、第22条第１項若しくは第３項、第24条、第32条、

第36条第１項又は第39条の規定にかかわらず、軽微な工事

については、当該各条の手続等を省略することができるも

のとする。

２�　契約担任者は、第22条第１項前段の規定にかかわらず、

一定の規格の範囲内においてゴム印等を押し、これに必要

な事項を記入することにより同条同項の文書の作成に代え

ることができるものとする。

　（一般競争入札及び工事応募型指名競争入札に係る工事の

特例）

第�58条　一般競争入札に係る工事については第２条第１項た

だし書き及び第２項、第５条から第６条の２まで、第７条

第１項、第11条並びに第57条の規定、工事応募型指名競争

入札に係る工事については第２条第１項ただし書及び第２

項、第11条並びに第57条の規定は、適用しない。

　（電子情報処理組織による入札の特例）

第59条　略

　�瑕疵があることを知つたときは、第１項の規定にかかわら

ず、その旨を直ちに書面をもつて受注者に通知しなけれ

ば、当該瑕疵の修補又は損害賠償の請求をすることはでき

ない。ただし、受注者がその瑕疵があることを知っていた

ときは、この限りでない。

４�　契約担任者は、工事目的物が第１項の瑕疵により滅失

し、又は毀損したときは、第２項に定める期間内で、か

つ、その滅失又は毀損の日から６月以内に第１項の権利を

行使しなければならない。

５�　第１項の規定は、工事目的物の瑕疵が支給材料の性質又

は契約担任者若しくは監督職員の指図により生じたもので

あるときは適用しない。ただし、受注者がその材料又は指

図の不適当であることを知りながらこれを通知しなかつた

ときは、この限りでない。

　（火災保険等）

第49条　略

　（あっせん又は調停）

第50条　略

２�　契約担任者又は受注者は、前項の規定にかかわらず、現

場代理人の職務の執行に関する紛争、主任技術者等その他

受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労

働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督職員の

職務の執行に関する紛争については、第22条第３項の規定

により契約担任者若しくは受注者が決定を行った後、又は

契約担任者若しくは受注者が決定を行わずに同項の期間が

経過した後でなければ、前項のあっせん又は調停を請求す

ることができない。

　（仲裁）

第50条の２　略

　（手続等の特例）

第�51条　契約担任者は、第６条、第16条第１項若しくは第２

項、第17条第１項若しくは第３項、第18条第１項、第20条

第１項、第21条第１項若しくは第３項、第23条、第31条、

第35条第１項又は第38条の規定にかかわらず、軽微な工事

については、当該各条の手続等を省略することができるも

のとする。

２�　契約担任者は、第21条第１項前段の規定にかかわらず、

一定の規格の範囲内においてゴム印等を押し、これに必要

な事項を記入することにより同条同項の文書の作成に代え

ることができるものとする。

　（一般競争入札及び工事応募型指名競争入札に係る工事の

特例）

第�52条　一般競争入札に係る工事については第２条第１項た

だし書き及び第２項、第５条から第６条の２まで、第７条

第１項、第11条並びに第51条の規定、工事応募型指名競争

入札に係る工事については第２条第１項ただし書及び第２

項、第11条並びに第51条の規定は、適用しない。

　（電子情報処理組織による入札の特例）

第53条　略

　様式第３号の３を次のように改める。

様式第３号の３（第６条関係）

� 年　　月　　日　
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　　　　　　　　様

� 知　　　事　　　　　　　　　

� か　い　長　　　　　　　印　

指　名　取　消　通　知　書

　　　年　　月　　日付けで入札執行通知をいたしましたので下記の入札指名については、貴社の状況が長崎県

建設工事の指名基準に抵触することが判明しましたので、指名を取り消します。

記

　１　工事番号

　２　工�事�名

　３　工事場所

　４　工　　期

　５　開札予定日

　様式第８号の５中「第38条」を「第39条」に、「第40条」を「第41条」に、「第43条」を「第44条」に改める。

　様式第８号の６中「第37条」を「第38条」に、「第34条」を「第35条」に、「年2.7パーセント」を「年2.6パー

セント」に、「第38条中「　回」」を「第39条中「　回」」に、「第42条」を「第43条」に、「第４条　原契約書の

第43条」を「第４条　原契約書の第44条」に、「第43条　債務負担行為に係る契約において」を「第44条　債務

負担行為に係る契約において」に改める。

　様式第８号の７中「第37条」を「第38条」に、「第38条中」を「第39条中」に、「第42条」を「第43条」に、

「第43条を次のように」を「第44条を次のように」に、「第43条　債務負担行為」を「第44条　債務負担行為」

に、「第38条第６項」を「第39条第６項」に改める。

　様式第11号を次のように改める。

様式第11号（第19条関係）

� 年　　月　　日　

　　　　　　　　様

� （受注者）　　　　　　　　　　　　

工　期　延　期　届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工事標準請負契約書第22条による工期の延長を下記のとおり請求します。

記

工 事 番 号

工 事 名

契約年月日

工 期 自
至

延 長 工 期 自
至

理 由

（注）　理由欄には、必要により次の事項について詳細に記載し、又は資料を添付すること。

　　　晴雨、荒天の日数等の気象状況　　作業実施日数　　休業日数　　資材、労務者の調達状況
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　　　現在の出来高　　今後の工程　　その他　　　

　様式第12号中「第20条」を「第21条」に改める。

　様式第13号中「第21条」を「第22条」に改める。

　様式第14号を次のように改める。

様式第14号（第31条関係）

� 年　　月　　日　

　　受信者：　　　　　　　　　　

　　「受注者名」又は「契約担任者」　様

� 　発信者：　　　　　　　　　　　　

� 「契約担任者」又は「受注者名」　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工事の部分使用について

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　標記について、下記のとおり部分使用することを、工事標準請負契約書第34条第１項に基づき（　　協議　・

　承諾　）する。

記

１．使 用 目 的

２．使 用 部 分

３．使 用 期 間　　自　　年　　月　　日

　　　　　　　　　至　　年　　月　　日

４．使��用��者

５．そ��の��他

（注）　�１．（協議・承諾）には、いずれかに印をつける。

　　　　２.協議の場合は、受信者を「受注者名」、発信者を「契約担任者名」として、発注者が作成する。

　　　　３.承諾の場合は、受信者を「契約担任者」、発信者を「受注者名」として、受注者が作成する。

　様式第15号中「第31条」を「第32条」に改める。

　様式第16号を次のように改める。

様式第16号（第34条関係）

� 年　　月　　日　

　　　　　　　　様

� （受注者）　　　　　　　　　　　　

完　成　通　知　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　下記工事は　　年　　月　　日をもって完成したので工事標準請負契約書第32条第１項に基づき通知します。

記

　　　　１．工 事 番 号

　　　　２．工 事 名
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　　　　３．請負代金額　　　￥

　　　　４．契約年月日　　　　　　年　　月　　日

　　　　５．工　　期　　自　　年　　月　　日　　至年　　年　　月　　日　

　　　　６．引渡し時期　　　工事完成確認書により通知された日

　　　（注）本文の年月日は実際に完成した年月日を記載する。

　様式第17号中「第33条」を「第34条」に改める。

　様式第18号中「第35条」を「第36条」に改め、同様式の次に次の様式を加える。

様式第18号の２（第36条関係）

� 年　　月　　日　

　　　　　　　　様

� （受注者）　　　　　　　　　　　　

修　補　完　了　届

　　　　年　　　月　　　日の（　　　　）検査において、指示されました

　修補部分については、下記のとおり完了しましたのでお届けいたします。

　

記

　　工事番号　　　　

　　工�事�名　　　　

　　請負代金額　　　　�

　　工事場所

　　契　　約　　　　　　　　年　　月　　日

　

　　期　　限　　　　　　　　年　　月　　日

　　完　　了　　　　　　　　年　　月　　日

　　修補、改造箇所及び修補内容

　　　（注）本文（　　　　）内には検査種類を記入する。

　様式第19号を次のように改める。

様式第19号（第38条関係）

� 年　　月　　日　

　　　　　　　　様

� （受注者）　　　　　　　　　　　　

請負工事既済部分検査請求書



令和２年３月31日　火曜日� 第10910号長 崎 県 公 報

─ 682 ─

工事標準請負契約書第39条第２項によりの既済部分検査を請求します。

記

工 事 番 号

工 事 名

工 期
自　　　年　　　月　　　日

至　　　年　　　月　　　日

出 来 高 年　　月　　日　現在の出来高は別紙調書のとおり

　様式第19号の２中「第37条」を「第38条」に改め、同様式の次に次の様式を加える。

様式第19号の３（第40条関係）

� 年　　月　　日　

　　　　　　　　様

� （受注者）　　　　　　　　　　　　

指　定　部　分　完　成　通　知　書

　下記工事の指定部分は、　　年　　月　　日をもって完成したので工事標準請負契約書第32条第１項に基づき

通知します。

記

　　工 事 番 号

　

　　工　事　名

����工������期　　　　自　　　　　　　　　　至

　　請負代金額　￥

　　指定部分工期　　　自　　　　　　　　　　至　　

　　指定部分に対する請負代金額　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）債務負担行為に基づく契約の場合は請負代金額欄の下段に各年度の出来高予定額を記入すること。

　　　【記載例】

　　　　（出来高予定額）平成○○年度��￥　△△△

���　　　　　　　　　　　　　～

　　　　　　　　　　　　平成○○年度��￥　△△△

　

　様式第20号中「第38条」を「第39条」に改める。

　様式第21号から様式第22号の２までを次のように改める。

様式第21号（（第41条、第42条、第43条、第44条、第45条関係）
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� 年　　月　　日　

請　求　書　（　　　　　）

　　　　　　　　様

� 請求者（住所）　　　　　　　　　　　　　

� （氏名）　　　　　　　　　　　　

下記のとおり請求します。

　　請求金額　　　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ただし、次の工事（　　　　　　　　　　　　）として

　工事番号

　工事名

　請負代金額

　契約金額　￥

　振込希望金融機関名������������������○銀行　○金庫　　　　　　　　店

　預金の種別　（１普通　　２当座　　３その他（　　　））

　口座番号

　口座名義

　フリガナ

　（注）（　　　　　）には前金払、中間前金払、部分払、指定部分完成払、完成払の別を記入すること。　

様式第22号（第43条関係）

　　　　　　　　様

� （受注者）　　　　　　　　　　　　

認　定　請　求　書

　工事標準請負契約書第38条第１項に基づき、下記工事の中間前金払の認定を請求します。

記

　　　工 事 番 号

　　　工　事　名

　　　契　約　日

　　　工　　　期　　自

　　　　　　　　　　至

　　　工 事 場 所

　　　請負代金額　　￥

（注）債務負担行為に基づく契約の場合は請負代金額欄の下段に各年度の

　　　出来高予定額を記入すること。

　　　【記載例】

　　　　（出来高予定額）平成○○年度��￥　△△△

���　　　　　　　　　　　　　～

　　　　　　　　　　　　平成○○年度��￥　△△△

様式第22号の２（第43条関係）
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工　事　履　行　報　告　書

工 事 番 号

工 事 名

工 期 ～

日 付 （　　　　　　月分）

月 別
予定工程　　％　　　　　　

　（）は工程変更後
　実施工程　　％　　　　　 備　　　　　　考

（記事欄）

主任監督員 監督員 現場代理人
主任(監理)

技術者

　様式第22号の３中「第42条の２」を「第43条」に改める。

　様式第22号の４を削る。

　様式第23号及び様式第24号を次のように改める。

様式第23号及び様式第24号　削除

　様式第25号及び様式第26号中「第44条」を「第49条」に改める。

　様式第27号を次のように改める。

様式第27号（第53条関係）

� 年　　月　　日　

　　　　　　　　様

� 契約担任者職氏名　　　　　　　　　　　印　

契約不適合修補請求書

　　年　月　日付けで工事請負契約を締結した下記の工事について、契約不適合が認められるので、工事請負契

約書第47条第１項に基づき、契約不適合修補を請求します。
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　なお、当該請求に対し異議のない場合は、別紙の確認書に記入押印のうえ、返送して下さい。

記

　　１　工 事 番 号　　　第　　　　号

　　２　工 事 名

　　３　工 事 場 所　　　　　　市（郡）　　　　町　　　　　地内

　　４　契約不適合修補の内容とその理由

　　５　修 補 命 令 事 項

　　６　契約不適合修補完了期日　　　　　年　　月　　日まで

　　７　提 出 書 類

　　　　　着工時提出；　現場代理人等決定通知書、計画工程表

　　　　　完了後提出；　修補完了届（修補完了届には修補前、工事中、完了後の詳細な写真及び資料を添付）

　様式第28号を次のように改める。

様式第28号（第53条関係）

� 年　　月　　日　

　　　　　　　　様

� 受注者　住所

� 氏名　　　　　　　　　　　　

確　認　書　（契約不適合修補）

　年　月　日付けで請求があった、契約不適合修補については、請求内容のとおりこれを誠実に履行いたしま

す。

記

　１　工 事 番 号　　　　第　　　　号

　２　工 事 名　　　　　　

　３　契約不適合修補の工事期間　　　　年　　月　　日　から　　年　　月　　日まで

　　　附　則

　（施行期日等）

１　この規則は、令和２年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

２�　改正後の長崎県建設工事執行規則（以下「新規則」という。）第18条及び第21条（監理技術者補佐に関する

部分に限る。）の規定は、令和２年10月１日以後に締結された契約に係る建設業法（昭和24年法律第100号）第

２条第１項に規定する建設工事（以下「工事」という。）について適用する。

　（経過措置）

３�　施行日前に締結された契約（当該契約が施行日以後に変更された場合を含む。）に係る工事については、新

規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。

長崎県訓令第３号

本 　 　 庁　

地 方 機 関　

労働委員会　

　　　　訓　　　　　令
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　長崎県職員の勤務時間等に関する規程（平成21年長崎県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

第�２条の２　職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７

年長崎県人事委員会規則第１号。以下「規則」という。）

第１条の２に規定する任命権者が定める職員は、総務部長

が別に定める職員とする。

第�２条の３　規則第１条の３各号及び第１条の４各号（第１

号を除く。）に規定する任命権者があらかじめ定める時間

は、総務部長が別に定める時間とする。

　　　附　則

　この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

長崎県訓令第４号

土　　　木　　　部　

振　　　興　　　局　

土木部関係地方機関　

　公共用地の取得に伴う損失補償基準（昭和39年長崎県訓令第61号）の一部を次のように改正する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（建物等の移転料）

第28条　略

２　略

３�　次条の規定による補償をする場合における第１項の規定

により建物の所有者に補償する当該建物を移転するのに要

する費用の額は、同項の費用の額から同条の規定により算

定した額を控除した額とする。

　（配偶者居住権を有する者に対する建物の移転に係る補

償）

第�28条の２　土地等の取得又は土地等の使用に係る土地にあ

る建物が配偶者居住権の目的となっている場合において、

当該建物の移転に伴い、当該配偶者居住権が消滅するもの

と認められるときは、当該配偶者居住権がない場合におけ

る当該建物の価格から当該配偶者居住権がある場合におけ

る当該建物の価格を控除した額を当該配偶者居住権を有す

る者に対して補償するものとする。この場合において、前

条第１項後段の規定により補償することとなった建物が配

偶者居住権の目的となっている場合についても、同様とす

　る。

　（移転雑費）

第37条　略

２�　前項の場合において、当該建物等の所有者、借家人及び

　�配偶者居住権を有する者又は当該代替地等を必要とする者

　�が就業できないときは、第44条、第47条及び第51条に規

定するものを除き、それらの者が就業できないことによ

　（建物等の移転料）

第28条　略

２　略

　（移転雑費）

第37条　略

２�　前項の場合において、当該建物等の所有者及び借家人又

　�は当該代替地等を必要とする者が就業できないときは、第

　�44条、第47条及び第51条に規定するものを除き、それらの

者が就業できないことにより通常生ずる損失を補償するも
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　り通常生ずる損失を補償するものとする。 　のとする。

　　　附　則

　この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

長崎県告示第269号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、都市計画事業の事業計画の変更を認可した

ので、同条第２項の規定において準用する同法第62条第１項の規定に基づき、次のとおり告示する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　施行者の名称

　　諫早市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　昭和45年長崎県告示第668号

　　長崎都市計画下水道事業　諫早市公共下水道

３　施行期間

　　自　昭和45年10月６日　　　　至　令和５年３月31日

４　事業地

　　収用の部分　　変更なし

　　使用の部分　　栗面町及び平山町地内を事業地に追加する。　

長崎県告示第270号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、都市計画事業の事業計画の変更を認可した

ので、同条第２項の規定において準用する同法第62条第１項の規定に基づき、次のとおり告示する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　施行者の名称

　　大村市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　昭和49年長崎県告示第1788号

　　大村都市計画下水道事業　大村公共下水道

３　施行期間

　　自　昭和49年７月30日　　　　至　令和９年３月31日

４　事業地

　　収用の部分　　変更なし

　　使用の部分　　�野岳町、陰平町、大里町、松原一丁目、松原二丁目、松原本町、草場町、荒瀬町、池田２丁

目、雄ケ原町、上諏訪町、荒平町、徳泉川内町、木場１丁目、木場２丁目、久原一丁目、久

原二丁目、向木場町、岩松町、鬼橋町、小路口本町及び小路口町地内を事業地に追加する。

長崎県告示第271号

　長崎県産業労働部関係補助金等交付要綱（平成19年長崎県告示第299号）の一部を次のように改正し、令和２

年度の予算に係る補助金等から適用する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

　　　　告　　　　　示
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改正後 改正前

別表（第２条関係）

　産業政策課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１及び２　略

３ 小規模事

業者支援

計画推進

補助金

事業継続

力強化支

援計画、

経営発達

支援計画

等を推進

すること

で、小規

模事業者

の持続的

発展と、

地域産業

の活性化

を図る。

補助対象者

が行う次に

掲げる事業

に要する経

費

　�　長崎

県商工

会連合

会が行

う計画

推進員

の配置

等に要

する経

費

　�　商工

会議所

が行う

計画推

進コー

デ ィ

ネ ー

ターの

招聘に

要する

経費

　�　長崎

県商工

会連合

会・商

工会議

所が行

う専門

アドバ

イザー

の招聘

に要す

る経費

略 略

４～６　略

企業振興課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１及び２　略

３ 新成長も

のづくり

県内企業

の企業間

略

別表（第２条関係）

　産業政策課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１及び２　略

３ 地域産業

活性化支

援補助金

県内各地

域毎に策

定した地

域産業活

性 化 計

画の目標

達成に向

けて、商

工会・商

工会議所

を中心に

各市町及

び事業者

等と連携

した取組

を支援し、

産業振興

を図る。

補助対象者

が行う次に

掲げる事業

に要する経

費

　�　長崎

県商工

会連合

会が行

う広域

経営指

導員の

配置等

に要す

る経費

　�　長崎

県商工

会連合

会・商

工会議

所が行

う専門

アドバ

イザー

の招聘

に要す

る経費

　�　商工

会議所

が行う

専 門

コ ー

デ ィ

ネ ー

ターの

招聘に

要する

経費

略 略

４～６　略

企業振興課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１及び２　略

３ 新成長も

のづくり

中堅企業

の企業間

略
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産業支援

事業費補

助金

連携を伴

う事業拡

大や生産

性向上へ

の 取 組

を総合的

に支援し、

県外需要

の獲得及

び県内企

業への波

及効果の

最大化を

図る。

４ 長崎県航

空機クラ

スター強

化推進事

業費補助

金

企業間連

携を伴う

事業拡大

等の取組

を総合的

に支援し、

県内航空

機関連産

業の振興

を図る。

補助対象者

が行う次に

掲げる事業

の経費のう

ち、知事が

適当と認め

る経費

�　企業間

の連携事

業

　ア�　技術

開発事

業

　イ�　販路

開拓事

業

　ウ�　人材

育成事

業

　エ�　国際

化対応

事業

　オ�　連携

支援・

設備投

資事業

�　企業と

大学の連

�　２分

の１以

内

�　２分

の１以

内

�　10分

の10以

内

�　知事

が認定

した企

業 グ

ループ

に所属

する企

業、団

体等

�　知事

が適当

と認め

る県内

中小企

業者等

�　公益

財団法

人長崎

県産業

振興財

団

産業支援

事業費補

助金

連携を伴

う事業拡

大への取

組を総合

的に支援

し、生産

性向上等

に取り組

む企業の

裾野拡大

を図るこ

とにより、

県外需要

の獲得及

び県内企

業への波

及効果の

最大化、

並びに成

長ものづ

くり分野

の付加価

値向上を

目指す。
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　携事業

�　取引拡

大支援事

業

５　略

６～８　略

９ 中核工業

団地工業

用水整備

促進費補

助金

中核工業

団地工業

用水の整

備を図る。

諌早市が中

核工業団地

の工業用水

整備に伴っ

て必要とな

る経費

２分の１

以内

諌早市

10及び11　略

12及び13　略

14 長崎県食

料産業活

性化促進

事業費補

助金

食料品製

造業にお

いて、新

たな市場

進出等の

販路を見

据えた取

次に掲げる

事業に要す

る経費

及び　

　略

�　テスト

マ ー ケ

10分 の10

以内

食料品製

造業の振

興を図る

団体で、

知事が適

当と認め

るもの

４　略

５ 長崎県組

込みシス

テムＯＪ

Ｔ人材育

成支援補

助金

組込みシ

ステム開

発企業等

の企業誘

致を目指

し、県内

組込みソ

フトウェ

ア業に従

事する企

業の人材

育成を図

る。

補助対象者

が組込みシ

ステムＯＪ

Ｔ人材育成

研修事業に

おいて人材

育成に要す

る経費

２分の１

以内

知事が適

当と認め

る県内中

小企業者

等

６～８　略

９及び10　略

11 高度人材

確保支援

事業補助

金

研究開発

部門など

の立地を

促進する

ことによ

り、雇用

機会の増

大と地域

経済の活

性化を図

る。

補助対象者

が県内で確

保が困難な

人材を県外

等から確保

する際に要

する次に掲

げる経費

�　求人情

報掲載に

要した経

費

�　有料職

業紹介事

業者の利

用に要し

た経費

予算の範

囲内で知

事が別に

定める基

準による。

県内に事

務所又は

事業所を

新設して

事業を実

施するも

の

12及び13　略

14 長崎県食

料産業活

性化促進

事業費補

助金

県内農林

水産物等

の活用並

びに商品

評価に基

づく商品

の改良及

次に掲げる

事業に要す

る経費

及び　

　略

�　商品評

価、アド

10分 の10

以内

長崎県食

料産業ク

ラスター

協議会

長崎県商

工会連合

会
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組を支援

し、付加

価値の向

上を図る。

　�テ ィ ン

グ ・

フィード

バック

�　小規模

事業者の

販路開拓

等の促進

�　その他

目的達成

のために

必要と認

められる

事業

15及び16　略

17 産地活力

強化事業

費補助金

地域産業

を支える

産品の販

路拡大等

の取組を

支援する。

新たな市場

への販路開

拓等に要す

る経費

10分 の10

以内

長崎県商

工会連合

会

18 長崎県伝

統的工芸

品支援事

業費補助

金

長崎県指

定伝統的

工芸品の

維持・存

続を図る

ため、事

業者の販

路拡大等

に向けた

取組を支

援する。

補助対象事

業者が目的

達成のため

に取り組む

販路開拓等

に要する経

費

２分の１

以内

長崎県指

定伝統的

工芸品製

造事業者

19～21　略

新産業創造課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１及び２　略

３ 長崎県新

産業創出

支援事業

費補助金

県内にお

ける新産

業創出の

取組を促

次に掲げる

事業に要す

る経費

　略

10分 の10

以内

略

び開発を

促進し、

高付加価

値食品を

供給する

ことによ

り、地域

経済の活

性化を図

る。

　�バイス会

等

�　その他

目的達成

のために

必要と認

められる

事業

15及び16　略

17 長崎県産

地ブラン

ド確立推

進事業費

補助金

島原手延

そうめん、

五島手延

うどん、

壱岐焼酎、

三川内焼

及び波佐

見焼の産

地ブラン

ド産品に

係る海外

販路拡大

等の取組

を支援す

る。

ブランド確

立に必要な

商品開発及

び展示会へ

の出展等の

販路開拓に

要する経費

10分 の10

以内

市町及び

商工団体

と企業等

との連携

グループ

で、知事

が適当と

認める者

18～20　略

新産業創造課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１及び２　略

３ 長崎県新

産業創出

支援事業

費補助金

県内にお

ける新産

業創出の

取組を促

次に掲げる

事業に要す

る経費

　略

予算の範

囲内で知

事が別に

定める基

略
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進する。 �　新産業

創出支援

事業

�　先進地

連携型ス

タ ー ト

アップ集

積・創出

促進事業

�　先端技

術活用促

進事業

４　略

５ 海洋エネ

ルギー関

連産業創

出促進事

業補助金

産学官が

連携し、

商用化を

見据えた

取組への

支援等に

より、海

洋エネル

ギー関連

産業の拠

点形成の

促進を図

る。

次に掲げる

事業に要す

る経費

及び

　略

　略

�　10分

の10以

内又は

２分の

１以内

略

６　略

経営支援課課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１～３　略

進する。 �　スター

トアップ

集積・創

出促進事

業

準による。

４　略

５ 海洋エネ

ルギー関

連産業創

出促進事

業補助金

産学官が

連携し、

商用化を

見据えた

取組への

支援等に

より、海

洋エネル

ギー関連

産業の拠

点形成の

促進を図

る。

次に掲げる

事業に要す

る経費

及び

　略

　略

�　10分

の10以

内

略

６　略

経営支援課課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１～３　略

４ 長崎県新

産業創造

資金利子

補給

長崎県新

産業創造

構想に基

づく「ナ

ガサキ型

新産業」

の創造と

集積を図

る。

補助対象者

が新産業創

造資金を融

資した場合

の当該利子

に要する経

費。ただし、

利子補給に

関する基準

は知事が別

に定める。

予算の範

囲内で知

事が別に

定める基

準による。

銀行その

他の金融

機関

５ 長崎県地

域拠点商

店街支援

事業補助

金

地域の拠

点となる

商店街の

活性化を

図る。

商店街活性

化プランの

策定及びこ

れに基づく

事業実施に

要する経費

予算の範

囲内で知

事が別に

定める基

準による。

市町

６ 宿泊業生

産性向上

支援補助

金

宿泊業者

の生産性

向上の取

組を促進

補助対象者

が策定する

事業計画を

実行するた

２ 分 の

１以内。

ただし、

500万円

県内に本

店又は主

たる事務

所を有す
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４及び５　略

６ 商店街等

を核とす

る地域の

にぎわい

創出支援

事業補助

金

地域のに

ぎわいの

核となる

商店街の

活性化に

加え、商

店街以外

のエリア

の「新た

なにぎわ

い創出」

を図る。

商店街等の

「商店街活

性 化 プ ラ

ン」に基づ

く事業推進

及び商店街

以外のエリ

アにおける

商業者等の

「新たなに

ぎ わ い 創

出」に向け

た取組に要

する経費

予算の範

囲内で知

事が別に

定める基

準による。

市町

若者定着課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１ 県内大学

等による

地域人材

育成・定

着支援補

助金

県内の大

学、短期

大学及び

高等専門

学校（県

内大学等

という）

の学生の

県内就職

及び定着

を図る。

県内大学等

が県内の企

業や行政等

と連携して

実施する学

生の県内定

着促進に資

する事業に

要する経費

予算の範

囲内で知

事が別に

定める基

準による。

知事が適

当と認め

る県内大

学等

２ 県内就職

キ ャ ン

ペーンテ

レビＣＭ

制作補助

金

県内企業

の認知度

向上によ

る若者の

県内就職

促進を図

る。

県内企業が

人材確保と

認知度向上

を目的とし

たテレビＣ

Ｍに要する

制作費用及

び放映費用

10分の２

以内。た

だし20万

円を限度

とする。

県内に事

務所又は

事業所を

有する企

業

す る た

め、新た

な商品及

びサービ

スの開発、

業務の効

率化等を

支援する。

めに要する

経費

を限度と

する。

る宿泊業

者

７及び８　略

若者定着課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１ 成長分野

高度人材

育成支援

事業費補

助金

今後成長

が見込ま

れる産業

分野で必

要となる

高度人材

の育成を

図る。

県が指定す

る分野にお

いて補助対

象者が下記

の区分で派

遣研修に要

する経費の

うち別に定

める経費

�　 長 期

（12か月

以上）研

修

�　その他

（15日間

以上）研

修

�　３分

の２以

内

�　２分

の１以

内

県内に事

務所又は

事業所を

有し、知

事が適当

と認める

中小企業

者、中堅

企業等

２ ながさき

輝く人財

雇用創造

事業補助

金

地域の産

業政策と

一 体 と

なった自

主的な雇

用創造の

取組を支

援し、安

定的な正

次に掲げる

事業に要す

る経費

�　民間転

職フェア

出展等支

援事業

�　実践型

地域雇用

�　２分

の１以

内

�　10分

の10以

内

対象地域

に本社又

は事業所

を有し、

知事が適

当と認め

る企業等
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３ ながさき

UIJタ ー

ン就活旅

費補助金

学生が長

崎県内就

職に向け

た活動を

行う際に

要する経

費を補助

すること

で長崎県

内就職促

進を図る。

長崎県内就

職に向けた

活動への参

加に要する

旅費及び宿

泊費

対象経費

の実費と

地域ごと

に別に定

める基準

額のうち、

低い方の

額

県外に居

住し、県

外の大学

等に在籍

する学生

雇用労働政策課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１　略

２～４　略

５ 産業人材

確保支援

事業費補

助金

県内企業

の人材確

保を支援

する。

県外の民間

転職フェア

への出展等

に要する経

費

２分の１

以内

県内に事

務所又は

事業所を

有し、知

事が適当

と認める

企業等

６ 成長分野

高度人材

育成支援

事業費補

助金

今後成長

が見込ま

れる産業

分野で必

要となる

高度人材

の育成を

図る。

県が指定す

る分野にお

いて補助対

象者が下記

の区分で派

遣研修に要

する経費の

うち別に定

める経費

�　３分

の２以

内

��　２分

の１以

内

県内に事

務所又は

事業所を

有し、知

事が適当

と認める

中小企業

者、中堅

企業等

社員の雇

用を創造

する。

　�創造・人

材育成事

業

３ ＣＯＣ＋

事業推進

支援事業

補助金

国立大学

法人長崎

大学が県

内大学、

産業界及

び地方公

共団体と

連携して

取り組む

地（知）

の拠点大

学 に よ

る 地 方

創生推進

事業（以

下「ＣＯ

Ｃ ＋ 事

業」とい

う。） の

着実な推

進を図る。

補助対象者

が実施する

ＣＯＣ＋事

業推進のた

め産学官の

連携に要す

る経費

予算の範

囲内で知

事が別に

定める基

準による。

国立大学

法人長崎

大学

雇用労働政策課関係

補助金の

名　　称

交付の

目　的

補助事業の

内容、対象

経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１　略

２ 障害者就

業・生活

支援セン

ター事業

費補助金

障害者の

職業生活

における

自立を図

る。

補助対象者

の補助目的

の達成に必

要な事業に

要する経費

２分の１

以内

障害者就

業・生活

支援セン

ターの指

定を県か

ら受けた

者

３～５　略
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�　 長 期

（12か月

以上）研

修

�　その他

（15日間

以上）研

修

長崎県告示第272号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に

供する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　主要地方道

路　線　名��柚木三川内線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

佐世保市里美町1345番１地先から

官公有無番地先（佐世保市里美町1435番２）まで

前B 10.0～24.0 220.0

後A 6.5～63.0 275.0

後B 10.0～65.0 220.0

長崎県告示第273号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び長崎振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般国道

路　線　名　251号

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

長崎市田中町79番13地先から

長崎市戸石町1322番７地先まで
前Ａ 13.0～78.0 3,507.2

長崎市矢上町378番１地先から

長崎市戸石町1322番７地先まで
前Ｂ 8.0～29.0 2,893.7

長崎市田中町79番13地先から

長崎市戸石町1322番７地先まで
後Ａ 13.0～78.0 3,507.2
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長崎県告示第274号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般県道

路　線　名��雲仙千々石線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

雲仙市千々石町庚字上通山4758番２地先から

雲仙市千々石町庚字上通山4760番２地先まで

前 12.2～23.2 124.2

後 11.9～22.2 124.2

長崎県告示第275号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局大瀬戸土木維持管理事務所において告示の日から

２週間、一般の縦覧に供する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般県道

路　線　名��七釜西彼線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

西海市西彼町七釜郷字大迫1050番１地先から

西海市西彼町七釜郷字大迫1046番１地先まで

前 26.5～30.2 26.0

後 26.5～29.5 26.0

長崎県告示第276号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　主要地方道

路　線　名��愛野島原線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

島原市萩原三丁目5745番３地先から

島原市萩原三丁目5747番３地先まで

前 26.0～26.4 2.8

後 19.9～20.2 2.8
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長崎県告示第277号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　主要地方道

路　線　名��愛野島原線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

島原市萩原三丁目5748番１地先から

島原市萩原三丁目5748番１地先まで

前 19.0～19.1 4.6

後 19.1～20.0 4.6

長崎県告示第278号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般国道

路　線　名��251号

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

島原市片町548番１地先から

雲仙市愛野町甲字宮添4402番３地先まで
前Ａ 7.5～33.0 28,200.8

雲仙市瑞穂町伊福乙1439番地先から

雲仙市愛野町甲字宮添4402番３地先まで
前Ｄ 13.6～325.0 7,966.7

島原市片町548番１地先から

雲仙市愛野町甲字宮添4402番３地先まで
新Ａ 7.5～33.0 28,200.8

島原市有明町大三東丁字下雨粒木1922番地先から

雲仙市愛野町甲字宮添4402番３地先まで
新Ｅ 13.0～325.0 18,242.0

長崎県告示第279号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局大瀬戸土木維持管理事務所において告示の日から

２週間、一般の縦覧に供する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般国道

路　線　名��202号
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道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

西海市西彼町八木原郷字皆割石850番21地先から

西海市西彼町八木原郷字折口874番１地先まで

前 7.8～13.3 86.0

後 10.3～23.8 86.0

長崎県告示第280号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般県道

路　線　名��俵浦日野線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

佐世保市船越町1422番１地先から

佐世保市赤崎町259番１地先まで

前A 5.6～30.4 3054.5

後A 5.6～38.9 3054.5

後B 5.0～39.4 3004.3

長崎県告示第281号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般国道

路　線　名��251号

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

雲仙市小浜町南木指字小田崎平350番１地先から

雲仙市小浜町南木指字小田崎平350番１地先まで

前 11.2～11.2 6.0

後 10.8～10.8 6.0

長崎県告示第282号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す
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る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

主要地方道

柚木三川内線

佐世保市里美町1345番１地先から

佐世保市里美町1434番４地先まで
令和２年３月31日

長崎県告示第283号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

一般県道

雲仙千々石線

雲仙市千々石町庚字上通山4758番２地先から

雲仙市千々石町庚字上通山4761番１地先まで
令和２年３月31日

長崎県告示第284号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局大瀬戸土木維持管理事務所において告示の日から

２週間、一般の縦覧に供する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

一般県道

七釜西彼線

西海市西彼町七釜郷字上川蝉2245番４地先から

西海市西彼町七釜郷字大迫1046番１地先まで
令和２年３月31日

長崎県告示第285号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

主要地方道

愛野島原線

島原市萩原三丁目5741番１地先から

島原市萩原三丁目5748番１地先まで
令和２年３月31日

長崎県告示第286号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局大瀬戸土木維持管理事務所において告示の日から

２週間、一般の縦覧に供する。

　　令和２年３月31日
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� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

一般国道

202号

西海市西彼町八木原郷字佛崎692番１地先から

西海市西彼町八木原郷字折口874番１地先まで
令和２年３月31日

長崎県告示第287号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

一般国道

251号

雲仙市小浜町南木指字小田崎平321番１地先から

雲仙市小浜町南木指字小田崎平354番１地先まで
令和２年３月31日

長崎県告示第288号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

一般県道

平石千々石線

雲仙市千々石町己字坂上2097番１地先から

雲仙市千々石町己字坂上2097番12地先まで
令和２年３月31日

長崎県告示第289号

　車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの最高限度が

4.1メートルである道路を下記のとおり指定し、併せて同令第10条第１項の規定に基づき、当該道路を通行する

高さが3.8メートルを超え4.1メートル以下の車両の通行方法を下記のとおり定める。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

１．指定する道路の路線名及び区間

路線名 区　　　　　　　　　　　　　　　　間

一般県道

長崎式見港線

長崎県長崎市幸町71番地先から

長崎県長崎市元船町14番36地先まで

長崎県長崎市尾上町１番18地先から

長崎県長崎市尾上町２番７地先まで

長崎県長崎市尾上町１番47地先から

長崎県長崎市尾上町２番７地先まで

２．指定する期日　　令和２年４月１日

３．通行方法

　�　１の道路を通行する高さが3.8メートルを越え4.1メートル以下の車両は、次の通行方法によらなければなら
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ない。

　　走行位置の指定

　　�　トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵すおそれがあるので、車線

からはみ出さないよう走行するとともに、道路に隣接する施設等に出入りするためやむを得ず車線からはみ

出す場合は、標識、樹木等の上空障害物に接触しないよう十分に注意すること。

　　後方警戒措置

　　�　後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、横寸法0.23メートル以上、縦寸法

0.12メートル以上（又は横寸法0.12メートル以上、縦寸法0.23メートル以上）の、地が黒色の板等に黄色の

反射塗装その他反射性を有する材料で「背高」と表示した標識を、車両の後方の見やすい箇所に掲げるこ

と。

　　道路情報の収集

　　�　道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路情報を収集し、上空障害箇

所のないことを確認のうえ走行すること。

長崎県告示第290号

　車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第２号イの規定に基づき、通行する車両の総重量の最高限

度が車両の長さ及び軸距に応じ最大25トンである道路を下記のとおり指定する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

１．指定する道路の路線名及び区間

路線名 区　　　　　　　　　　　　　　　　間

一般国道

251号

雲仙市愛野町甲字宮添4399番４地先から

諫早市森山町田尻1622番５地先まで

主要地方道

長崎南環状線

長崎市新戸町３丁目858番182地先から

長崎市早坂町1647番12地先まで

２．指定する期日　　令和２年４月１日

長崎県告示第291号

　車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用のセミトレー

ラ連結車の重量及び長さの最高限度を引き上げる道路として下記の道路を指定する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　指定する道路の路線名及び区間

　　次表のとおり

路線名 区　　　　　　　　　　　　　　　　間

一般県道

長崎インター線

長崎市早坂町1086番１地先から

長崎市早坂町1647番13地先まで

２　指定する期日　　令和２年４月１日

長崎県告示第292号

　車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用のセミトレー

ラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる道路として下記の道

路を指定し、併せて、同令第10条第２項の規定に基づき、当該道路の通行方法を下記のとおり定める。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　指定する道路の路線名及び区間

　　次表のとおり　　　　　　　
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路線名 区　　　　　　　　　　　　　　　　間

一般国道

251号

雲仙市愛野町甲字宮添4399番４地先から

諫早市森山町田尻1622番５地先まで

主要地方道

長崎南環状線

長崎市新戸町３丁目858番182地先から

長崎市早坂町1647番12地先まで

２　指定する期日　　令和２年４月１日

３　通行方法

　　次の通行方法によらなければならない。

　　橋等の通行方法　　

　　�　橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路を通行する場合にあっては、徐行するとともに、一の径

間の一の車線において限度超過車両（道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第四十七条の二第一項に規定

する車両をいう。）又は他の国際海上コンテナ車と連続して通行しないよう十分に注意して通行しなければ

ならない。

長崎県告示第293号

　公有水面埋立法（大正10年法律第57号）第22条第１項の規定により、次のとおり公有水面埋立ての竣功を認可

した。

　なお、その関係書類を次のとおり閲覧に供する。

　　令和２年３月31日

� 口ノ津港港湾管理者　長崎県　　　

� 代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　埋立ての竣功認可の年月日

　　令和２年３月23日

２　竣功認可を受けた者の名称及び所在地並びに代表者の氏名及び住所

　　名　称　南島原市

　　所在地　長崎県南島原市西有家町里坊96番地２

　　代表者の氏名　南島原市長　松本　政博

　　代表者の住所　長崎県南島原市西有家町里坊96番地２

３　埋立区域

　　位置

　　　長崎県南島原市口之津町丁字西新開5767番に隣接する護岸地先

　　区域

　　　省略（閲覧図書のとおり）

　　面積

　　　587.78平方メール

４　埋立地の用途

　　海岸保全施設関連用地

５　埋立ての免許の年月日及び番号

　　平成13年10月26日

　　長崎県指令13港許第30号

６　閲覧場所

　　長崎県南島原市西有家町里坊96番地２

　　南島原市役所

長崎県告示第294号

　公有水面埋立法（大正10年法律第57号）第22条第１項の規定により、次のとおり公有水面埋立ての竣功を認可

した。

　なお、その関係書類を次のとおり閲覧に供する。
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　　令和２年３月31日

� 口ノ津港港湾管理者　長崎県　　　

� 代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　埋立ての竣功認可の年月日

　　令和２年３月23日

２　竣功認可を受けた者の名称及び所在地並びに代表者の氏名及び住所

　　名　称　長崎県

　　所在地　長崎県長崎市尾上町３番１号

　　代表者の氏名　長崎県知事　中村　法道

　　代表者の住所　長崎県長崎市尾上町３番１号

３　埋立区域

　　位置

　　　長崎県南島原市口之津町丁字西新開5767番・5771番２に隣接する護岸地先

　　区域

　　　省略（閲覧図書のとおり）

　　面積

　　　662.83平方メール

４　埋立地の用途

　　海岸保全施設関連用地

５　埋立ての免許の年月日及び番号

　　平成13年10月26日

　　長崎県指令13港許第29号

６　閲覧場所

　　長崎県南島原市西有家町里坊96番地２

　　南島原市役所

長崎県告示第295号

　水防法（昭和24年法律第193号）第14条第１項の規定により二級河川有家川水系有家川に係る洪水浸水想定区

域を指定したので、同条第３項の規定により告示する。

　なお、その関係図面は、長崎県土木部河川課及び島原振興局に備え置いて縦覧に供する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

長崎県告示第296号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項及び

第９条第１項の規定により、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を次のとおり指定する。

　なお、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に関する公示図書は、長崎県土木部砂防課及び長崎県壱岐

振興局建設部に備え置いて縦覧に供する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

箇　�所　�番　�号 所　　在　　地

土砂災害の発生原

因となる自然現象

の種類　　　　　

区　域　の　種　別

建築物に作用

すると想定さ

れる衝撃に関

する事項　　

壱岐(郷ノ浦)-(急)-574 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域

公示図書中の

図面において

表示　　　　

壱岐(郷ノ浦)-(急)-576 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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壱岐(郷ノ浦)-(急)-576-２ 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-576-３ 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-577 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-578 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-579 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-579-２ 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-580 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-581-２ 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-582 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-583 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-586 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-592-２ 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-601 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-601-２ 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-602 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-603 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-608 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-609 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-633 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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壱岐(郷ノ浦)-(急)-634 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-638 壱岐市郷ノ浦町永田触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-644 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-646 壱岐市郷ノ浦町永田触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-649 壱岐市郷ノ浦町永田触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-650 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-650-２ 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-664 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-668 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-669 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-669-２ 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-671 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-674 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-675 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-685 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-686 壱岐市郷ノ浦町永田触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-765 壱岐市郷ノ浦町志原南触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-796 壱岐市郷ノ浦町片原触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-797 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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壱岐(郷ノ浦)-(急)-798 壱岐市郷ノ浦町片原触 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-798-２ 壱岐市郷ノ浦町片原触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-800 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-801 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-801-２ 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-804 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-917 壱岐市郷ノ浦町片原触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-921-２ 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-921-３ 壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-949 壱岐市郷ノ浦町初山東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-949-２ 壱岐市郷ノ浦町初山東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-950 壱岐市郷ノ浦町初山東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-951 壱岐市郷ノ浦町初山東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-952 壱岐市郷ノ浦町初山東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-952-２ 壱岐市郷ノ浦町初山東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-956 壱岐市郷ノ浦町初山東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-977 壱岐市郷ノ浦町初山東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1023 壱岐市郷ノ浦町初山西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1024 壱岐市郷ノ浦町初山西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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壱岐(郷ノ浦)-(急)-1034 壱岐市郷ノ浦町初山東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1063 壱岐市郷ノ浦町初山西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1064 壱岐市郷ノ浦町初山西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1065 壱岐市郷ノ浦町初山西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1110 壱岐市郷ノ浦町坪触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1112 壱岐市郷ノ浦町坪触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1117 壱岐市郷ノ浦町坪触 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1152 壱岐市郷ノ浦町志原南触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1153 壱岐市郷ノ浦町志原南触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1154 壱岐市郷ノ浦町志原南触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1280 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1282 壱岐市郷ノ浦町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1285 壱岐市郷ノ浦町東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1338 壱岐市郷ノ浦町若松触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1416 壱岐市郷ノ浦町釘山触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1425 壱岐市郷ノ浦町釘山触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1426 壱岐市郷ノ浦町釘山触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1427 壱岐市郷ノ浦町釘山触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1430 壱岐市郷ノ浦町釘山触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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壱岐(郷ノ浦)-(急)-1445 壱岐市郷ノ浦町平人触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(急)-1498 壱岐市郷ノ浦町初山西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-11 壱岐市石田町湯岳射手吉触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-12 壱岐市石田町湯岳射手吉触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-29 壱岐市石田町山崎触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-30 壱岐市石田町山崎触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-31 壱岐市石田町山崎触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-34 壱岐市石田町池田仲触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-36 壱岐市石田町久喜触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-37 壱岐市石田町久喜触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-40 壱岐市石田町久喜触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-42 壱岐市石田町久喜触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-48 壱岐市石田町池田仲触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-48-２ 壱岐市石田町池田仲触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-48-３ 壱岐市石田町池田仲触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-55 壱岐市石田町久喜触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-57 壱岐市石田町印通寺浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-58 壱岐市石田町印通寺浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-90 壱岐市石田町南触 急傾斜地の崩壊 警戒区域
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壱岐(石田)-(急)-91 壱岐市石田町南触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-94 壱岐市石田町印通寺浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-96 壱岐市石田町印通寺浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(石田)-(急)-98 壱岐市石田町石田西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-99 壱岐市石田町池田東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-102 壱岐市石田町石田西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(石田)-(急)-104 壱岐市石田町印通寺浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-104-２ 壱岐市石田町印通寺浦 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-115 壱岐市石田町池田仲触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-117 壱岐市石田町池田仲触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-120 壱岐市石田町池田仲触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-124 壱岐市石田町池田仲触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-150 壱岐市石田町池田東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-151 壱岐市石田町池田東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-160 壱岐市石田町石田西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-198 壱岐市石田町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-208 壱岐市石田町筒城東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-209 壱岐市石田町筒城東触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(急)-223 壱岐市石田町本村触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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壱岐(石田)-(急)-276 壱岐市石田町山崎触 急傾斜地の崩壊 警戒区域

壱岐(石田)-(急)-354 壱岐市石田町石田西触 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(土)-07 壱岐市郷ノ浦町若松触 土石流 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(土)-20 壱岐市郷ノ浦町坪触 土石流 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(土)-22 壱岐市郷ノ浦町初山東触 土石流 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(土)-24 壱岐市郷ノ浦町初山東触 土石流 警戒区域

壱岐(郷ノ浦)-(土)-25 壱岐市郷ノ浦町初山東触 土石流 警戒区域、特別警戒区域

壱岐(石田)-(土)-15 壱岐市石田町久喜触 土石流 警戒区域

壱岐(石田)-(土)-16 壱岐市石田町久喜触 土石流 警戒区域

長崎県告示第297号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項及び

第９条第１項の規定により、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を次のとおり指定する。

　なお、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に関する公示図書は、長崎県土木部砂防課及び長崎県島原

振興局建設部に備え置いて縦覧に供する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

箇　�所　�番　�号 所　　在　　地

土砂災害の発生原

因となる自然現象

の種類　　　　　

区　域　の　種　別

建築物に作用

すると想定さ

れる衝撃に関

する事項　　

南島原(布津)-(急)-001 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

公示図書中の

図面において

表示　　　　

南島原(布津)-(急)-001-２ 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-002 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-003 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-003-２ 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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南島原(布津)-(急)-004 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-004-２ 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-005 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域

南島原(布津)-(急)-005-２ 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-006 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-007 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-007-２ 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-008 南島原市布津町乙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-008-２ 南島原市布津町乙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-008-３ 南島原市布津町乙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-008-４ 南島原市布津町乙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-009 南島原市布津町乙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-009-２ 南島原市布津町乙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-009-３ 南島原市布津町乙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-010 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-010-２ 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-011-２ 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-012 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-013 南島原市布津町甲 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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南島原(布津)-(急)-013-２ 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-013-３ 南島原市布津町丙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-014 南島原市布津町甲 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(急)-015 南島原市布津町乙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(深江)-(急)-001 南島原市深江町乙 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(深江)-(急)-002 南島原市深江町甲 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(深江)-(急)-002-２ 南島原市深江町甲 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(土)-001 南島原市布津町丙 土石流 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(土)-002 南島原市布津町丙 土石流 警戒区域、特別警戒区域

南島原(布津)-(土)-003 南島原市布津町丙 土石流 警戒区域、特別警戒区域

南島原(深江)-(土)-001 南島原市深江町乙 土石流 警戒区域

南島原(深江)-(土)-002 南島原市深江町甲 土石流 警戒区域、特別警戒区域

南島原(深江)-(土)-003 南島原市深江町戊 土石流 警戒区域

南島原(深江)-(土)-004 南島原市深江町乙 土石流 警戒区域、特別警戒区域

南島原(深江)-(土)-005 南島原市深江町乙 土石流 警戒区域、特別警戒区域

南島原(深江)-(土)-006 南島原市深江町甲 土石流 警戒区域

南島原(深江)-(土)-007 南島原市深江町甲 土石流 警戒区域、特別警戒区域

南島原(深江)-(土)-008 南島原市深江町甲 土石流 警戒区域、特別警戒区域

南島原(深江)-(土)-009 南島原市深江町甲 土石流 警戒区域、特別警戒区域
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南島原(深江)-(土)-010 南島原市深江町甲 土石流 警戒区域、特別警戒区域

長崎県告示第298号

　証紙売りさばき人の指定（昭和41年長崎県告示第752号）の一部を次のように改正し、令和２年３月27日から

適用する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

　表の７の３の項を次のように改める。

７の３ 削除

長崎県告示第299号

　会計管理者の事務の委任（平成11年長崎県告示第496号の19）の一部を次のように改正し、令和２年４月１日

から適用する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

略

市町村立学校職員給与負担

法第１条に関する報酬、共

済費、期末手当及び旅費に

係る支出負担行為に関する

確認

教育庁教職員課出納員

その所掌に係る次に掲げる

事項

１～６　略

略

対馬歴史研究センター出納

員

略

略

市町村立学校職員給与負担

法第１条に関する報酬、共

済費、報償費及び旅費に係

る支出負担行為に関する確

認

教育庁教職員課出納員

その所掌に係る次に掲げる

事項

１～６　略

略

対馬歴史民俗資料館出納員

新幹線文化財調査事務所出

納員

略

　　　大規模小売店舗立地法に基づく市町村の意見（公告）�������������

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第５条第１項の届出に対し、同法第８条

第１項の規定に基づく意見書の提出があったので、同法第８条第３項の規定により公告するとともに縦覧に供す

る。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　（仮称）長崎市川口町商業施設開発ＰＪ

　　長崎県長崎市川口町70番６

２　届出の概要

　　届出者の氏名又は名称及び住所

　　　ＪＲ西日本プロパティーズ株式会社　代表取締役　大久保　憲一

　　　東京都港区芝五丁目34番６号

　　　　公　　　　　告
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　　大規模小売店舗の新設

　　　大規模小売店舗内の店舗面積の合計��10,558平方メ－トル

３　意見書の概要

　　意見書を提出した者

　　　長崎市長　田上　富久

　　意見書の内容

　　　交通（土木企画課）

　　　ア　交通渋滞対策について

　　　　�　当該地周辺の道路（国道206号、市道川口町茂里町線など）は、長崎県交通渋滞対策協議会におい

て、主要渋滞区間（箇所）【一般国道206号松山町地区（松山町交差点から北郵便局前交差点）及び市道

（浦上川線）竹岩橋地区（竹岩橋東口交差点から竹岩橋西口交差点）】に選定されており、慢性的な渋

滞が発生している状況です。

　　　　　なお、国道206号は、緊急輸送道路及び重要物流道路に指定されています。

　　　　�　このため、大規模小売店舗の新設にあたっては、周辺道路への影響を考慮し需要に応じた駐車台数の

確保はもちろんのこと、必要に応じて誘導員の配置や看板設置などのソフト対策を行い、現状に負荷が

かからないような交通渋滞対策に努めてください。

　　　イ　駐車場について

　　　　�　一般公共の用に供する駐車場は、駐車場法第11条の規定により技術的基準の適用がありますので、同

法施行令の基準に適合させるよう留意してください。

　　　ウ　交差点形状の適正化について

　　　　�　市道浜口町川口町１号線と市道川口町１号線が交差する三角形状の交差点について、ゼブラゾーンや

ポールの設置等により交差点範囲を狭くする対策を講じてください。

　　　エ　入出庫経路について

　　　　�　交通解析等の検証の結果、「問題なし」との結果が得られていますが、開店後に、入出庫車両により

交通流に変化が生じ、周辺道路等に影響を及ぼすようであれば、関係機関と協議を行い、必要な対策を

講じてください。

　　　オ　店舗開店後の交通対策について

　　　　�　オープン時や繁忙期など来客が集中する期間や時間帯については、特に交通混雑対策や事故防止に努

めてください。

　　　　�　また、オープン後の状況を踏まえ、交通処理や交通安全に影響を及ぼすようであれば、関係機関と協

議を行い、必要な対策を講じてください。

　　　廃棄物（廃棄物対策課）

　　　ア�　工作物（舗装道路含む）の新築、改築又は除去に伴って生じる伐採材や各種廃材（廃木材、コンク

リート破片、アスファルト破片等）は、産業廃棄物に該当しますので、廃棄物処理法（以下「法」とい

う。）に基づき処分して下さい。

　　　イ�　造成地等においては、他事業者等が産業廃棄物であるがれき等の不法投棄を行うケースが見られるこ

とから、工事終了までの間、当該工事現場の監視と維持管理に充分留意してください。

　　　ウ�　当該建築物の供用開始後において産業廃棄物の保管を行う場合は、法第12条第２項の規定による法施

行規則第８条（産業廃棄物保管基準）に基づき行って下さい。

　　　エ　一般廃棄物と産業廃棄物は分けて集積し、かつ表示を行って下さい。

　　　オ　事業系一般廃棄物の排出に関しては、事前に協議を行って下さい。

　　　カ�　当該施工箇所周辺のごみステーションに関することについては、中央環境センターと事前に協議を

行って下さい。

　　　環境（環境政策課）

　　　�　騒音予測評価報告書３頁に騒音規制法に定める特定施設（定格出力7.5kw以上の送風機）及び長崎県未

来につながる環境を守り育てる条例に定める指定施設（定格出力7.5kw以上の冷凍機）が記載されており

ますので、設置する場合は特定施設設置届出及び指定施設設置届出を行って下さい。

　　　景観（景観推進室）

　　　　屋外広告物を表示・掲出する場合は、事前協議を行ってください。

　　　その他配慮すべき事項
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　　　�　その他関係法令についても遵守するとともに、疑義が生じた場合は速やかに関係各課ヘ協議・報告を

行ってください。

４　関係書類の縦覧

　　縦覧期間

　　　公告の日から１月間

　　縦覧場所

　　　長崎県産業労働部経営支援課、長崎市商工部商工振興課

　　　土地改良区の設立の認可（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第10条第１項の規定により、次の土地改良区の設立を認可した。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

土地改良区名　　　津波見土地改良区

認可年月日　　　　令和２年３月19日

　　　県営土地改良事業の工事の完了（公告）

　次の県営土地改良事業は、工事を完了した。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

地区名 事業の名称 工事着手時期 工事完了時期

宇土山
県営農業競争力強化基盤整備事業　農地整備事

業（耕作放棄地型）
平成23年９月29日 平成29年３月29日

　　　特定農業用ため池の指定（公告）

　農業用ため池の管理及び保全に関する法律（平成31年法律第17号）第７条第１項の規定により、次のとおり特

定農業用ため池を指定したので、同条第３項の規定により公示する。

　　�令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

特定農業用

ため池の名称

特定農業用ため池の所在地
指定年月日

市区、郡町村名 字・番地等

平木場溜池 長崎市 中里町2536-３及び2537 令和２年３月31日

早坂溜池 長崎市 松原町1306-１ 令和２年３月31日

松山溜池 長崎市 琴海戸根町986 令和２年３月31日

西出口溜池 諫早市 上大渡野町1382-２ 令和２年３月31日

草萩溜池 諫早市 本野町1499-３ 令和２年３月31日

川頭溜池 諫早市 湯野尾町60 令和２年３月31日

小豆崎溜池 諫早市 小豆崎町919-２ 令和２年３月31日

瀬々田溜池 諫早市 大場町229 令和２年３月31日

原溜池 諫早市 白原町2338-２ 令和２年３月31日

白浜溜池 諫早市 白浜町1214 令和２年３月31日
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大砂口溜池 諫早市 久山町957 令和２年３月31日

宗方上溜池 諫早市 長野町2257、宗方町1594 令和２年３月31日

宗方下溜池 諫早市 長野町2199、宗方町1280 令和２年３月31日

本村西溜池 諫早市 小野町777 令和２年３月31日

黒崎上溜池 諫早市 黒崎町676 令和２年３月31日

黒崎下溜池 諫早市 黒崎町548 令和２年３月31日

本村東溜池 諫早市 小野町1262-３、黒崎町447-２ 令和２年３月31日

仁田野尾上溜池 諫早市 赤崎町1410 令和２年３月31日

仁田野尾下溜池 諫早市 赤崎町507-２ 令和２年３月31日

西川内下溜池 諫早市多良見町 西川内字井手口903 令和２年３月31日

西川内上溜池 諫早市多良見町 西川内字朝古場1095-１ 令和２年３月31日

勢ノ元溜池 諫早市多良見町 西園505-1.520.526-２ 令和２年３月31日

白塔溜池 諫早市森山町 本村上白塔1469 令和２年３月31日

江湖第１溜池 諫早市森山町 上井牟田字江湖1742 令和２年３月31日

江湖第２溜池 諫早市森山町 上井牟田字江湖1779 令和２年３月31日

横山溜池 諫早市森山町 上井牟田字百合野933 令和２年３月31日

佐尾溜池 諫早市森山町 唐比東字佐尾1168 令和２年３月31日

焼川溜池 諫早市森山町 唐比西字西休屋500 令和２年３月31日

鬼取溜池 諫早市高来町 小峰字西野1392-６　外 令和２年３月31日

柳原溜池 諫早市高来町 善住寺字東野1072番１ 令和２年３月31日

犬木溜池 諫早市高来町 西尾字松葉501-２ 令和２年３月31日

建山溜池 諫早市高来町 建山字飛松486 令和２年３月31日

小峰江湖溜池 諫早市高来町 小峰字江湖940 令和２年３月31日

兵樫谷溜池 諫早市高来町 坂元字兵樫谷1006 令和２年３月31日

大谷溜池 諫早市高来町 坂元字大谷676 令和２年３月31日

前田溜池 諫早市高来町 坂元字上坂元217 令和２年３月31日

山ノ神溜池 諫早市小長井町 古場字平新田318 令和２年３月31日

田代溜池 諫早市小長井町 大峰字西峰328 令和２年３月31日
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坊主溜池 諫早市 宗方町2154　外 令和２年３月31日

黒龍溜池 諫早市 本村字上黒龍2798-２ 令和２年３月31日

横三川溜池 諫早市小長井町 井崎字横三川1939 令和２年３月31日

打越溜池 諫早市小長井町 打越字姥ヶ崎421-２ 令和２年３月31日

堤上溜池 大村市 松原三丁目921 令和２年３月31日

七浦溜池 西海市西彼町 八木原郷2722-１ 令和２年３月31日

山田堤 西海市西海町 横瀬郷1454 令和２年３月31日

観音谷溜池 西海市西海町 木場郷1005 令和２年３月31日

エゲ溜池 西海市西海町 木場郷329 令和２年３月31日

新地溜池 西海市西海町 黒口郷3019 令和２年３月31日

二反山溜池 西海市西海町 太田和郷396 令和２年３月31日

上土井行溜池 西海市西彼町 八木原郷420-１ 令和２年３月31日

上原田溜池 西海市西彼町 白似田郷866 令和２年３月31日

清水溜池 西海市西海町 太田和郷2388 令和２年３月31日

豊岳溜池 西海市西海町 太田和郷1176 令和２年３月31日

上堤 西海市西海町 太田和郷1640 令和２年３月31日

木場崎溜池 西彼杵郡時津町 日並郷789-２ 令和２年３月31日

足形溜池 東彼杵郡東彼杵町 太ノ浦郷407 令和２年３月31日

山頭溜池 東彼杵郡東彼杵町 太ノ浦郷220 令和２年３月31日

飯盛溜池 東彼杵郡東彼杵町 川内郷3275 令和２年３月31日

毛首溜池 東彼杵郡東彼杵町 遠目郷78 令和２年３月31日

奥ノ川内ため池 東彼杵郡川棚町 上組郷438 令和２年３月31日

本谷ため池 東彼杵郡川棚町 猪乗川内郷1524及び1525 令和２年３月31日

新谷ため池 東彼杵郡川棚町 新谷郷233 令和２年３月31日

丸堤ため池 東彼杵郡川棚町 小串郷1866 令和２年３月31日

長堤ため池 東彼杵郡川棚町 小串郷1954 令和２年３月31日

二又ため池 東彼杵郡川棚町 中山郷1808 令和２年３月31日

西福寺ため池 東彼杵郡川棚町 中山郷733 令和２年３月31日
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才久ため池 東彼杵郡川棚町 上組郷806 令和２年３月31日

本小屋ため池 東彼杵郡川棚町 新谷郷1769 令和２年３月31日

深浦３番ため池 東彼杵郡川棚町 新谷郷1771 令和２年３月31日

太田ため池 東彼杵郡川棚町 小串郷773 令和２年３月31日

仏坂溜池 東彼杵郡波佐見町 小樽郷 令和２年３月31日

天の池溜池 東彼杵郡波佐見町 皿山郷 令和２年３月31日

百貫溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷117 令和２年３月31日

瀬別当第一溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

本谷溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

長尾第一溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

落合溜池 東彼杵郡波佐見町 田ノ頭郷 令和２年３月31日

長谷溜池 東彼杵郡波佐見町 長野郷 令和２年３月31日

山ノ上溜池 東彼杵郡波佐見町 志折郷 令和２年３月31日

尻無溜池 東彼杵郡波佐見町 永尾郷 令和２年３月31日

川見谷溜池 東彼杵郡波佐見町 井石郷中ノ原 令和２年３月31日

舟倉溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

狸山（下）溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷不動佐 令和２年３月31日

狸山（上）溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷不動佐 令和２年３月31日

薬子様溜池 東彼杵郡波佐見町 田ノ頭郷 令和２年３月31日

曽良道溜池 東彼杵郡波佐見町 長野郷 令和２年３月31日

神林溜池 東彼杵郡波佐見町 志折郷 令和２年３月31日

稗ノ尾谷溜池 東彼杵郡波佐見町 小樽郷 令和２年３月31日

鷹の巣第一溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

平木場溜池 東彼杵郡波佐見町 長野郷 令和２年３月31日

似田ノ尾溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

堂ノ巣第一溜池 東彼杵郡波佐見町 野々川郷堂ノ巣 令和２年３月31日

高平溜池 東彼杵郡波佐見町 長野郷 令和２年３月31日

鷹の巣第二溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日
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無田溜池 東彼杵郡波佐見町 長野郷2607番 令和２年３月31日

前尾溜池 東彼杵郡波佐見町 金屋郷前尾801番地 令和２年３月31日

向山溜池 東彼杵郡波佐見町 金屋郷 令和２年３月31日

日見須溜池 東彼杵郡波佐見町 長野郷 令和２年３月31日

小野ノ下溜池 東彼杵郡波佐見町 志折郷小野 令和２年３月31日

多婦ノ木溜池 東彼杵郡波佐見町 稗木場郷多婦ノ木 令和２年３月31日

大石ノ本溜池 東彼杵郡波佐見町 野々川郷 令和２年３月31日

上の名溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

桜内第一溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

桜内第二溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

無田川内溜池 東彼杵郡波佐見町 折敷瀬郷 令和２年３月31日

瀬別当第二溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

キヤン溜池 東彼杵郡波佐見町 井石郷 令和２年３月31日

丸尾溜池 東彼杵郡波佐見町 岳辺田郷字庄の谷791番地 令和２年３月31日

片平山溜池 東彼杵郡波佐見町 長野郷 令和２年３月31日

舟倉溜池 東彼杵郡波佐見町 小樽郷 令和２年３月31日

黒木原溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷黒木原 令和２年３月31日

東笠山溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

鍛冶屋谷第一溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

鍛池溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

馬四郎溜池 東彼杵郡波佐見町 宿郷 令和２年３月31日

江ナ木場溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷字江ナ木場 令和２年３月31日

大尾第二溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

椎ノ木谷溜池 東彼杵郡波佐見町 田ノ頭郷 令和２年３月31日

アメ牛ノ久保溜池 東彼杵郡波佐見町 野々川郷1205-２ 令和２年３月31日

大山谷溜池 東彼杵郡波佐見町 野々川郷 令和２年３月31日

鷹ノ巣第三溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

吉頭溜池 東彼杵郡波佐見町 野々川郷 令和２年３月31日
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屋敷原第一溜池 東彼杵郡波佐見町 村木郷 令和２年３月31日

前畑溜池 東彼杵郡波佐見町 稗木場郷字前畑86番地 令和２年３月31日

辺後第一溜池 東彼杵郡波佐見町 長野郷2671 令和２年３月31日

木場山溜池 東彼杵郡波佐見町 永尾郷 令和２年３月31日

堂の巣第二溜池 東彼杵郡波佐見町 野々川郷 令和２年３月31日

植松溜池 島原市有明町 令和２年３月31日

六条溜池 雲仙市国見町 令和２年３月31日

善太溜池 雲仙市愛野町 令和２年３月31日

小平溜池 雲仙市小浜町 令和２年３月31日

加例川下溜池 雲仙市南串山町 令和２年３月31日

加例川上溜池 雲仙市南串山町 令和２年３月31日

上ゲ溜池 雲仙市南串山町 令和２年３月31日

白頭溜池 雲仙市南串山町 甲1544 令和２年３月31日

山奥溜池 南島原市口之津町 令和２年３月31日

中尾道溜池 南島原市口之津町 令和２年３月31日

西の谷溜池 南島原市口之津町 令和２年３月31日

沖ノ尾溜池 南島原市口之津町 令和２年３月31日

堤平溜池 南島原市口之津町 令和２年３月31日

大池溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

曲手溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

座木溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

戸期原溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

浦田溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

村田溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

矢竹溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

五島田溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

橙々溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

平田溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日
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法花寺第３溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

本一本松溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

法花寺第１溜池 南島原市南有馬町 令和２年３月31日

八反間溜池 南島原市北有馬町 令和２年３月31日

無量寺溜池 南島原市北有馬町 令和２年３月31日

大丸新堤溜池 南島原市北有馬町 令和２年３月31日

倉谷溜池 南島原市北有馬町 令和２年３月31日

大平溜池 南島原市北有馬町 令和２年３月31日

藤谷溜池 南島原市北有馬町 令和２年３月31日

鮎返溜池 南島原市北有馬町 令和２年３月31日

堤の平溜池 南島原市北有馬町 令和２年３月31日

上原第２溜池 南島原市西有家町 令和２年３月31日

芭蕉谷溜池 南島原市西有家町 令和２年３月31日

新堤溜池 南島原市西有家町 令和２年３月31日

堀切溜池 南島原市有家町 令和２年３月31日

三条溜池 南島原市有家町 令和２年３月31日

石田溜池 南島原市有家町 令和２年３月31日

久保田溜池 南島原市有家町 令和２年３月31日

永田溜池 南島原市加津佐町 丙1323 令和２年３月31日

前堤 南島原市加津佐町 戊2933-１ 令和２年３月31日

夫婦堤（下） 南島原市加津佐町 戊2371 令和２年３月31日

夫婦堤（上） 南島原市加津佐町 戊2541 令和２年３月31日

山下①溜池 南島原市加津佐町 戊2579 令和２年３月31日

笹下池 南島原市加津佐町 戊2747 令和２年３月31日

下谷池 南島原市加津佐町 戊5299 令和２年３月31日

よんご堤 南島原市加津佐町 戊5309 令和２年３月31日

彦衛田溜池 南島原市加津佐町 戊5780 令和２年３月31日

三畝間①溜池 南島原市加津佐町 戊5150 令和２年３月31日
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梶江坂溜池 南島原市加津佐町 己2477 令和２年３月31日

野牛島溜池 南島原市口之津町 丁4444 令和２年３月31日

境川堤 南島原市口之津町 甲3265 令和２年３月31日

東長谷堤 南島原市口之津町 丙3424 令和２年３月31日

下新切堤 南島原市口之津町 丁3437 令和２年３月31日

小利溜池 南島原市口之津町 丁4641 令和２年３月31日

中尾平溜池 南島原市口之津町 丁2165 令和２年３月31日

墓脇堤 南島原市口之津町 丙179 令和２年３月31日

ニゴリ池 南島原市口之津町 丁2407-１ 令和２年３月31日

中金十谷堤 南島原市口之津町 丙866 令和２年３月31日

和平田堤 南島原市南有馬町 丙4103 令和２年３月31日

吉川新堤 南島原市南有馬町 甲5787 令和２年３月31日

宇土溜池 南島原市南有馬町 乙4524 令和２年３月31日

新堤 南島原市南有馬町 丁676 令和２年３月31日

独活谷溜池 南島原市南有馬町 己2645-１ 令和２年３月31日

岡平池 南島原市南有馬町 丁1218 令和２年３月31日

野手池 南島原市南有馬町 甲399 令和２年３月31日

下木場第１溜池 南島原市南有馬町 甲5540 令和２年３月31日

奥六反田溜池 南島原市南有馬町 乙3693-１ 令和２年３月31日

東長畑溜池 南島原市北有馬町 戊1013 令和２年３月31日

日之沢溜池 南島原市有家町 原尾100 令和２年３月31日

奥谷溜池 南島原市加津佐町 丁3624-１ 令和２年３月31日

上石橋①溜池 南島原市加津佐町 戊1895-２ 令和２年３月31日

あかげ溜池 南島原市加津佐町 戊5163 令和２年３月31日

上中尾①溜池 南島原市加津佐町 戊2158、2157,2159 令和２年３月31日

柳川溜池 南島原市加津佐町 戊3437、3436-５ 令和２年３月31日

宮ノ裏堤 南島原市口之津町 甲1689 令和２年３月31日

新池堤 南島原市口之津町 丙3084 令和２年３月31日
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下鳥居堤 南島原市口之津町 丙1230 令和２年３月31日

横道溜池 南島原市口之津町 丙773 令和２年３月31日

上影平谷第２堤 南島原市口之津町 丙1027 令和２年３月31日

西原第１溜池 南島原市口之津町 丙300 令和２年３月31日

西大平第２堤 南島原市口之津町 丁4630-２、4631-２ 令和２年３月31日

浦山堤 南島原市口之津町 丁4104 令和２年３月31日

新吉原堤 南島原市口之津町 丁264 令和２年３月31日

上稔池 南島原市南有馬町 乙3527 令和２年３月31日

下宮配水池 南島原市南有馬町 丙831 令和２年３月31日

赤兀第３溜池 南島原市南有馬町 丙4296 令和２年３月31日

トキワの池 南島原市南有馬町 丙4697-１ 令和２年３月31日

前の池 南島原市南有馬町 丙4736 令和２年３月31日

荒平溜池 南島原市南有馬町 己1645 令和２年３月31日

境目溜池 南島原市南有馬町 己2265 令和２年３月31日

奥野溜池 南島原市北有馬町 甲3695 令和２年３月31日

上平山溜池 南島原市北有馬町 甲4061 令和２年３月31日

上浦口溜池 南島原市北有馬町 戊418 令和２年３月31日

矢櫃溜池 南島原市北有馬町 戊1191 令和２年３月31日

城ノ谷溜池 佐世保市 上原町 令和２年３月31日

小瀬の谷堤 佐世保市 崎岡町 令和２年３月31日

上重尾第３溜池 佐世保市 重尾町 令和２年３月31日

小豆田溜池 佐世保市 横手町 令和２年３月31日

新池 佐世保市 木原町 令和２年３月31日

白山上溜池 佐世保市 桑木場町 令和２年３月31日

白山下溜池 佐世保市 桑木場町 令和２年３月31日

小谷溜池 佐世保市 新行江町 令和２年３月31日

黒坊溜池 佐世保市 桑木場町 令和２年３月31日

心野第２溜池 佐世保市 心野町 令和２年３月31日
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心野第１溜池 佐世保市 心野町 令和２年３月31日

薬王堤 佐世保市 桑木場町 令和２年３月31日

郷美谷池 佐世保市 里美町 令和２年３月31日

焼山溜池 佐世保市 里美町 令和２年３月31日

北瀬替溜池 佐世保市 潜木町 令和２年３月31日

鶴尾ため池 佐世保市 筒井町 令和２年３月31日

栗木溜池 佐世保市 潜木町 令和２年３月31日

牟田原池 佐世保市 烏帽子町 令和２年３月31日

太田溜池 佐世保市 黒髪町 令和２年３月31日

福田溜池 佐世保市 地見寺 令和２年３月31日

岳牟田溜池 佐世保市 大野 令和２年３月31日

八の久保１号溜池 佐世保市 八の久保町 令和２年３月31日

八の久保２号溜池 佐世保市 八の久保町 令和２年３月31日

八の久保３号溜池 佐世保市 八の久保町 令和２年３月31日

吉田越溜池 佐世保市 牧の地町 令和２年３月31日

打越新堤 佐世保市 十文野町 令和２年３月31日

溝ノ下溜池 佐世保市 十文野町 令和２年３月31日

戸尺山ため池 佐世保市 岳野町 令和２年３月31日

打越溜池 佐世保市 十文野町 令和２年３月31日

踊石新堤 佐世保市 踊石町 令和２年３月31日

山口谷溜池 佐世保市 竹辺町 令和２年３月31日

小田堤 佐世保市 指方町 令和２年３月31日

古里西溜池 佐世保市 針尾東町 令和２年３月31日

大牟田池 佐世保市 針尾西町 令和２年３月31日

太田江溜池 佐世保市宇久町 太田江 令和２年３月31日

木場溜池 佐世保市宇久町 木場 令和２年３月31日

平溜池 佐世保市宇久町 平797他 令和２年３月31日

根引溜池 佐世保市江迎町 令和２年３月31日
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梶の村溜池 佐世保市江迎町 令和２年３月31日

道清溜池 佐世保市江迎町 令和２年３月31日

雨久保溜池 佐世保市江迎町 令和２年３月31日

大平溜池 佐世保市江迎町 令和２年３月31日

忠重田溜池 佐世保市江迎町 令和２年３月31日

白岳溜池 佐世保市江迎町 令和２年３月31日

二つ石ため池 佐世保市鹿町町 令和２年３月31日

飯良久保溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

海寺法内溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

原田溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

長田溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

野川溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

竹ノ元溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

大道添溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

追勢原溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

橋口溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

大蜂溜池 佐世保市吉井町 令和２年３月31日

立花溜池 佐世保市世知原町 令和２年３月31日

平川原溜池 佐世保市世知原町 令和２年３月31日

牟田ため池 佐世保市世知原町 令和２年３月31日

黒石溜池 佐世保市世知原町 令和２年３月31日

新兵衛溜池 佐世保市世知原町 令和２年３月31日

板山下溜池 佐世保市世知原町 令和２年３月31日

石坂溜池 佐世保市世知原町 令和２年３月31日

熊ノ木溜池 佐世保市世知原町 令和２年３月31日

堂出溜池 佐世保市世知原町 令和２年３月31日

中田溜池 佐世保市 崎岡町 令和２年３月31日

平谷第二溜池 佐世保市 白仁田町 令和２年３月31日



令和２年３月31日　火曜日� 第10910号長 崎 県 公 報

─ 726 ─

ひえだ溜池 佐世保市 野中町 令和２年３月31日

黒坊堤 佐世保市 桑木場町 令和２年３月31日

梶原溜池 佐世保市 岳野町262 令和２年３月31日

上堤 佐世保市 下宇戸町 令和２年３月31日

福原溜池 佐世保市 口の尾町 令和２年３月31日

船越-２溜池 佐世保市 船越町 令和２年３月31日

田の浦堤 佐世保市 田の浦町229 令和２年３月31日

上原５号溜池 佐世保市 上原町603 令和２年３月31日

上原第１ 佐世保市 上原町382 令和２年３月31日

郷の下溜池 佐世保市 桑木場町 令和２年３月31日

堤ノ谷 佐世保市 有福町1027 令和２年３月31日

71-重尾-15 佐世保市 重尾町3571 令和２年３月31日

歌舞岐原溜池 佐世保市 重尾町2519 令和２年３月31日

番常坊溜池 佐世保市 指方町 令和２年３月31日

尻喰溜池 佐世保市 城間町 令和２年３月31日

猪ノ城溜池 佐世保市 瀬道町716 令和２年３月31日

長田第１溜池 佐世保市 針尾西町 令和２年３月31日

長畑第１溜池 佐世保市 宮津町 令和２年３月31日

小串溜池 佐世保市 長畑町529 令和２年３月31日

ユルギ堤 佐世保市 萩坂町559 令和２年３月31日

福万寺溜池 佐世保市江迎町 北平601 令和２年３月31日

遅越溜池 佐世保市小佐々町 岳ノ木場688 令和２年３月31日

石田堤 佐世保市小佐々町 小坂 令和２年３月31日

串田第１溜池 佐世保市吉井町 梶木場1214 令和２年３月31日

石垣池 佐世保市吉井町 板樋1058-３～1058-９ 令和２年３月31日

内裏池 佐世保市吉井町 直谷1008 令和２年３月31日

串田第２溜池 佐世保市吉井町 梶木場1240 令和２年３月31日

前岳ため池 佐世保市吉井町 前岳110 令和２年３月31日
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中里-２溜池 佐世保市 中里町652 令和２年３月31日

徳道溜池 佐世保市江迎町 末橘 令和２年３月31日

菰田-１溜池 佐世保市 菰田町 令和２年３月31日

八の久保-２ため池 佐世保市 八の久保町291 令和２年３月31日

指方第２ 佐世保市 田尾ノ下指方町2692 令和２年３月31日

柚木元-４溜池 佐世保市 柚木元町2856 令和２年３月31日

八の久保-１溜池 佐世保市 八の久保町359 令和２年３月31日

下本山溜池 佐世保市 下本山町326 令和２年３月31日

瑞穂池 平戸市 戸石川町字栗山705-１ 令和２年３月31日

黒岩溜池 平戸市 前津吉町字ノフテロ684 令和２年３月31日

蒔の時池 平戸市大島村 前平 令和２年３月31日

六郎松溜池 平戸市 津吉町字六郎松 令和２年３月31日

上田溜池 平戸市生月町 山田免1325 令和２年３月31日

飯良第二溜池 平戸市 飯良町 令和２年３月31日

大坂溜池 平戸市 木場町 令和２年３月31日

有田溜池 平戸市生月町 里免 令和２年３月31日

平田溜池 平戸市生月町 里免 令和２年３月31日

平原（森の木）溜池 平戸市 紐差町字森ノ木254 令和２年３月31日

長田池（親） 平戸市大島村 前平 令和２年３月31日

犬場溜池 平戸市生月町 山田免1222 令和２年３月31日

金石田溜池 平戸市生月町 里免 令和２年３月31日

福良溜池 平戸市 野子町 令和２年３月31日

平床溜池 平戸市 猪渡谷町字平床 令和２年３月31日

幸四郎溜池 平戸市生月町 里免 令和２年３月31日

上船木溜池 平戸市 船木町字辰口323-324、335-339 令和２年３月31日

深坂溜池 平戸市 大佐志町字深坂 令和２年３月31日

走坂溜池 平戸市 高越町 令和２年３月31日

積岳溜池 平戸市 獅子町 令和２年３月31日
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田代溜池 平戸市 獅子町 令和２年３月31日

渋柿溜池 平戸市生月町 里免 令和２年３月31日

ヨクロー溜池 平戸市生月町 山田免 令和２年３月31日

神の池 平戸市 大石脇町 令和２年３月31日

針木溜池 平戸市 津吉町字針木 令和２年３月31日

第二助成溜池 平戸市 西中山町字助成 令和２年３月31日

赤石溜池 平戸市 春日町 令和２年３月31日

古尾筒溜池 平戸市 小田町 令和２年３月31日

上の原溜池 平戸市 大野町字上ノ原15 令和２年３月31日

花の木第二溜池 平戸市 下中野町 令和２年３月31日

川頭溜池 平戸市 西中山町 令和２年３月31日

丸尾の池 平戸市 川内町 令和２年３月31日

平川山池 平戸市 大島村前平 令和２年３月31日

茅場溜池 平戸市 田平町福崎免 令和２年３月31日

花の木第一溜池 平戸市 下中野町 令和２年３月31日

神の川溜池 平戸市 神ノ川町字直場398、413、406、450 令和２年３月31日

長谷溜池 平戸市 大石脇町 令和２年３月31日

清水の池 平戸市 川内町字清水316-321 令和２年３月31日

池の原溜池 平戸市 大野町池の原499 令和２年３月31日

上堤溜池 平戸市生月町 里免 令和２年３月31日

宇戸の池 平戸市 木引町字柴山1062.1065 令和２年３月31日

ガランダ溜池-１ 平戸市 獅子町 令和２年３月31日

堀田溜池 平戸市田平町 下亀免 令和２年３月31日

一の宮溜池 平戸市 坊方町 令和２年３月31日

堀宅(梅崎)溜池 平戸市 鏡川町 令和２年３月31日

山頭溜池 平戸市 木場町 令和２年３月31日

田端の下溜池 平戸市 神船町字田端 令和２年３月31日

山田溜池 平戸市 獅子町字山田叉1820 令和２年３月31日
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向の池 平戸市 春日町字小春日165 令和２年３月31日

野中溜池 平戸市 水垂町 令和２年３月31日

永田池 平戸市 山中町 令和２年３月31日

大原溜池 平戸市 山中町 令和２年３月31日

草木原第３溜池 平戸市 高越町 令和２年３月31日

佳路池 平戸市生月町 山田免 令和２年３月31日

堀田溜池 平戸市 田代町字堀田79 令和２年３月31日

上川池 平戸市生月町 里免 令和２年３月31日

田々美志の池 平戸市 高越町字針木694 令和２年３月31日

ウベンノ溜池 平戸市 春日町字西吹上 令和２年３月31日

中潟溜池 平戸市 辻町字下鮎川 令和２年３月31日

吉永溜池 平戸市生月町 山田免 令和２年３月31日

波江の本溜池 平戸市 敷佐町字波江の本915ロ 令和２年３月31日

重箱溜池 平戸市 無代寺町 令和２年３月31日

鳥田溜池 松浦市 御厨町普住免 令和２年３月31日

普住溜池 松浦市 御厨町普住免 令和２年３月31日

追出溜池 松浦市 星鹿町岳崎免 令和２年３月31日

新堤溜池 松浦市 志佐町白浜免 令和２年３月31日

綿打溜池 松浦市 志佐町西山免 令和２年３月31日

明賀谷溜池 松浦市 志佐町栢木免 令和２年３月31日

麓溜池 松浦市 今福町東免 令和２年３月31日

観音寺溜池 松浦市 志佐町里免 令和２年３月31日

山川溜池 松浦市 志佐町里免 令和２年３月31日

寿昌寺溜池 松浦市 志佐町里免 令和２年３月31日

雨堤溜池 松浦市 志佐町高野免 令和２年３月31日

矢櫃溜池 松浦市 志佐町池成免 令和２年３月31日

小田溜池 松浦市 志佐町池成免 令和２年３月31日

庵ノ元溜池 松浦市 志佐町池成免 令和２年３月31日
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掛橋溜池 松浦市 志佐町長野免 令和２年３月31日

源盛溜池 松浦市 志佐町長野免 令和２年３月31日

長野原溜池 松浦市 志佐町長野免 令和２年３月31日

柳原溜池 松浦市 志佐町稗木場免 令和２年３月31日

大谷溜池 松浦市 志佐町田ノ平免 令和２年３月31日

狸穴溜池 松浦市 志佐町赤木免 令和２年３月31日

湯ノ谷溜池 松浦市 調川町松山田免 令和２年３月31日

反田代溜池 松浦市 調川町上免 令和２年３月31日

前平堤 松浦市 調川町中免 令和２年３月31日

堺川堤 松浦市 調川町中免 令和２年３月31日

栁溜池 松浦市 調川町平尾免 令和２年３月31日

葛ノ坂溜池 松浦市 調川町平尾免 令和２年３月31日

八ツ手原溜池 松浦市 調川町平尾免 令和２年３月31日

上堤溜池 松浦市 今福町仏坂免 令和２年３月31日

中堤溜池 松浦市 今福町仏坂免 令和２年３月31日

下堤溜池 松浦市 今福町仏坂免 令和２年３月31日

椎ノ木谷溜池 松浦市 今福町坂野免 令和２年３月31日

つづら溜池 松浦市 今福町木場免 令和２年３月31日

つづら下溜池 松浦市 今福町木場免 令和２年３月31日

深田代溜池 松浦市 今福町寺上免 令和２年３月31日

二反田溜池 松浦市 今福町木場免 令和２年３月31日

小松堀溜池 松浦市 今福町寺上免 令和２年３月31日

長尾溜池 松浦市 今福町木場免 令和２年３月31日

門ノ元溜池 松浦市 今福町木場免 令和２年３月31日

明賀谷下溜池 松浦市 志佐町栢木免 令和２年３月31日

矢失溜池 松浦市 今福町東免 令和２年３月31日

丸岩（長田）溜池 松浦市 今福町東免 令和２年３月31日

太田溜池 松浦市 今福町北免 令和２年３月31日
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下太田溜池 松浦市 今福町北免 令和２年３月31日

浦田溜池 松浦市 志佐町西山免 令和２年３月31日

小下し溜池 松浦市 福島町浅谷免 令和２年３月31日

小田々溜池 松浦市福島町 原免 令和２年３月31日

馬込溜池 松浦市福島町 浅谷免 令和２年３月31日

高地溜池 松浦市福島町 喜内瀬免 令和２年３月31日

草木原溜池 松浦市福島町 浅谷免 令和２年３月31日

保立口第二溜池 松浦市福島町 浅谷免 令和２年３月31日

保立口溜池 松浦市福島町 浅谷免 令和２年３月31日

松の本溜池 松浦市福島町 浅谷免 令和２年３月31日

里溜池 松浦市福島町 里免 令和２年３月31日

又ケ谷溜池 松浦市福島町 端免 令和２年３月31日

神ノ脇溜池 松浦市福島町 原免 令和２年３月31日

狸岩池 松浦市福島町 塩浜免 令和２年３月31日

太田溜池 松浦市福島町 土谷免 令和２年３月31日

隠谷池 松浦市福島町 塩浜免 令和２年３月31日

白米池 松浦市福島町 土谷免 令和２年３月31日

石垣池 松浦市福島町 土谷免 令和２年３月31日

櫨谷池 松浦市福島町 塩浜免 令和２年３月31日

鬼田溜池 松浦市福島町 原免 令和２年３月31日

松田溜池 松浦市鷹島町 三里免 令和２年３月31日

田頭溜池 松浦市鷹島町 神崎免 令和２年３月31日

井田溜池 松浦市鷹島町 三里免 令和２年３月31日

永久保溜池 松浦市鷹島町 三里免 令和２年３月31日

末永溜池 松浦市 志佐町西山免 令和２年３月31日

庄野溜池 松浦市 志佐町庄野免 令和２年３月31日

長坂溜池 松浦市 志佐町稗木場免 令和２年３月31日

天久保堤溜池 松浦市 志佐町高野免 令和２年３月31日
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大浜溜池 松浦市 志佐町浦免 令和２年３月31日

川頭溜池 松浦市 志佐町赤木免 令和２年３月31日

永田溜池 松浦市 調川町白井免 令和２年３月31日

牧ノ地溜池 松浦市 調川町下免 令和２年３月31日

白土田溜池 松浦市 今福町滑栄免 令和２年３月31日

帯田溜池 松浦市福島町 原免 令和２年３月31日

菅田溜池 松浦市福島町 浅谷免 令和２年３月31日

古木場溜池 松浦市 志佐町長野免 令和２年３月31日

宮木溜池 松浦市 志佐町池成免 令和２年３月31日

田中（屋敷田）溜池 松浦市 志佐町長野免 令和２年３月31日

持田溜池 北松浦郡佐々町 志方免 令和２年３月31日

大山口溜池 北松浦郡佐々町 口石免 令和２年３月31日

岩下第二溜池 北松浦郡佐々町 木場免 令和２年３月31日

原中第一溜池 北松浦郡佐々町 木場免 令和２年３月31日

丸尾ため池 北松浦郡佐々町 平野免 令和２年３月31日

福松田第二溜池 北松浦郡佐々町 木場免 令和２年３月31日

上の原第一溜池 北松浦郡佐々町 口石免字上ノ原539番地 令和２年３月31日

越木岩第一溜池 北松浦郡佐々町 口石免字越木岩1857番地 令和２年３月31日

山下第一溜池 北松浦郡佐々町 志方免216番地 令和２年３月31日

五島田第一溜池 北松浦郡佐々町 木場免 令和２年３月31日

夜萩第三溜池 北松浦郡佐々町 木場免726 令和２年３月31日

園山第二溜池 北松浦郡佐々町 皆瀬免828 令和２年３月31日

深町溜池 北松浦郡小値賀町 前方郷字深町4254 令和２年３月31日

翁頭池 五島市 高田町（大戸内）2435-３の一部 令和２年３月31日

小久保ため池 五島市玉之浦町 大宝（小久保）48　他 令和２年３月31日

善次木場第１ため池 五島市岐宿町　　　 中嶽（善次木場）222-１ 令和２年３月31日

善次木場第２ため池 五島市岐宿町　　　 中嶽（善次木場）204　他 令和２年３月31日

大戸ため池 五島市 高田町（大戸口）2393 令和２年３月31日
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本窄ため池 五島市 吉田町（本窄）3368の一部 令和２年３月31日

野々池 五島市 吉久木町（大池ノ上）836 令和２年３月31日

水道口ため池 五島市 大荒町（水道口）1257-４ 令和２年３月31日

西来院ため池 五島市 篭渕町（大戸内）2435-３の一部 令和２年３月31日

貝ノ木越ため池 五島市富江町
山手（貝ノ木越）
1419-２、1420

令和２年３月31日

タカノスため池 五島市富江町　　　 山手（鷹巣）167 令和２年３月31日

小作ため池 五島市富江町　　　 松尾（小作）907 令和２年３月31日

貝津ため池 五島市三井楽町 貝津（東小田）1027 令和２年３月31日

長沢ため池 五島市岐宿町　　　 二本楠（長沢）673、990-２ 令和２年３月31日

桑木場ため池 五島市岐宿町　　　 松山（桑木場）465-１ 令和２年３月31日

ヘゴノ元ため池 五島市 篭渕町（ヘゴノ元）1523の一部 令和２年３月31日

大切ため池 五島市岐宿町　　　 二本楠（山ノ田）854 令和２年３月31日

大曲ため池 五島市岐宿町　　　 河務（大曲）301 令和２年３月31日

長山ため池 五島市岐宿町　　　 川原（長山）2357 令和２年３月31日

石戸ため池 五島市岐宿町　　　 川原（石戸）798 令和２年３月31日

樫尾溜池 壱岐市郷ノ浦町 小牧東触69 令和２年３月31日

犬塚溜池 壱岐市郷ノ浦町 牛方触116 令和２年３月31日

井道溜池 壱岐市郷ノ浦町 牛方触546-１ 令和２年３月31日

前田溜池 壱岐市郷ノ浦町 渡良南触477外　 令和２年３月31日

鮒川溜池 壱岐市郷ノ浦町 片原触1181外 令和２年３月31日

藤ノ本溜池 壱岐市郷ノ浦町 片原触779 令和２年３月31日

平川溜池 壱岐市郷ノ浦町 志原西触1170-２外 令和２年３月31日

堀川溜池 壱岐市郷ノ浦町 大原触775-２外 令和２年３月31日

中尾溜池（福泉） 壱岐市郷ノ浦町 志原西触598 令和２年３月31日

水谷溜池 壱岐市郷ノ浦町 志原南触2217 令和２年３月31日

湯田の元溜池 壱岐市郷ノ浦町 永田触1269 令和２年３月31日

椎ノ木溜池 壱岐市郷ノ浦町 平人触1207 令和２年３月31日

石原溜池 壱岐市郷ノ浦町 初山西触895-１ 令和２年３月31日
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川坂溜池 壱岐市郷ノ浦町 柳田触1084 令和２年３月31日

木堂第２溜池 壱岐市勝本町 新城西触1413 令和２年３月31日

保佐川溜池 壱岐市勝本町 仲触1794 令和２年３月31日

丸田溜池 壱岐市勝本町 西戸触1317 令和２年３月31日

水畑溜池 壱岐市勝本町 東触2337-２ 令和２年３月31日

後田溜池 壱岐市勝本町 大久保触1734外 令和２年３月31日

大坂溜池 壱岐市勝本町 大久保触384外 令和２年３月31日

法司溜池 壱岐市勝本町 本宮南触893 令和２年３月31日

高田溜池 壱岐市勝本町 本宮南触119外 令和２年３月31日

大清水溜池 壱岐市勝本町 百合畑触681 令和２年３月31日

平良石溜池 壱岐市勝本町 東触65外 令和２年３月31日

東ノ木溜池 壱岐市勝本町 大久保触884-１ 令和２年３月31日

日ケ暮溜池 壱岐市芦辺町 箱崎大左右触2214-１ 令和２年３月31日

貝畑溜池 壱岐市芦辺町 箱崎江角触171 令和２年３月31日

辻山溜池 壱岐市芦辺町 国分当田触937 令和２年３月31日

柳坂溜池 壱岐市芦辺町 住吉東触371-１ 令和２年３月31日

川内溜池 壱岐市芦辺町 住吉前触640 令和２年３月31日

高尾溜池 壱岐市芦辺町 諸吉二亦触103 令和２年３月31日

堂山溜池 壱岐市芦辺町 深江南触364番 令和２年３月31日

久保頭溜池 壱岐市芦辺町 湯岳興触659番 令和２年３月31日

新今坂溜池 壱岐市芦辺町 湯岳今坂触803番１と２ 令和２年３月31日

和田溜池 壱岐市芦辺町 深江栄触463番 令和２年３月31日

真弓溜池 壱岐市石田町 池田仲触1080外 令和２年３月31日

花園溜池 壱岐市石田町 池田仲触1422外 令和２年３月31日

神ノ元溜池 壱岐市石田町 池田仲触1285外 令和２年３月31日

園田溜池 壱岐市石田町 池田仲触1026外 令和２年３月31日

黒木溜池 壱岐市石田町 石田西触1133 令和２年３月31日

村山溜池 壱岐市石田町 池田西触940 令和２年３月31日
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隠田溜池 壱岐市石田町 湯岳射手吉触861 令和２年３月31日

大谷溜池 壱岐市石田町 池田仲触1384 令和２年３月31日

渡瀬溜池 壱岐市石田町 池田西触1040 令和２年３月31日

太刀山溜池 壱岐市郷ノ浦町 本村触415 令和２年３月31日

城ノ辻溜池 壱岐市郷ノ浦町 庄触339 令和２年３月31日

小森溜池 壱岐市郷ノ浦町 庄触224 令和２年３月31日

若松溜池 壱岐市勝本町 東触1032 令和２年３月31日

椎ノ木溜池 壱岐市郷ノ浦町 片原触871 令和２年３月31日

大宝溜池 壱岐市芦辺町 湯岳今坂触字大宝749-１ 令和２年３月31日

川上溜池 壱岐市芦辺町 湯岳興触758 令和２年３月31日

西原溜池 壱岐市芦辺町 深江栄触60 令和２年３月31日

絵踏溜池 壱岐市郷ノ浦町 郷ノ浦651 令和２年３月31日

　　　一般競争入札の参加者の資格等（公告）

　令和２年度において長崎県が発注する建設工事について、長崎県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める規則（平成７年長崎県規則第77号）第２条第５号に規定する特定調達契約に係る一般競争入札に参加できる

者の資格及び申請方法等を次のとおり定める。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　業種の区分

　　建設業法（昭和24年法律第�100号。以下「法」という。）第３条第２項に定める建設工事の種類による。

２　一般競争入札に参加することができない者

　�　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第167条の４第１項各号のいずれかの規定

に該当する者。なお、被補助人、被保佐人又は未成年者であって、契約締結のために必要な同意を得ている

ものは、同項第１号の規定に該当しない者である。

　�　令第167条の４第２項各号のいずれかの規定に該当する者で、その事実が認められた後３年を限度として

知事が定める期間を経過しないもの及びこれらの者を代理人、支配人その他使用人又は入札代理人として使

用する者

　　法第３条第１項の規定による許可を受けていない者

　�　平成30年７月１日以後を審査基準日とする法第27条の29の規定による総合評定値通知書を受け取っていな

い者

　　長崎県税並びに消費税及び地方消費税の未納がある者

　　の経営事項審査の審査項目の中で、健康保険、厚生年金保険又は雇用保険のいずれかが未加入である者

３　申請の時期

　　随時

４　申請の方法

　　申請書類

　　ア　一般競争入札参加資格審査申請書（建設工事）

　　イ　工事経歴書

　　ウ　営業所一覧表
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　　エ�　総合評定値通知書の写し（平成30年７月１日以後を審査基準日とするもので、一般競争入札参加資格審

査申請の直前のもの）

　　オ�　長崎県税の未納がない証明書の原本（長崎県内に営業所等を有する者に限る。）並びに消費税及び地方

消費税の未納がない証明書の原本（消費税の申告及び納税を国税電子申告・納税システムにより行ってい

る者は電子納税証明書。この場合、電子納税証明書を次のアドレスへ送信の上、申請書には納税証明デー

タシート（その３／未納税額のない証明用）を添付すること。）

　　　　電子納税証明書送付先アドレス　��s080102@pref.nagasaki.lg.jp

　　カ　委任状（建設業の許可を受けた営業所に権限を委任する場合）

　　キ　建設業許可通知書の写し又は許可証明書

　　申請方法

　　　次のアドレスから長崎県土木部監理課ホームページにアクセスして、申請をすることができる。

　　　http://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/machidukuri/tochi-kensetsugyo/kensetsu/nyusatusanka/#konsaru

　　申請書類の提出場所及び提出方法

　　　申請書類は、次の場所に持参又は郵送により提出すること。

　　　　長崎市尾上町３－１

　　　　長崎県土木部監理課建設業指導班

　　　　（電話）095-894-3015

　　申請書類の作成に用いる言語等

　　　申請書類は、日本語で作成すること。

　　�　申請書類中の金額欄については、出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）第16条に規定する外国貨

幣換算率により日本国通貨に換算し、記載すること。

５　一般競争入札参加資格の認定

　　２の一般競争入札に参加することができない者に該当する者は、一般競争入札参加資格がないと認定する。

　�　２の一般競争入札に参加することができない者に該当しない者は、１の建設工事の種類ごとに一般競争入札

参加資格を認定する。

　　なお、認定された者には、一般競争入札参加資格認定書を交付する。

６　資格の有効期間及び更新手続

　　有効期間

　　　一般競争入札参加資格の有効期間は、資格認定の日から令和３年３月31日までとする。

　　更新手続

　　�　の有効期間の更新を希望する者は、令和３年３月に一般競争入札の資格に関する公告を予定しているの

で、当該公告に従い申請すること。

７　一般競争入札参加資格の取消し

　�　申請書類に虚偽の記載をした者及び２の各号のいずれかに該当すると認められた者については、その者の一

般競争入札参加資格を取り消すことがある。

８　その他

　�　工事並びに工事に関する調査、設計及び測量業務の契約に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加しよう

とする者に必要な資格等（昭和53年長崎県告示第975号）の規定による工事の契約に係る入札参加資格の認定

を既に受けている者は、この公告に基づく申請を行う必要はない。

　　　一般競争入札の参加者の資格等（公告）

　令和２年度において長崎県が発注する工事に関する調査、設計及び測量業務について、長崎県の物品等又は特

定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年長崎県規則第77号）第２条第５号に規定する特定調達契約に係

る一般競争入札に参加できる者の資格及び申請方法等を次のとおり定める。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　工事に関する調査、設計及び測量業務

２　一般競争入札に参加することができない者

　　次に掲げる者のいずれかに該当するものは、入札に参加する資格を有しない者とする。
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　�　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第167条の４第１項各号のいずれかの規定

に該当する者。なお、被補助人、被保佐人又は未成年者であって、契約締結のために必要な同意を得ている

ものは、同項第１号の規定に該当しない者である。

　�　令第167条の４第２項各号のいずれかの規定に該当する者で、その事実が認められた後３年を限度として

知事が定める期間を経過しないもの及びこれらの者を代理人、支配人その他使用人又は入札代理人として使

用する者

　　長崎県税並びに消費税及び地方消費税の未納がある者

　　健康保険、厚生年金保険又は雇用保険のいずれかが未加入である者（加入義務のない者は除く。）

３　申請の時期

　　随時

４　申請の方法

　　申請書類

　　ア　一般競争入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）

　　イ　営業に関し、法律上必要な登録の証明書

　　ウ　技術者経歴書

　　エ�　長崎県税の未納がない証明書の原本（長崎県内に営業所等を有する者に限る。）並びに消費税及び地方

消費税の未納がない証明書の原本（消費税の申告及び納税を国税電子申告・納税システムにより行ってい

る者は電子納税証明書。この場合、電子納税証明書を次のアドレスへ送信の上、申請書には納税証明デー

タシート（その３／未納税額のない証明用）を添付すること。）

　　　　電子納税証明書送付先アドレス　　s080102@pref.nagasaki.lg.jp

　　オ　入札保証金及び契約保証金の免除措置に係る業務実績を証明する書類

　　カ　２に該当しないことを証する書面

　　申請方法

　　　次のアドレスから長崎県土木部監理課ホームページにアクセスして、申請をすることができる。

　　　http://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/machidukuri/tochi-kensetsugyo/kensetsu/nyusatusanka/#konsaru

　　申請書類の提出場所及び提出方法

　　　申請書類は、次の場所に持参又は郵送により提出すること。

　　　　長崎市尾上町３－１

　　　　長崎県土木部監理課建設業指導班

　　　　（電話）095-894-3015

　　申請書類の作成に用いる言語等

　　　申請書類は、日本語で作成すること。

　　�　申請書類中の金額欄については、出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）第16条に規定する外国貨

幣換算率により日本国通貨に換算し、記載すること。

５　一般競争入札参加資格の認定

　　２の一般競争入札に参加することができない者に該当する者は、一般競争入札参加資格がないと認定する。

　　２の一般競争入札に参加することができない者に該当しない者は、一般競争入札参加資格を認定する。

　　なお、認定された者には、一般競争入札参加資格認定書を交付する。

６　資格の有効期間及び更新手続

　　有効期間

　　　一般競争入札参加資格の有効期間は、資格認定の日から令和３年３月31日までとする。

　　更新手続

　　�　の有効期間の更新を希望する者は、令和３年３月に一般競争入札の資格に関する公告を予定しているの

で、当該公告に従い申請すること。

７　一般競争入札参加資格の取消し

　�　申請書類に虚偽の記載をした者及び２の各号のいずれかに該当すると認められた者については、その者の一

般競争入札参加資格を取り消すことがある。

８　その他

　�　工事並びに工事に関する調査、設計及び測量業務の契約に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加しよう

とする者に必要な資格等（昭和53年長崎県告示第975号）の規定による工事に関する調査、設計及び測量業務
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の契約に係る入札参加資格の認定を既に受けている者は、この公告に基づく申請を行う必要はない。

　　　測量の終了（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第14条第２項の規定により、国土地理院長から基本測量（成果不整合地域に

おける基準点改測）を次のとおり終了した旨の通知があった。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

　基本測量終了の地域及び終了日

地　　　　　域 終　了　日

対馬市 令和２年３月10日

　　　測量の終了（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省

九州地方整備局雲仙復興事務所長から公共測量（航空レーザ測量）を次のとおり終了した旨の通知があった。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

　公共測量終了の地域及び終了日

地　　　　　域 終　了　日

長崎県　島原市、南島原市、雲仙市 令和２年２月28日

　　　測量の終了（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第２項の規定により、長崎振興局

長から公共測量（基準点測量）を次のとおり終了した旨の通知があった。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

公共測量終了の地域及び終了日

地　　　　　域 終　了　日

長崎市　平間町 令和２年３月９日

　　　測量の終了（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第２項の規定により、佐世保市長

から公共測量（基準点測量）を次のとおり終了した旨の通知があった。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　

公共測量終了の地域及び終了日

地　　　　　域 終　了　日

佐世保市　俵ヶ浦 令和２年３月13日

　　　開発行為に関する工事完了（公告）

　次の開発行為に関する工事は完了した。

　　令和２年３月31日

� 長崎県知事　中村　法道　



令和２年３月31日　火曜日� 第10910号長 崎 県 公 報

─ 739 ─

許可番号 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所氏名

当初許可

平成26年10月30日

長崎県指令

26建第754号

長崎県松浦市福島町塩浜免字仏崎2944‐51の一

部、水路の一部（３工区）

長崎県松浦市志佐町里免365番地

松浦市長　友田　吉泰

　長崎県立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則をここに公布する

　　令和２年３月31日

� 長崎県教育委員会教育長　池松　誠二　

長崎県教育委員会規則第８号

　　　長崎県立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則

１　規則名

　　長崎県立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則

２　条文

　　（目的）

　　第�１条　この規則は、義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（昭和46年長崎

県条例第77号。以下「特別措置条例」という。）第８条の規定に基づき、県立学校の教育職員（以下単に

「教育職員」という。）の業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための措置に

関し、必要な事項を定めることを目的とする。

　　（定義）

　　第２条　この規則で使用する用語は、特別措置条例で使用する用語の例による。

　　２�　前項に定めるもののほか、この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

　　　�　在校等時間　特別措置条例第８条第２項の指針（令和２年文部科学省告示第１号）が規定する在校等

時間をいう。

　　　�　所定の勤務時間　職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年長崎県条例第６号。以下「勤務時

間条例」という。）第８条の規定する休日以外の日における正規の勤務時間をいう。

　　（上限時間の原則）

　　第�３条　県教育委員会は、教育職員の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間を次の各号に掲げる時間

の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行う。

　　　�　１日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１箇月の合計時間（以下「１箇月時間外在校等

時間」という。）�45時間

　　　�　１日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１年間の合計時間（以下「１年間時間外在校等

時間」という。）�360時間

　　（特別な事情の上限時間）

　　第�４条　県教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加等

に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合には、前条の規定にかかわ

らず、教育職員の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間を次の各号に掲げる時間及び月数の上限の

範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行う。

　　　　１箇月時間外在校等時間　100時間未満

　　　　１年間時間外在校等時間　720時間

　　　　１年のうち１箇月時間外在校等時間が45時間を超える月数　６月

　　　�　連続する２箇月、３箇月、４箇月、５箇月及び６箇月のそれぞれの期間について、各月の１箇月時間

外在校等時間の１箇月当たりの平均時間　80時間

　　（その他の事項）

　　第�５条　前２条に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保

　　　　教育委員会規則
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を図るために必要な事項については、県教育委員会が別に定める。

　　（施行期日）

　　　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　長崎県病院企業団職員給与規程の一部を改正する規程をここに公表する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県病院企業団企業長　米倉　正大　

長崎県病院企業団管理規程第２号

　　　長崎県病院企業団職員給与規程の一部を改正する規程

　長崎県病院企業団給与規程（平成21年長崎県病院企業団規程第18号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

（目的）

第�１条　この規程は、長崎県病院企業団職員の給与の種類及

び基準に関する条例（平成21年長崎県病院企業団条例第20

号（以下「企業団職員給与条例」という。）の規定に基づ

き、職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条

の２第１項に規定する職員を除く。）で常時勤務を要する

もの（以下「職員」という。）の給与に関し必要な事項を

定めるものとする。

（防疫等作業手当）

第�18条　防疫等作業手当を支給される職員及びその手当の額

は、次の各号に掲げるとおりとする。なお、第２号に掲げ

る職員には一般職員の特殊勤務手当の支給に関する規則

（昭和39年長崎県人事委員会規則第４号）第24条第１項の

規定は適用しない。

　～　略

別表第６（第４条関係）

　　略

　　医療職給料表（一）等級別基準職務表

職務の級 標準的な職務内容

１級 医療業務を行う医師の職務

２級

※

部長、診療部長及び医長の職務

３級 局長、副院長、附属診療所副所長及び附

属診療所所長の職務

４級 総病院長及び院長の職務

　　　　　　　　※附則参照

　～　略

別表第14（第12条関係）

職位種 医師 医長 部長※

診療部長

医療局長 副院長

附属診療

所所長

附属診療

所副所長

総病院長

院長

１ 350,000 380,000 410,000 450,000 470,000 500,000

（目的）

第�１条　この規程は、長崎県病院企業団職員の給与の種類及

び基準に関する条例（平成21年長崎県病院企業団条例第

20号（以下「企業団職員給与条例」という。）の規定に基

づき、職員で常時勤務を要するもの（以下「職員」とい

う。）の給与に関し必要な事項を定めるものとする。

（防疫等作業手当）

第�18条　防疫等作業手当を支給される職員及びその手当の額

は、次の各号に掲げるとおりとする。なお、第２号に掲げ

る職員には一般職員の特殊勤務手当の支給に関する規則

（昭和39年長崎県人事委員会規則第４号）第22条第１項の

規定は適用しない。

　～　略

別表第６（第４条関係）

　　略

　　医療職給料表（一）等級別基準職務表

職務の級 標準的な職務内容

１級 医療業務を行う医師の職務

２級 診療部長及び医長の職務

３級 部長、局長、副院長、附属診療所副所長

及び附属診療所所長の職務

４級 総病院長及び院長の職務

　～　略

別表第14（第12条関係）

職位種 医師 医長 診療部長 医療局長

部長

副院長

附属診療

所所長

附属診療

所副所長

総病院長

院長

１ 350,000 380,000 410,000 450,000 470,000 500,000

　　　　長崎県病院企業団規程
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２ 360,000 390,000 420,000 460,000 480,000 510,000

３ 370,000 400,000 430,000 470,000 490,000 520,000

４ 380,000 410,000 440,000 480,000 500,000 530,000

５ 390,000 420,000 450,000 490,000 510,000 540,000

６ 400,000 430,000 460,000 500,000 520,000 550,000

７ 410,000 440,000 470,000 510,000 530,000 560,000

８ 420,000 450,000 480,000 520,000 540,000 570,000

９ 430,000 460,000 490,000 530,000 550,000 580,000

10 440,000 470,000 500,000 540,000 560,000 590,000

11 450,000 480,000 510,000 550,000 570,000 600,000

12 460,000 490,000 520,000 560,000 580,000 610,000

※附則参照

別表第14の２（第12条の２関係）

職務の級 職 職務手当の職位種 区分

４級 総病院長

院長

１～５種 ４種

６～８種 ３種

９～12種 ２種

３級 副院長

附属診療所所長

附属診療所副所長

１～12種 ６種

医療局長

※

１～６種 ８種

７～12種 ７種

　　　　　　※附則参照

別表第18（第29条関係）

第３号区分 総病院長又は院長であった者

第４号区分 副院長、附属診療所副所長又は附属診療所

所長であった者

第５号区分 医療局長であった者

第６号区分 ※

部長又は診療部長であった者

第７号区分 医師免許取得後18年以上の者で第３号区分

から第６号区分までのいずれの区分にも属

しないこととなる職員

第８号区分 医長であった者のうち医師免許取得後18年

未満の者

第９号区分 第３号から第８号区分までのいずれの区分

にも属しないこととなる職員

　　　　　　　　※附則参照

２ 360,000 390,000 420,000 460,000 480,000 510,000

３ 370,000 400,000 430,000 470,000 490,000 520,000

４ 380,000 410,000 440,000 480,000 500,000 530,000

５ 390,000 420,000 450,000 490,000 510,000 540,000

６ 400,000 430,000 460,000 500,000 520,000 550,000

７ 410,000 440,000 470,000 510,000 530,000 560,000

８ 420,000 450,000 480,000 520,000 540,000 570,000

９ 430,000 460,000 490,000 530,000 550,000 580,000

10 440,000 470,000 500,000 540,000 560,000 590,000

11 450,000 480,000 510,000 550,000 570,000 600,000

12 460,000 490,000 520,000 560,000 580,000 610,000

別表第14の２（第12条の２関係）

職務の級 職 職務手当の職位種 区分

４級 総病院長

院長

１～５種 ４種

６～８種 ３種

９～12種 ２種

３級 副院長

附属診療所所長

附属診療所副所長

１～12種 ６種

医療局長

部長

１～６種 ８種

７～12種 ７種

別表第18（第29条関係）

第３号区分 総病院長又は院長であった者

第４号区分 副院長、附属診療所副所長又は附属診療所

所長であった者

第５号区分 医療局長又は部長であった者

第６号区分

診療部長であった者

第７号区分 医師免許所得後18年以上の者で第３号区分

から第６号区分までのいずれの区分にも属

しないこととなる職員

第８号区分 医長であった者のうち医師免許取得後18年

未満の者

第９号区分 第３号から第８号区分までのいずれの区分

にも属しないこととなる職員

　　　附　則（令和２年３月31日長崎県病院企業団管理規程第２号）

（施行期日）

１　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２�　令和２年４月１日の前日において、改正前の別表第６（第４条関係）医療職給料表（一）等級別基準職務

表及び別表第14の２（第12条の２関係）の「職務の級」欄の３級の適用を受けていた部長の職にある者、並び

に、改正前の別表第14（第12条関係）の部長の職にある者は、その者が部長の職にある間は従前の級または職

位種を適用する。

３�　令和２年４月１日の前日において、改正前の別表第18（第29条関係）の右欄の部長の職にある者が退職する

ときの退職手当については、その者が部長の職にあった間は従前の区分に属していたものとする。
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　長崎県病院企業団職員組織規程の一部を改正する規程をここに公表する。

　　令和２年３月31日

� 長崎県病院企業団企業長　米倉　正大　

長崎県病院企業団管理規程第３号

　　　長崎県病院企業団職員組織規程の一部を改正する規程

　長崎県病院企業団組織規程（平成21年長崎県病院企業団規程第２号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

（内部組織）

第�４条　本部に置く内部組織の名称は、次の表に掲げるとお

りとする。

部等 班

総務部 総務人事班

経営管理班

医師センター

（本部の分掌事務）

第５条　本部の分掌事務は、次のとおりとする。

　　企業団事業の基本計画に関すること。

　　規約第４条に掲げる事務の総括に関すること。

　�　職員の任免、分限、懲戒、服務等職員の身分取扱いに

関すること。

　　給与、勤務時間その他職員の勤務条件に関すること。

　�　研修、その他の人材育成に関する事項の総括に関する

こと。

　�　予算・決算の調製、会計の監督、その他の財務の総括

に関すること。

　�　議会及び監査委員並びに企業団の業務一般に関するこ

と。

　　各病院の経営分析・指導に関すること。

　�　条例の立案その他各病院の所管に属しない事項に関す

ること。

　　医師センターに関すること。

（内部組織）

第�７条　病院の区分及び病院に置く内部組織の名称は、次の

表に掲げるとおりとする。

病　院
部、局、課、室及

び附属診療所等
班及び係

精神医療センター 事務部

　総務課 総務医事班

医療局 栄養班

薬局

社会療法課

看護部

地域支援連携室

島原病院 事務部

　総務課

総務係　財務係

医事係

医療局 栄養班

薬局

（内部組織）

第�４条　本部に置く内部組織の名称は、次の表に掲げるとお

りとする。

部等 班

総務部 総務人事班

経営管理班

経営分析班

医師センター

（本部の分掌事務）

第５条　本部の分掌事務は、次のとおりとする。

　　企業団事業の基本計画に関すること。

　　規約第４条に掲げる事務の総括に関すること。

　�　職員の任免、分限、懲戒、服務等職員の身分取扱いに

関すること。

　　給与、勤務時間その他職員の勤務条件に関すること。

　�　研修、その他の人材育成に関する事項の総括に関する

こと。

　�　予算・決算の調製、会計の監督、その他の財務の総括

に関すること。

　�　議会及び監査委員並びに企業団の業務一般に関するこ

と。

　　医師センターに関すること。

　　各病院の経営分析・指導に関すること。

　�　条例の立案その他各病院の所管に属しない事項に関す

ること。

（内部組織）

第�７条　病院の区分及び病院に置く内部組織の名称は、次の

表に掲げるとおりとする。

病　院
部、局、課、室及

び附属診療所等
班及び係

精神医療センター 事務部

　総務課 総務医事班

医療局 栄養班

薬局

社会療法課

看護部

地域支援連携室

島原病院 事務部

　総務課

総務係　財務係

医事係

医療局 栄養班

薬局
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看護部

医療安全管理室 医療安全管理班

感染管理対策班

地域医療支援セン

ター

地域医療連携室

医療相談室

診療情報管理室

五島中央病院 事務部

　総務課

総務係　財務係

施設係　給食係

医療情報・医事係

　患者相談室

医療局

検査部

薬局

看護部

地域医療連携部

健診センター

奈留医療センター 総務医事係

富江病院 総務医事係

上五島病院 事務部

　総務課

総務係　財務係

医事係

医療局

看護部

医療情報部

診療技術部

地域医療連携室

有川医療センター 総務医事係

奈良尾医療センター 総務医事係

対馬病院 事務部

　総務課

総務係　財務係

施設管理係　医事係

医療局

診療技術部

看護部

診療支援部

医療安全管理室

医療情報部

医療相談室

上対馬病院 総務係　医事係

壱岐病院 事務部　

　総務課

総務係　財務係

施設管理係　医事係

医療局

診療技術部

看護部

患者支援センター

院内感染管理室

医療安全管理室

２　略

看護部

医療安全管理室 医療安全管理班

感染管理対策班

地域医療支援セン

ター

地域医療連携室

医療相談室

診療情報管理室

五島中央病院 事務部

　総務課

総務係　財務係

施設係　給食係

医療情報・医事係

　患者相談室

医療局

検査部

薬局

看護部

地域医療連携部

健診センター

奈留医療センター 総務医事係

富江病院 総務医事係

上五島病院 事務部

　総務課

総務係　財務係

医事係

診療部

看護部

医療情報部

診療技術部

地域医療連携室

有川医療センター 総務医事係

奈良尾医療センター 総務医事係

対馬病院 事務部

　総務課

総務係　財務係

施設管理係　医事係

診療部

診療技術部

看護部

診療支援部

医療安全管理室

医療情報部

医療相談室

医療人材対策部

上対馬病院 総務係　医事係

壱岐病院 事務部

　総務課

総務係　財務係

施設管理係　医事係

診療部

診療技術部

看護部

地域包括健康増進

センター

院内感染管理室

２　略
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（職種上の職）

第�10条　職員の職種上の職は、次の表に掲げるとおりとす

る。

職種上の職 区　分

主事　精神保健福祉士　公

認心理師　医師　薬剤師　

診療放射線技師　臨床検査

技師　衛星検査技師　臨床

工学技士　理学療法士　作

業療法士　言語聴覚士　栄

養士　保健師　助産師　看

護師　准看護師　医療技師

看護員

上司の命を受け、事務、技

術を処理する。

調理員 上司の命を受け、労務を処

理する。

２　略

（職種上の職）

第�10条　職員の職種上の職は、次の表に掲げるとおりとす

る。

職種上の職 区　分

主事　精神保健福祉士　医

師　薬剤師　診療放射線技

師　臨床検査技師　衛星検

査技師　臨床工学技士　理

学療法士　作業療法士　言

語聴覚士　栄養士　保健師

助産師　看護師　准看護師

医療技師　看護員

上司の命を受け、事務、技

術を処理する。

調理員 上司の命を受け、労務を処

理する。

２　略

　　　附　則

１　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

２�　この規程改正の際現に次の表の左欄に掲げる組織の組織上の職を命ぜられている者又は当該組織に勤務を命

ぜられている者は、別に辞令を発せられない限り、これに対応する同表右欄に掲げる組織上の職に命ぜられ、

又は当該組織に勤務を命ぜられたものとする。

左　欄 右　欄

上五島病院　診療部 上五島病院　医療局

対馬病院　　診療部 対馬病院　　医療局

壱岐病院　　診療部 壱岐病院　　医療局

　　　定期監査結果に基づく措置の公表

　令和元年８月20日付31有航監第８号の監査結果の報告に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第292条の規定により準用する同法第199条第12項の規定により、次のとおり公表す

る。

　　令和２年３月31日

� 有明海自動車航送船組合　　

� 監査委員　濵本　磨毅穂　

� 同　　　濱田　義之　　

� ２ 有 航 第 4 4 号

� 令和２年３月17日

有明海自動車航送船組合

　　監査委員　濵本磨毅穂　様

　　監査委員　濱田　義之　様

� 有明海自動車航送船組合 　　　　　　

� 管�理�者　西田　寿美生　 印 　　

監査の結果に係る措置について（通知）

　　　　有明海自動車航送船組合監査委員公告



令和２年３月31日　火曜日� 第10910号長 崎 県 公 報

─ 745 ─

　　　　　　　　　令和元年８月20日付31有航監第８号の監査結果の報告に基づき、下記の

　　　　　　　　　とおり措置を講じたので通知します。

記

１　監査意見について

　　ア　誘客の促進について

　　　�　当組合は、様々な誘客活動に取り組み、当年度の航送台数は高速道路休日一律1,000円の大幅値下げの

影響により激減した平成21年度以降で最高を記録した。�

　　　�　しかしながら、台湾等の外国人客をはじめとする団体客の減少が見られるなど、利用者の形態の変化が

うかがわれることなどから、今後も関係団体や旅行業者との連携を深めるとともに、利用者ニーズを適確

に捉えたサービス向上を図り、さらなる誘客促進に努められたい。�

　　イ　管理部門の人員体制について

　　　�　管理部門の職員については、平成31年４月１日現在で10人のうち半数の５人が採用後５年未満であるこ

とから、これらの職員に対し、今後も外部研修等を継続して活用するなど、行政や会計実務等に関する必

要な知識や技能の習得を図り、資質向上に努められたい。

２　講じた措置

　　ア�　平成30年度の航送台数については、有明フェリー就航60周年記念事業として、思い出の写真コンテスト

など企画イベントを行い、又、閑散期の特別割引運賃を実施するなど誘致活動に努めた結果、平成21年度

以降で最高の航送台数を確保できたところです。

　　　�　令和元年度においては、天皇即位に伴う大型連休による増客もありましたが、10月以降の消費税率改定

の影響等により利用客の減少も予想されるところである。

　　　�　今後も地元市町や観光協会など関係団体と連携し、修学旅行の誘致を行うとともに、外国人利用客から

のニーズが高い無料Wi-Fiを設置するなど、国内外の利用者へのサービス向上を図り、新船建造費補助金

還元に係る特別割引運賃も効果的に活用するなど、誘客の促進に努めてまいります。

　　イ�　管理部門の資質向上については、昨年度より一般社団法人日本経営協会が主催する行政管理講座に職員

を参加させて知識の習得に努めているところであり、今後も更なる人材育成に向け、外部研修等を活用し

ながら職員の資質向上に努めてまいります。

３　是正・改善を検討すべき事項

　　ア　会計処理について

　　　　会計処理について、下記のとおり是正すべき点があるので、適正な会計処理を行うこと。

　　　ア　固定資産の取得に係る未払金の計上について

　　　　�　多比良港ターミナル船型ドーム空調機及び長洲営業所放送設備の取得については、未払金としての計

上が行われていない。

　　　　�　また、多比良港標識灯の取得については、未払金として計上はされているものの、取得日と未払金計

上日が異なっている。

　　　　　固定資産の取得に際しては、資産計上と併せて負債（未払金）計上も行う必要がある。

　　　イ　長洲営業所放送設備の除却について

　　　　�　長洲営業所放送設備を更新した際、既存の放送設備も併せて撤去しているが、その除却伺及び除却報

告が年度末に行われている。

　　　　　除却伺及び除却報告は、除却の都度行う必要がある。

　　　ウ　預り金の管理について

　　　　�　旅行代理店が発行するクーポンについて、発行時点の額とツアー不参加等による実際の利用実績額と

の差額を旅行代理店毎に預かり金として管理しているが、債権者である旅行代理店がその存在を知らな

い状況で長年預り金に計上している。

　　　　　精算処理を含めた預り金の取扱いについて、旅行代理店と協議する必要がある。

　　イ　契約事務について

　　　　契約事務について、下記のとおり是正すべき点があるので、適正な事務処理を行うこと。

　　　ア　公有財産の賃貸借契約について

　　　　ａ�　職員住宅の敷地について、行政財産、普通財産の分類が曖昧なまま土地賃貸借契約を締結して雲仙
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市に防災無線子局用地として貸し付けている。

　　　　　�　行政財産は原則として貸し付けできないこととされていることから、�公有財産の分類を明確に整理

する必要がある。�

　　　　ｂ�　契約期間について、同契約書では「契約の日から当該防災無線子局の用途廃止まで」とのみ記載さ

れている。

　　　　　�　現行では、当組合からの契約期間変更の申出ができないことから、契約書の内容を見直す必要があ

る。�

　　　イ　多比良港船型空調機改修工事に係る予定価格調書について

　　　　�　多比良港船型空調機改修工事の設計価格は500万円以上であり、入札に係る予定価格調書は事業部長

が作成すべきところ、消費税抜きで判断したため総務課長が作成している。�

　　ウ　船舶チャーター料金の減免について

　　　�　婚活支援事業に伴うフェリーのチャーターに対する使用料金について、その都度伺いにより、相手方の

参加費収入見込額に見合うように基本料金を一部減免している。

　　　　統一的な減免基準を設け、公平な運用を行うこと。

　　エ　固定資産に該当しない物品の管理について

　　　�　有形固定資産に該当しない物品のうち、耐用年数が１年以上で、重要と思われる物品について、取得後

に点検等の管理を行っていない実態が見受けられる。

　　　　物品管理簿等を作成し、定期的に点検を実施するなど、適切な管理を行うこと。

　　オ　特殊勤務手当（食料手当）の支給について

　　　�　食料手当については、船舶に乗り組む職員に対して月額で支給しているが、月の初日から末日まで全日

数にわたって勤務しなかった月でも、公務による負傷、疾病等による場合には支給することになってい

る。

　　　�　当該手当の性質上、理由のいかんに関らず全日数勤務しなかった月は支給しないよう規定を改めるこ

と。

４　講じた措置

　　ア　会計処理について

　　　ア�　固定資産の未払金計上については、これまで収益的支出と同様の取扱いと考え、事業年度末に未払い

が発生する場合に行ってきた。

　　　　　今年度から取得日に未払金として計上を行うよう改めました。

　　　イ�　固定資産の除却について、当組合では従前より事業年度末に一括して除却を行っていたため、当該資

産の処分と除却処理の時期に相違があった。

　　　　　今年度から処分の都度、除却伺及び除却報告を行うよう改めました。

　　　ウ�　大手の旅行代理店は、クーポン精算等の経理事務を本社等で集約しており、その件数は膨大で作業負

担が非常に大きいことから効率化・省力化のため、クーポン発券と同時に精算完了としている。

　　　　�　また、当組合においては、団体航送時に減員等があったときは当組合から不乗証明書を団体添乗員等

へ発行することによって、航送運賃の精算としているが、旅行代理店が再精算しなかったことなどで、

入金額の一部が過入金で精算されない金額を預り金としていた。

　　　　�　今後の預り金の処理について、１年以上経過したものにあっては、精査の上、収入に振替えを行い、

直近のものにあっては当該旅行代理店へ照会をすることなどで対応を図ってまいります。

　　イ　契約事務について

　　　ア　公有財産の賃貸借契約について

　　　　ａ　当組合では、今まで公有財産の分類を明確に行っておらず、当該財産の貸付を行っていた。

　　　　　�　今回行政財産、普通財産の分類整理を行ったところであり、今後の貸し付けについては適正な契約

手続きを行うよう努めてまいります。

　　　　ｂ�　当該契約書の契約期間条項については、契約相手方である雲仙市と協議を行い、内容見直しを行う

予定としております。

　　　イ�　予定価格調書の作成について、予定価格を入札価格と同様の消費税抜きの金額であるものと認識をし

ていたことから、当該予定価格については総務課長決裁の500万円以下と判断したものである。

　　　　　今後は適正な事務処理に努めてまいります。

　　ウ　船舶チャーター料金の減免について
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　　　�　当該チャーター船については、地元の婚活支援事業の推進及び地域貢献の一環であることからチャー

ター船運航に係る経費相当分を使用料金としていたものである。

　　　�　今回、公益的なチャーター船使用に関する取扱要領を定めたところであり、適正な運用を行ってまいり

ます。

　　エ　固定資産に該当しない物品の管理について

　　　　物品取得後の定期点検等については、重要度のいかんに係わらず管理を行っていなかった。

　　　�　今後は、物品管理簿を作成し、重要な物品に関しては定期点検を行うなど、適正な管理に努めてまいり

ます。

　　オ　特殊勤務手当（食料手当）の支給について

　　　�　食料手当については、全日数勤務しなかった月は支給しないという考えのもと支給していたが、食料手

当に関する規定を整備する際に公務による負傷等による場合は支給できるとなっていたものである。

　　　�　当該手当について、既に関係規則の改正を行い、理由のいかんに関わらず、全日数勤務しなかった月は

支給しないよう規定を改めました。

　令和２年２月18日付け長崎県公報第10899号中誤りがあったので、次のとおり訂正する。

ページ 行 誤 正

163 24 職務別基準表 職種別基準表

164 33～34 フルタイム現業職員会計年度任用職員 フルタイム現業会計年度任用職員

166 ３ 報酬 給与

166 12 正規の勤務時間おいても 正規の勤務時間においても

166 12～13 定められた会計年度任用職員 定められた現業会計年度任用職員

167 14～15 士及び電気士 士

　　　　正　　　　　誤
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